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第 1 章 共創的な環境配慮型社会づくりにおける地域環境通貨の役割と課題 
1.1 地域環境通貨システムの構想と導入目的 
環境問題は、地球レベルから身近な地域レベルに及ぶ極めて複合的な状況を呈している。
そのため環境問題の一因として、こうした環境への認識や、自ら及ぼす環境への負荷が、空
間的あるいは時間的に人間の認識可能域を超えてしまうことがあげられる。そこで、人間の
生活行動から発生する環境負荷等の実態を考え、同時に身近な地域での取組みを的確に捉え
ることができるシステムを開発することが求められる。 
特に、地域を舞台とする場合において、環境配慮の取り組みに経済的インセンティブが機
能し、市民・企業・行政等の関連アクターがパートナーシップを活かすことで、環境関連の
諸政策を効果的に展開して行く方策を検討する必要がある。 
また、環境問題への事業者による技術的な対応は、近年革新的に進みつつあり、省エネル
ギー技術も進歩している。しかし一方で、民生家庭部門のエネルギー消費は増加している。
あるいは、事業者のリサイクル技術が進んでリサイクル率は向上しているが、家庭での大量
消費のライフスタイルは変わらない。これらの問題は個人のライフスタイルに大きく影響さ
れる。 
多岐多様で人間の認識を超えてしまう環境問題の課題
そのベースとなるライフスタイルの変革に対応
長期的な視点で
個々の行動が俯瞰できる
情報システムの必要性
身近な地域での取組みを
的確に捉えることができる
システムの必要性
概念的研究と実践的報告の間を埋める研究が少ない。
地域通貨の原資問題に環境負荷削減の観点から言及した研究が少ない。
環境活動を通貨履歴と繋げて情報システムとした研究が少ない。
問題の所在
地域通貨をモデルとした地域環境通貨システムの開発
1
共創的な環境配慮型社会づくりへの寄与
 
図１－１ 地域環境通貨システムの構想と導入目的 
 
前述の問題認識の的確化に加えて、ライフスタイルの変革を促すためには、そのきっかけ
作りと、継続性の確保が必要となる。きっかけ作りは経済的インセンティブが有効とされて
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いるが、継続性確保のためには長期的な視点で個々の行動が俯瞰できる情報システムが必要
となる。 
本研究では地域通貨をモデルとした先進的な地域環境通貨システムを開発し、共創的な環
境配慮型社会づくりに寄与しようというものである。 
ここで定義する共創とは、大局的に目指す方向性を同じくするにもかかわらず、ただしそ
の役割の異なることで立場を異とする関係者が、共通の目標達成であるとか、新しい関係を
築くという目標に向かって努力し、それを達成していことをさす。例えば、目標は循環型社
会を創っていくということで共通な思いはあったろしても、なかなか具体的なレベルで思い
を実現していくことは難しい。こうした関係をもつ主体者が、連携を構築していくことをさ
す。 
本研究の仮説は、地域環境通貨システムという新しいツールを導入することで、こうした
人々が自身の客観的な状況を認識するシステムを備えることとなり、地域で環境配慮に関す
る目標を共有することができると考える。さらにこのツールを活用し、これに市民・事業者・
行政などさまざまな地域のアクターが連携する新しい関係を構築することで、環境に配慮し
た地域づくりが促進することでができるとという考え方である。 
これまでにも、こうした共創的な環境配慮型社会づくりに、地域通貨の手法を活用した環
境政策ツールの提案がなされてきた。しかし先行研究は、概念的な研究に止まっており、具
体的に環境負荷の削減と繋げた研究が少ないという問題がある。また、本格的な社会実装の
システムとしては、地域通貨の原資問題に環境負荷削減の観点から言及する必要性がある。 
さらに、本研究で地域通貨の進化形と捉えた情報システムとして、通貨履歴を環境活動の
履歴とみるシステム提案をしており、この点にも研究意義があると考える。  
 
1.1.1 地域環境通貨の提案とこれを活用した地域環境通貨システムの構想 
a) 既存の地域通貨の取り組みの分析 
地域通貨とは、さまざまな定義が存在するが、本研究では円やドルなどの法定通貨に対を
なすものであり、基本的に一国の中の補完通貨として“特定の地域やコミュニティの中での
み流通する価値の媒体”と定義している。 
現在、地域通貨と総称されているさまざまな通貨体系があるが、一般的に地域や共同体の
中で自発的な商品・サービスを交換するための通貨であるということができる。その特徴と
して、法定通貨（国民通貨）と異なり、利子がつかなかったり、マイナスであったりと貯蔵
しても無意味となる点が挙げられる。すなわち地域通貨の目的は、その地域内の住民の互助
活動と促進することに存するからである。従って法定通貨が金銭取引として一次元量で一意
的に価格メカニズムが変化調整に作動する市場経済の仕組み根幹を成すのに対し、地域通貨
は価格も取引を行う当事者間で、時間経過や状況変化によって柔軟に変化させることができ
る互酬経済の基盤を成すといえよう。また、その原資、流通形態は様々であり、条件は違っ
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ても地域に限定された全く別の価値観を持った貨幣の位置づけを地域通貨と総称している。
しかしながら、それらには経済的に実効的な価値を有するものから、そうでないものまで様々
な類型がある。 
表 1－1 に、地域通貨に関する先行研究を示す。 
これらの研究によると、地域通貨は、元来は欧米では法定通貨の流通の停滞に伴う、地方
経済の冷え込みを補完する目的で、特定の地域だけの通貨を流通させることにはじまってい
る。 
 
表１－１ 歴史的、経済的分析 
年度 研究題名 研究者 概 要 
1994 
New Money for Healthy 
communitiies  
GRECO, 
Thomas H. 
（大沼安史訳）
欧米での地域通貨のさまざまな事例研究
および経済学的な分析を行う。自らもＬＥＴ
Ｓ式通貨を実践。準備金など原資の問題
についても言及した事例分析に飛んだ研
究。 
1999 The Ecology of Money  
Richard 
Douthwaite（馬
頭忠治、塚田
幸三訳） 
価値の裏打ちのないＬＥＴＳの問題点を指
摘し、独自のさまざまな価値を運用する通
貨を設定、国民通貨との連携の中で地域
通貨が運用できるという理論を展開する研
究。 
2000 
地域通貨の有用性について
の考察～新たな地域内資源
循環の可能性 
泉留維  
（専修大学）  
ロバートオーエン、ゲゼルなど地域通貨の
歴史から、国内における地域通貨への派
生を分析、地域通貨の補完通貨としての有
用性を分析した研究。 
 
現代的な地域通貨の取り組みの原点は、1832 年イギリスのロンドンでロバート・オーウェ
ンが失業者対策のために導入した「労働交換券」の事例とされている。これは労働に対する
賃金を地域通貨として発行し、その利用目的を“炊き出し”や“職業教育サービス”に限定し、
就業率を向上させようとしたもので、政策通貨としての機能を果たした事例といえる。 
以降、1929 年の大恐慌のあと、欧米では、通貨不足に陥った多くの地域が、地域経済を活
性化するために地域通貨を導入した事例がある。この地域通貨の理論的な裏付けは、事業家
でもあるシルビオ・ゲゼルの「スタンプ付き貨幣」が元となっている。「スタンプ付き貨幣」
とは、貨幣の裏に定期的に一定額を支払うことで、その価値が延長されるもので、日付付き
スタンプの期限が切れると価値を失うというもので、貨幣の価値を時間と共に減価するとい
うものである。前出のマイナスの利子がつく通貨のことで、通貨が死蔵されるのを防ぎ、貨
幣流通が促進されることを目的としている。 
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このように、欧米では地域経済活性が主目的で、地域通貨が導入される事例も多く、貨幣
論・貨幣システム論など経済学的な研究が中心となり、地域における通貨不足解消を意図し
て本格的代替通貨としての実践がなされている。こうした地域通貨は、経済の活性化に有効
であるとされた、しかし、一方で本来の法定通貨の発行権をもつ中央政府・中央銀行からそ
の存在を否定される事態を招いた。 
現状でも、こうした思想を持つ通貨として流通しているのは、スイスのチューリッヒの
WIR で、1934 年から中小事業者間で地域通貨として流通している。ただし、これらの通貨
は、法定通貨に裏打ちされ、ほぼ法定通貨と交換が保証されることから、本研究では地域通
貨と定義せず、代替通貨としている。 
表１－２に表１－１の内容を基に、地域通貨と総称される通貨の分類を示す。表１－２は
特にその原資のあり方、国民通貨との兌換性に着目してそれを分類したものである。 
 
表１－２ 既存の地域通貨の取り組み事例 
 
 国民  
通貨 
代替通貨 地域通貨Ａ 地域通貨Ｂ 
通貨  
の例 
US＄  
ユーロ  
円 
WIR  
ハーベイ・
バック 
トロント・ド
ル 
農場保護紙幣
デリ・ドル 
ギフト券 
地域振興券 
バウチャー 
各種有価証券
（国債、債券、
他国の通貨） 
労働証券  
コミュニティ・ウェ
イ 
エコ・バリュー 
渋谷マネー 
イサカ・アワー 
割引券 
公共サービス引
換券 
環境マイレージ  
アトム通貨  
LETS  
（クリン、おうみ等） 
WAT  
タイムドル 
イサカ・アワー 
   
主な  
価値の  
裏付け 
金本位 現金ベース 
・国民通貨の代替としての発行 
・現金の前払い、寄付、ｶﾝﾊﾟ 
資産ベース 
・通貨準備をベースに発行 
・商品在庫、資源、公共サービス、寄付予定額などの
約束手形、証書がベース 
信用ベース 
・交換による決済、あるいは合意を
ベースに発行 
・労働時間の対価としての価値を主
な裏付けにしている 
条件 
 償 還 手 数
料、償還期
間の設定 
償還対象の
限定 
取引対象の限
定 
償還手数料、償
還期間の設定
償還対象の限定 取引対象の限定 もの、サービスの交換に限定 
 
主な  
取引  
内容 
 地域内の商取引 事業者、個人間の手間の交換 
事業者の割引サービス（事業者非負担） 
個人間の手間の交換 
事業者の割引サービス  
（事業者負担） 
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一般にエコマネーとも呼ばれる多くは地域通貨Ｂに分類され、名称通り環境改善活動
等のボランティア労働を明在化させる効果はあるが、ファンドの裏打ちが弱く、実効性
がある事例は報告されていない。しかし、「LETS」の考案者 Michael Linton が提唱し推
進している「コミュニティ・ウェイ（Community Way）」の発想が活かされた地域通貨 A
に分類されるものには、環境改善活動の報奨金として地域通貨を発行した事例は報告さ
れている。しかし、現時点では実験の域を出ていない。 
 
表１－３ コミュニティづくりへの活用 
年度 研究題名 研究者 概 要 
1998 
Local Economic Trading 
Systems : Potentials for New 
Communities of Meaning 
INGLEBY, 
Julie  
現代地域通貨の源流とも言える Michael 
Linton が考案したＬＥＴＳの研究。特にＬＥ
ＴＳを活用した新しいコミュニティ形成を提
唱する研究。 
1998 
2000 
エコマネー   
エコマネーの世界が始まる 
加藤敏春  
（当時通商産
業省）  
欧米の地域通貨に対して、地域内もしくは
コミュニティ内の相互扶助を目的とした日
本独自の地域通貨の発展を加えて、エコ
マネーを提唱し、地域通貨のコミュニティ
づくりのツールとして活用を提案すると共
に、ICT 活用の方向性を提案。  
1999] 
地域通貨制度が拓く情報多
消費型取引の可能性 
豊田尚吾 
地域通貨が将来的に電子マネー決済にな
ることを想定して、その匿名性を活用した
取引のあり方や、排出量取引の可能性を
言及した論文。 
2001 
豊かなコミュニティづくりを目
指す地域通貨の可能性  
北海道自治政
策研修センタ
ー  
西部忠監修 
地域振興に地域通貨を活用すべくその機
能を検討した研究。市民活動と地域通貨
あり方や、企業活動や自治体関与の形態
について分析した研究。 
2002 
Building of a Recycling 
Society as the Essential 
Element of 
Neo-Socio-Economic 
Systems  
河合素直，寄
本勝美，縣公
一郎ほか 
官民パートナーシップのツールとして、地
域通貨を循環型社会の物質循環に適応し
て、不法投棄などの防止やリサイクル促
進、効率循環に役立てようという地域環境
通貨の基礎理念を提案。 
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b) 従来の地域通貨に関する研究動向の整理 
国内でも類似のものとして、市街地の商店街の活性化など、特定目的に絞ったもので、
商店街利用券、地域振興券などとして従来から多くの地域で試みられている。これらも
一種の金券であり、代替通貨として分類している。 
しかし、国外の先行事例と異なり、近年、国内での地域通貨はコミュニティ活動やボ
ランティア活動を媒介するものとして、コミュニティ形成などを目的として導入される
場合が多く、“法定通貨では表現することが難しい価値を表現する通貨”という地域通
貨の新しい可能性を示そうとしているといえる。これらは「地域通貨」と称する場合と
「エコマネー」などと称する場合がある。日本では非市場的で多角的価値 “ものやサ
ービス”を対象として発展し、その目的も福祉・介護・育児 に始まり、救助・街づく
り、そして環境・教育などに展開している。ただし、前述の通り、多くの地域通貨はフ
ァンドの裏打ちが弱く、経済的に実効性がある事例は報告されていない。 
また、地域通貨の経済実効性を問われる中で、研究の方も経済性を評価する研究より
は、地域取り組み・活性事例報告やアンケートによる行動変容分析の研究が中心である。 
表１－４に、その先行研究事例を示す。 
 
表１－４ 通貨運営方法に関する研究 
年度 研究題名 研究者 概 要 
200１ なるほど地域通貨ナビ 
丸山真人  
森野栄一  
（ゲゼル研究
会） 
国内外の地域通貨の事例を収集し、地域
通貨の効果を検証し、抱える課題を分析し
た。 
200１ 地域通貨と地域活性化 
本田豊  
（立命館大学）
地域通貨の運用上の課題を整理し、地域
の主体のあり方、システムの導入の負担者
のあり方などを、総論的な分析した研究。 
2001 
エコバリューケースモデル 豊
田市の買物袋持参運動を中
心に 
山田芳幸  
（㈱エックス都
市研究所） 
豊田市で行われた買物袋持参運動の事
例を元に、レジ袋削減に対するインセンテ
ィブモデルを構築した研究。 
2006 「レジ袋」の環境経済政策 舟木賢徳 
国内外のレジ袋をはじめとした容器包装リ
サイクルの取り組みを紹介し，経済的イン
センティブモデルや有料化モデルなどの
検証を行う研究。 
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さらに、地域通貨の多くは、導入されて次第に自然消滅してしまうものが多い、その
原因として、一つは通貨の原資の持続が困難な点である。一方で通貨原資を必要としな
い地域通貨（相対取引のみで、人々の善意を喚起するもの）についても、一定の流通の
結果、地域通貨の所有が特定の個人に偏在してしまうという問題が生じている。 
もう一つの原因が、地域通貨の運営自体にコストが掛かることである。これは初期導
入コストであったり、導入したシステムのランニングコストであったり、システムを入
れない場合は、紙幣等の印刷コストがかさむ点である。 
地域通貨自体に意義があり継続に意義があるとすれば、通貨の持続的な運営が課題で
ある。 
 
c) これまでの地域通貨と地域環境通貨の差異 
そこで、2002 年の河合、寄本らの研究に関しては、地域通貨の手法を活用して、新
しい環境政策ツールとしての地域環境通貨（Local Ecological Monetary System）の導
入を提案した。筆者もその研究に寄与している。（河合ほか、2002；吉田ほか、2004） 
この研究では、「環境問題」に対して、個々の側面から阻害要因を解決しようとする
だけでは限界があり、経済、制度、社会等の全ての面に横断的に作用するような制度や
仕組みが求められるとし、地域全体の立場から、アクターの活動が地域全体のメリット
となると共に、それを個々のアクターにも反映させるような仕組みが求められるとして
いる。 
本研究において我々が地域環境通貨を提案する上で、これまでの地域通貨との違いや
先進性を示す。もちろん地域環境通貨は、地域通貨にそのベースを置いているので、そ
の良さは継承する。 
まず、地域環境通貨は、地域通貨のもつ“特定の地域やコミュニティの中でのみ流通
する価値の媒体”という位置づけが、特定の経済圏を形成する機能に着目し、環境活動
に限定した通貨取引を設定する。 
また、地域環境通貨では、その価値の裏打ちに環境負荷削減効果を設定する。環境活
動の通貨取引で通貨としての価値（経済的インセンティブ）を付与するのに加えて、同
時に環境活動による環境負荷削減への貢献の価値を付随させる。 
このことにより、地域で取り組まれるさまざまな環境活動にインセンティブの流れを
形成し、地域の小さな枠組みで流通する環境配慮のサービスやモノの市場活性を実現す
る。 地域通貨の“法定通貨では表現することが難しい価値を表現する通貨”を取引す
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る機能を活用して、環境の価値を形成し、最終的には二酸化炭素の排出権などの新たな
る経済価値を媒介する取引が行えることを提案する。 
 
表１－５ 環境負荷の費用負担に関する研究 
年度 研究題名 研究者 概 要 
2005 
ごみ処理のお金は誰が払う
のか―納税者負担から生産
者・消費者負担への転換 
服部美佐子  
杉本裕明 
容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、
建設リサイクル法の施行後の状況に焦点
を当て、拡大生産者責任に関する国際的
な動向を紹介しながら、処理費用の負担
の考え方を検討した研究。 
2008 
飛躍するドイツの再生可能エ
ネルギー 
和田武 
（立命館大学）
ドイツの再生可能エネルギーの導入実績
とその普及に際しての買取制度などを紹
介、特に再生可能エネルギーを活用した
地域の健全な発展に関して検討された研
究。 
2009 世界の地球温暖化対策 
浅岡美恵ほか
（日本環境法
律家連盟） 
再生可能エネルギーと排出権取引に関す
る欧米の取り組みを紹介し、日本の国内ク
レジットに関する検討を行った研究。 
2010 道路は、だれのものか 
森川高行 
（名古屋大学）
交通エコポイントによる見える化の取り組
みや、ロードプライシングなどによるその原
資の調達方法を検討した研究。 
2010 
東京都キャップ＆トレード制
度 
月刊環境ビジ
ネス編 
東京都の排出権取引の制度設計を紹介。
グリーン電力証書などの再生可能エネル
ギーのクレジット化などの手法の紹介。  
 
なお、地域通貨の原資に繋がる考え方として、排出権取引や課徴金制度を調査し（表
１－５）、本システムの参考とした。  
地域通貨の原資に環境負荷の削減を設定する考え方は、先行研究においても新規性の
ある点で有り、既存の枠組みをどう活用するかという点において、容器包装法における
処理費用負担の事例が拡大生産者責任における事業者の負担という考え方において、コ
ミュニティ・ウェイの可能性を示唆するものであり、東京都の排出権取引などは、都市
と地域を結ぶ原資循環の検討を行う上で大変参考となる研究である。 
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現行の地域通貨の位置づけにおいて、それぞれの地域通貨の個性を規定する要素とし
ては、①原資の種類、②原資の規模、③通常通貨との兌換性、④取引内容、⑤取引媒体
が挙げられるが、地域環境通貨においては、①、②の原資を環境配慮のための負荷削減
分に見出す。具体的には「行政の廃棄物処理予算」「デポジット制度」を一種の預託金
として運用することを考える。あるいは、環境の生み出す新たな市場価値を元に「企業
等からの広告宣伝費」「CSR 推進費」などを想定する。また、③の兌換性を環境に配慮
したルール設計とする。④の取引内容は、善意の交換に止まらず、実際の商取引を視野
に入れた展開を行う。主な循環型社会の担い手である市民（個人）間のコミュニケーシ
ョンツールとして、もしくは市民と事業者（行政）の関係の中で、事業者（行政）も一
市民として参加しながら環境改善に努めていくためのパートナーシップツールとして
の取引内容を提案し、側面から経済的インセンティブが機能するものとする。 
 
表１－６ 環境情報配信に関する研究 
年度 研究題名 研究者 概 要 
2003 
エコデザイン革命  
環境とビジネスの両立 
エコデザイン
推進機構 
(一部に）ＲＦＩＤを用いた環境ポイントの運
用での指標化やライフスタイル改善事業に
関する検討や、トレーサビリティの連携によ
る不法投棄防止などの可能性を検討した
研究。 
2004 環境情報の公開と評価 
勝田悟  
（産能大学） 
環境コミュニケーションやＣＳＲの観点か
ら、市民への環境情報の公開がどうあるべ
きかを検討した研究。化学物質への対応
やグリーン調達などの情報配信が中心。 
2004 Our Ecological Footprint 
Mathis 
Wackerngel  
William E. 
Rees  
（和田喜彦訳）
市民の判りやすい環境情報としての指標
であるエコロジカルフットプリントに関する
考え方と算出方法の紹介。 
 
 
そこで持続可能な循環型社会を形成するための施策展開の方向としては、こうした地
域の視点を重視した制度設計のもとに、アクターを目的にそって結び付けるネットワー
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クを支えるインフラとしての仕組みを整備すること、「経済的インセンティブ」を働か
せるために、アクターの環境活動に対して経済価値を付与すると同時に「情報戦略」に
着目することが重要である。 
経済的インセンティブについては前述の通りであるが、情報戦略についての先行研究は、環
境情報の指標化や配信手法に関しての先行研究、および環境負荷の費用負担に関する研究を
調査した。  
環境ポイントなどを活用した指標化については、RFID の技術活用の可能性として示
した 2003 年のエコデザイン推進機構の研究が、本研究としては参考とした研究である
が、この研究においてもコンセプトを述べるのみで、具体的な実証等は行われなかった。
また、「情報戦略」についても具体的な方策は明示されていない（「情報戦略」について
は次節で述べる）。 
 
d) 地域環境通貨システムに関する定義 
本研究では、前述の「情報戦略」をより明確なコンセプトとして定義する。なお、こ
うした情報戦略のシステムが伴うとき、地域環境通貨は、地域環境通貨システムと区別
して呼称する。 
積極活用を推進する研究として、本研究においても参考とした研究を表１－７にまと
める。  
ただし、いずれの先行研究も、地域通貨の取引に ICT を活用する手法に関する研究で
あり、地域通貨の情報的な価値を積極的に活用した研究は、本研究に独創性がある。 
本研究で定義する「情報戦略」は、大別して 2 つの意義およびシステムからなる。一
つは地域環境通貨の取引システムである。これまでの地域通貨の多くは、明確な価値を
媒介してこなかったこともあり、ともすると通貨の流通量が管理されていなければ、原
資の管理も信用に足る裏打ちがなされているか不明瞭なものが多かった。 
そこで、地域環境通貨システムでは、一般的な地域通貨は紙媒体や、ポイントカード
等で価値を取引するのに対して、IC カードなどの ICT 技術を活用して、取引が行われ
る「取引システム」を有することとする。 
通貨の流通管理・原資管理を確実に行うことが、以降に述べる２つめの意義を実現す
るシステムの保証となる。 
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表１－７ ICT の 活用事例 
年度 研究題名 研究者 概 要 
2001 
ＩＣカード情報流通プラットフ
ォーム 
伊土誠一監修
（電気通信協
会）  
ＩＣカードの世界基準の構築と、これを活
用した社会のあり方、活用モデルを包括
的に整理した報告。 
2004 ＩＣタグビジネスのすべて 
乗越晃 
（中電技術コン
サルタント㈱）
ＩＣタグの利活用について、技術の可能性
やビジネスモデルについて整理した報
告。セキュリティの課題やＧＰＳとの連動な
ど将来的な課題の整理がなされている。 
2005 
地域通貨モデルシステム導
入検討の手引き  
地域自治情報
センター 
国内初のＩＣＴを活用した本格的地域通貨
取引システムの取り組みをまとめた報告。
住民基本台帳システムを活用したシステム
構築の手引き書の形態をとり、普及に取り
組む。 
2007 
新しいお金 電子マネー・ポイ
ント・仮想通貨の大混戦が始
まる 
高野雅晴  
（㈱ビットメディ
ア）  
さまざまな電子マネー、地域通貨、RMT 
(Real Money Trade) など、ICT を活用した
通貨決済のさまざまな展開を研究。 
 
 
地域環境通貨システムに関する定義
通貨価値の蓄積
環境活動履歴の蓄積
環境負荷の削減実績
の集約
環境活動情報の
フィードバック
経済的インセンティブ
環境活動の情報
環境負荷の削減量
通貨の利用
地域環境通貨
地域環境通貨の流通管理・原資管理
取引シス テム
評価シス テム
 
図１－２ 地域環境通貨システムの構成 
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その 2 つ目の意義が、通貨の取引履歴を完全に把握することである。地域環境通貨で
は、通貨の取引が、環境活動の実績の証となる。つまり取引履歴は、環境活動に伴う環
境負荷削減の実績となる。 
本研究では、この履歴に着目し、これを環境活動情報として活動をした本人にフィー
ドバックする（「評価システム」）と共に、その教育効果を検証する。 
さらに、市民総体で取り組んだ環境負荷削減の努力が新たな価値を生む可能性を検討
する。 
 
1.1.2 地域環境通貨の永続的な運営のために具備すべき機能の整理と検討 
地域通貨の多くが、導入されてまもなく自然消滅してしまう背景には、その原因とし
て、一つは通貨の原資の持続が困難な点、もう一つに通貨原資を必要としない地域通貨
（相対取引のみで、人々の善意を喚起するもの）についても、一定の流通の結果、地域
通貨が特定の個人に偏在してしまうという問題が生じている点などを指摘したが、地域
環境通貨はこの点を、以下のような機能を有することで永続的なものにしていくことと
している。 
 
a) 環境活動の指標化と可視化 
地域環境通貨が環境活動の価値を媒介するものと定義することで、通貨取引の伴う取
り組みが環境活動であると可視化される。また、通貨価値自体が一つの環境活動の指標
となる。 
 
b) 環境活動への経済的インセンティブの付与 
環境活動は、地道な活動が多く継続的に活動を続けることが困難である。善意の交換
という従来の地域通貨の方針と一線を画し、蓄積した地域環境通貨に対して具体的な経
済的インセンティブを付与する。 
 
c) 地域における環境価値による市場の形成 
取引を環境配慮のサービスやモノに限定することで、地域に一定程度の環境配慮の市
場を形成する。こうした好循環を生むことで、地域における原資創出の意義が生まれる。 
 
1.1.3 地域環境通貨システムの具備すべき機能の整理と検討 
もう一つの原因が、地域通貨の運営自体にコストが掛かることである。これは初期導
入コストであったり、導入したシステムのランニングコストであったり、システムを入
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れない場合は、紙幣等の印刷コストがかさむ点を挙げた。地域環境通貨システムではこ
れらを解決する機能を盛り込むと共に、情報戦略の機能を具備することとする。 
 
a) 環境活動の情報集約とデータベース化 
通貨の取引すなわち環境活動の情報集約を簡易に行い（取引システム）、データベー
ス化することで通貨取引履歴を有効活用する手段を持つこと。 
 
b) 市民に判りやすい環境活動評価情報のフィードバック 
通貨の取引履歴を、市民の環境活動の実績として評価し（評価システム）、これを市
民に判りやすくフィードバックする手段を持つこと。 
 
1.1.4 地域環境通貨システムが共創的な環境配慮型社会づくりに資する効果の検討 
 共創的な環境配慮型社会づくりにおいて、必要となる情報システムの要件は、身近な
地域での取組みを的確に捉えることができること、および長期的な視点で個々の行動が
俯瞰できることがあげられる。 
 このことから従来の情報システムと比較し、地域環境通貨システムの持つ効果を検討
し、どのように共創的な環境配慮型社会づくりに活かされるのかを記述する。 
 
a) 従来の環境情報の可視化手法、環境指標との相違点 
従来の環境問題に情報技術を活用し環境に関する情報を集約する可視化の技術とし
ては、通常、リモートセンシング技術、センサー技術、ネットワーク技術を生かした情
報収集などの技術が研究されており、多くの場合そうした情報は、衛星を用いたリモー
トセンシングとセンサーを用いた直接センシングで得られた情報のことをさす。 
他方、そうした直接的環境情報のほかに、交通量調査、エネルギー使用量のような環
境に負荷を与える遠因（あるいは行動）を把握し、環境への影響を想定する手法もある。 
地域環境通貨システムでは、市民の環境活動の情報を地域環境通貨と結びつけて取得
する手法を検討していく。従来の環境情報の集約手法とは集約する情報が、市民の環境
活動に密着した情報である点で一線を画している。 
また、これらの環境活動の環境負荷削減の実績を市民の環境行動の指標としていく取
り組みは、環境活動の積み重ねによる身近な効果が可視化される。これは従来の環境活
動の環境負荷削減効果を把握する統計的な数値データである、リサイクル率、レジ袋断
り率、自動車の CO2 排出量などの指標が、マクロなデータのため身近な事象として直接
の環境活動と繋げて認識が困難なのに対して、有効な指標となり得ると考える。 
身近な地域での取組みを的確に捉えることができるという意義においては、本システ
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ムは有効であるといえる。身近な環境活動を指標化することで，地域で目標を共有し、
課題を設定することが可能となる。 
 
b) 環境活動の総合的な評価機能と市民活動の促進への寄与 
地域環境通貨システムは、これまでにない、ダイレクトな数値データとして、個人の
環境活動の実績が第三者により認定されることとなる。 
さらに、インセンティブが機能し、これまで環境活動に熱心でなかった市民に環境活
動のきっかけを作るという意味では、環境活動人口を増強する効果が期待できる。 
また、環境活動は個人的な行動で地道なものが多く、継続的な取り組みへのモチベー
ション維持が困難であったが、こうしたモチベーションを維持するべく長期的な視点で
個々の行動が俯瞰できる情報システムの開発が期待されている。こうしたシステムは市
民のライフスタイルを変えていくきっかけとして有効であると考える。 
具体的には、モチベーションの維持には、自らの貢献が可視化され社会への参加意識
を持てること、あるいは地域や社会が個人の努力で成り立っていることを実感できるこ
とが肝要であり、言い換えれば、地域における環境保全を、地域のアクターが共感する
ことが必要である。 
 
1.1.5 共創的な環境配慮型社会づくりにおけるアクターの関係の整理 
前節の記述を、共創的な環境配慮型社会づくりという観点から整理を行う（図１－３）。 
地域環境通貨システムを通じて、地域を構成し、これまでステークフォルダと呼ばれ
て利害が対立しているとされた市民・事業者・自治体のそれぞれが、地域での目標・課
題の共有することになる。これは、地域環境通貨により環境活動による社会貢献が数値
化され、地域環境通貨のメニューによって課題が明確になることがあげられる。 
また、地域環境通貨システムの情報機能によって、自らの貢献が可視化され、地域に
おける環境保全に対する共感が実現することを可能になると仮定する。 
また、同時に地域環境通貨の経済的なインセンティブで生じることで、地域において
環境の価値が明在化し、市場的に決して大きな価値ではないが、環境配慮のモノやサー
ビスに好循環を生む呼び水となる可能性がある。 
地域環境通貨システムにおける役割分担としては、自治体がこうした地域環境通貨を
支えるシステムを維持し、地域の目標や課題を設定する。すると地域独自の尺度による
個人や団体活動、企業等が地域環境通貨システムによって評価されることになる。 
このことにより、地域に密接に関わる企業や団体が、本システムへ積極的に参加した
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り、原資を提供する関係が生まれたりすれば、企業等が原資を提供し、市民が環境活動
を実践することで労力を提供する役割分担が生まれる。 
 
長期的な視点で
個々の行動が俯瞰できる
情報システム
身近な地域での取組みを
的確に捉えることができる
システム
共創的な環境配慮型社会
地域
市民
自治体
NPO
事業者 地域における環境保全の共感
地域での目標・課題の共有
地域における環境価値の好循環
地域アクターの役割相乗の実現
地域環境通貨システム
 
図１－３ 新しい社会共創システムの考え方 
 
あるいは、資金提供が難しい企業は地域の一市民として、行動で貢献することも可能
である。そうして、市民もこうした企業や自治体を評価する役割をになうことになる。
まさに 3 つの市民に役割を分担し、そのことが相乗の効果が生むことになる（図１－４）。 
こうした、共創的な役割相乗の関係が、本来利害関係者と訳されるステークフォルダ
の本当の意味であり、目標を同じくするのだけれど、役割が異なる関係者と解釈するこ
とが正しいと考える。 
こうした共創的な役割相乗により、地域の内発的発展を促す仕組みが構築され、共創
的な環境配慮型社会づくりが可能となり、社会が地域の共創により成熟していくことが
できると考える。 
本研究では、こうした位置づけとなる可能性がある地域環境通貨システムが、関連の
アクターが協働共創する関係を媒介する手段として活用されることをめざし、システム
の導入により、さまざまな共創の関係を構築していくことを検証していく。 
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環境活動の実践 市民活動の支援
市民としての行動
目標・課題の設定
活動の評価
団体・自治体の評価
共創的な環境配慮型社会
自治体
 
図１－４ アクターの連携関係 
 
また、こうした地域環境通貨システムの手法は、環境配慮型社会の構築だけでなく、
地域をベースに考える他の課題にも対応することが可能と考える。例えば少子高齢化問
題における福祉への対応、あるいは核家族化などに伴うコミュニティの崩壊に対する再
生への対応などにも活用可能であると考える。このことは第７章で詳しく触れることと
する。 
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1.2 本研究の目的と概要 
1.2.1 地域環境通貨の永続的な運営のための課題の整理 
a) 地域環境通貨の価値と環境負荷削減の相関関係 
複数の取引メニューを組み合わせる場合に、通貨の価値と環境負荷削減量の関係に整
合性が求められる。また、原資捻出の理論的な裏付けとして相関関係を明らかにする必
要がある。 
 
b) コミュニティ特性に合わせた地域環境通貨の取引メニューの選定 
地域環境通貨の導入に際しては、コミュニティごとの課題に併せた取引メニューの設
定が効果的である。取引メニューの開発と特性に合わせた選定方法の開発が必要である。 
 
c) 地域環境通貨の原資確保 
地域環境通貨の永続的な運営に際しては、通貨の原資の永続性が不可欠である。一部
市場と繋がることによる原資調達や、行政の拠出による原資調達の方法の確立が求めら
れる。 
 
1.2.2 地域環境通貨システムの情報取得･配信技術における課題の整理 
a) 地域環境通貨の取引システムの開発 
地域通貨システムの初期導入費用が高く、簡易な取引システムの構築の社会的ニーズ
がある。また、通貨媒体についても発行コストや個人情報管理に課題がある。 
 
b) 情報集約とデータベース化の手法の開発 
地域環境通貨システムでは通貨取引に伴い、環境活動情報が取得される必要がある。
従来型の煩雑な取引システムではなく、簡易な取引操作で情報取得・集約をする手法の
開発が課題である。 
 
c) 環境活動の評価手法と評価情報のフィードバック手法の開発 
個人の環境活動の情報を市民に判りやすく評価してフィードバックする手法の開発
が求められる。併せて、こうした個人の活動情報は個人情報に準じた管理が課題となる。 
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1.2.3 本研究の全体構成 
本研究の全体の構成は、全体を７章として取りまとめる。 
第１章においては、これまで記述した通り、地域環境通貨システムの背景とその提案
を行うと共に、その機能について検討を行った。ここでの要点として、地域環境通貨シ
ステムは、経済的インセンティブと環境活動の情報の統合されたシステムであること。
そのために必要な機能や課題を整理した。 
第２章では、地域環境通貨の取引メニューを開発すべく、その適応を行うコミュニテ
ィの特性を分析する。第３章では、地域環境通貨の取引システムおよびその履歴を活用
した評価システムの開発について記述する。 
さらに、第４章では具体的に北九州市で行った実証実験とその結果の分析を行い、第
５章ではこれを他都市に展開する。他都市に展開する中で、複数事例を比較し、第１章
で提唱した地域環境通貨の機能や効果、あるべき姿を検証する。第６章では、これらの
知見から得られる地域環境通貨システムの導入と定着に関する政策提言に繋げる。  
第７章においては、こうした地域環境通貨システムを活用しての共創的な環境配慮型
社会づくりついて、新しい技術動向や社会実証の取り組みを交えて検証していく。 
経済的インセンティブの付与
環境活動の情報の集約
共創的な
環境配慮型社会づくり
地域環境通貨システムの発展
目的達成の検証・活用
地域環境通貨システムの提案
コミュニティの
特性の分析
取引メニューの
設計方法
簡易通貨
取引システム
環境活動の
評価システムの開発
環境パスポートの実践・評価
北九州での社会実験
統合した
システム
政策提案 データ活用
実証実験
他都市での展開と複数事例の比較
新宿・高知・豊島などでの特徴的展開
インセンティブとその他の効果の検証
応用展開
取引ﾒﾆｭｰの開発 システムの開発
１
４
５
永続的な運営の
ための課題
情報取得･配信技術
における課題
２ ３
地域環境通貨システムの
導入と定着に関する政策設計
地域環境通貨システムの活用提案
市民活動促進への寄与を論証
まとめ
７
６
 
図１－５ 本研究の構成 
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第２章 
 
 
 
地域環境通貨システムの適応が有効な 
コミュニティ特性の検討 
～北九州市をモデルとした検討～ 
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第 2 章 地域環境通貨システムの適応が有効なコミュニティ特性の検討 
～北九州市をモデルとした検討～ 
2.1 北九州市のコミュニティ特性の整理と検討 
地球規模で環境問題が深刻化しつつあるなか、わが国の状況は同時に少子高
齢化という問題をかかえ、これまでの膨張した都市構造を維持できなくなる可
能性がある。こうした背景において、都市政策では環境負荷の低減と高齢化社
会に対応した持続可能な社会構造の構築が急がれている。 
また、都市が存続するための持続可能性という観点では、環境分野のみなら
ず、社会・経済の発展という側面からのアプローチが求められ、市民が主体的
に行動するための行政の働きかけが必要となってきたと言える。 
本研究で取り組む地域環境通貨はこうした地域が抱える問題を解決に導くツ
ールであることがもとめられる。そこで本章では、地域環境通貨を適応する北
九州市を事例にコミュニティの特性を検討し、それぞれコミュニティの特性に
対応した地域環境通貨のメニューを検討していく。 
その背景として、それぞれのコミュニティの意思決定に信頼できる根拠を提
供するために都市コミュニティのコンパクト性を示す指標の提案とその事例研
究を行う。  
 
2.1.1 地形的な背景 
a) 海岸沿いの急斜面地における課題の整理と検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－１ 北九州市の地形特性 
 
 
- 23 -
北九州市の地形的概観は、玄界灘に面した北側の人口が集中する都市部は、湾状
に入り組んだ地形と背後にある山地との高低差の激しい地形に特徴がある。また、
市域の南側には山地が多く、これが都市構造を拡散する要因となっており、自動車
に依存せざるを得ない構造がある。 
さらに、高低差の激しい住宅地や山地における高齢化率が高いなどの傾向がある
とされており、マイカー依存の現状は、高齢化社会に対応したまちづくりの観点か
らも対策が必要である。 
特に本研究フィールドの中心的なエリアとなる八幡東区東田は、狭い平坦な臨海
部分から、徐々にその周辺地域に行くほど、さらに高低差の激しいエリアがある。
北九州においてこうしたエリアは一般的に高齢者率が高く、斜面地に多くの住宅が
集中する景観は、北九州市の典型的なエリアといえる。 
 
b) 少子高齢化にともなう地域の課題の整理と検討 
八幡東区全体を見た場合、人口は年々減少傾向にある。また、その中で注目すべ
きは高齢化の問題の進行である。現在、日本全体で急速に高齢化が進んでおり、当
然北九州市も例外ではない。総務省の統計による政令指定都市の比較によれば、北
九州市は政令指定都市の中で最も高齢化が進んでいる都市である。さらに、北九州
市の中で、新しい商業地を抱える小倉地区とは異なり、旧来の新日本製鉄の製鉄所
を中心として発展した八幡東区でのその傾向は顕著であるといる。 
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図２－２ 北九州市と八幡東区の高齢化率の比較 
 
一般的な人口 5 区分においては 65－74 歳を前期高齢者とよび 75 歳以上を後期高
齢者という。さらにこれらの 65 歳以上の人口が全体に占める割合において 14－
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21％を高齢化社会、21－28％を超高齢化社会（前期）、28%－40%を超高齢化社会
（後期）、40%－50%を長寿社会、50%以上を超長寿社会と呼ばれている。八幡東区
の高齢化の傾向は極めて顕著であり、2005 年には超高齢化社会（後期）と言われ
る状態に突入し、2035 年には長寿社会と言われる 40％の迫る勢いで高齢化が進む。
これは指令指定都市の中で最も高齢化が進んでいる北九州市の高齢化の進行に対
して 15 年から 20 年ほど先んじて超高齢化が進んでいることなる。 
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図２－３ 北九州市八幡東区の人口動態・世帯数動態 
  
さらに、八幡東区の世帯数の動向と比較をすると世帯数は長らく横ばいであり近
年において逆に増加に転じている。これはすなわち、世帯あたりの人口の減少を示
しており、前述の高齢化と合わせて高齢者の１人住まい、所謂「独居老人」の増加
を示しているものである。また、複数居住者が居る場合においても、前期高齢者と
後期高齢者の組合せといった高齢者が高齢者を介護する「老々介護」と言われる状
態になっている世帯も多く見受けられるという現状であり、高齢化対応のまちづく
りは環境問題への対応と共に重要な課題である。 
 
2.1.2 歴史的な背景 
a) 合併を重ねた都市の形成による課題の整理と検討 
北九州市は政令指定都市となるときの合併、および、その後の人口減少による都
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市の合併の合併を繰り返した歴史があり、中小規模の都市が分散して点在している。 
このため特色として、北九州市の都市構成は大都市（小倉～戸畑～八幡～黒崎）
の連続的、直線的に結束した構造だと言える。 
大都市をリニアに結束する鉄道駅を中心とする都市形態であり、鉄道で結束され
た横方向へは利便性があるものの、縦方向には移動が難しいという特性がある。こ
のため、移動の手段は自家用車に依存するところが大きい。 
小倉
戸畑
黒崎
八幡
東田
・クラスター型コンパクトシティのリニアな結束を評価する。
・中心都市、機能、交通網整備中心の都市計画を、個々のコミュニティーの最
適化を目指す都市計画の視点から分析し、評価する。
例；あるバス路線を新設することで、いくつのコミュニティのどのくらいの人々の車の
利用を減少させられるか。効用の増大をコミュニティベースで分析する
 
図２－４ コミュニティのリニアな連結 
 
1  札幌市 2  仙台市 3  千葉市 4 さいたま市 5 川崎市 6 横浜市 7  名古屋市 
8  京都市 9  大阪市 10 神戸市 11 広島市 12 北九州市 13 福岡市 
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図２－６ 都市のガソリン購入量／世帯
図２－５ 都市のガソリン購入量
図２－７ 都市のガソリン購入量／人口
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平成 15 年の国土交通省 都市・地域整備局 大都市圏整備課の調査報告「大都市
圏におけるコンパクトな都市構造に関する調査」によると、人口規模別に DID 人
口密度の基準値を設定した場合の都市圏毎のコンパクト性のランキングによると、
北九州市は、かなり拡散した都市構造であるとされている。 
実際、人口の集中した大都市でありながら、他の政令指定都市に比較して自動車
の所有率が高く、自動車に依存した社会である（永田ほか、2004 ）。 
図２－５に都市のガソリン購入量を、図２－６に都市のガソリン購入量/世帯、
図２－７に都市のガソリン購入量/人口を示す。 
都市のガソリン購入量は札幌市と横浜市、名古屋市が多い。１人あたりのガソリ
ン購入量は仙台市、北九州市、札幌市、福岡市が多い。 
ここで、ガソリン購入量に影響するものとして各都市の自動車台数を図２－８に、
都市の自動車台数/人口を図２－９に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都市の自動車台数は大阪市と名古屋市が多い。1 人あたりの自動車台数は仙台市、
名古屋市、北九州市などが多く、ガソリン購入量と関係していると言える。よって、
北九州市は、ガソリン購入量を減らし、ガソリンによる環境負荷を削減するため施
策の展開が必要とされる。 
 
b) 地場産業の空洞化にともなう課題の整理と検討 
八幡東区では中心産業である鉄鋼業の発展と共に人口集中が起こり、前述の狭い
平坦地に収容しきれない人口が、背景の傾斜地まで膨れあがって住宅地が拡大した。 
しかし、鉄工所の移転に伴い、傾斜地の過疎化が始まり、かつて働き盛りであっ
た労働人口は高齢化した。高齢化に伴い自家用車での移動が困難になった住民は交
通弱者となったが、人口が減少して歯抜け状態となった住宅地に公共交通機関を再
整備することは大変困難な状況である。 
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現在、平坦部の鉄工所跡地については再開発が予定され、後述の次世代型のまち
づくりが行われる。これと共に周辺地域のコミュニティの再構築が課題となってい
る。 
中心産業 まちなか再開発平坦地
傾斜地
傾斜地までに
拡大した住宅地
少子高齢化で
過疎化した住宅地
 
図２－１０ コミュニティの空洞化 
 
c) 環境モデル都市としての課題の整理と検討 
北九州市は、環境首都を標榜し、特定非営利活動法人 環境市民などの主催する
「日本の環境首都コンテスト」においても平成 18 年（2006 年）より 2 年連続総
合第 1 位の認定をうけ、平成 20 年（2008 年）には国の環境モデル都市に選定さ
れるなど、環境都市としての認知をされるに至っている。 
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8  京都市 9  大阪市 10 神戸市 11 広島市 12 北九州市 13 福岡市 
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しかし実際には、北九州市は 2006 年 7 月まで資源ゴミの分別回収がされておら
ず、市民の環境への意識が高いとは言いがたい状況であった。 
2004 年度の一般廃棄物の量を都市間で比較する、図２－１１に都市の一般廃棄
物量を、図２－１２に都市の一般廃棄物量/人口を示す。 
都市の一般廃棄物量は横浜市と大阪市が多い。一人当たりの一般廃棄物量は大阪
市と北九州市が多い。ただし、北九州市は 2006 年 7 月より資源ゴミの分別回収を
開始しており、廃棄物による環境負荷は大幅に削減されている。具体的に分別回収
開始１年で 2004 年比 20％程度の削減がなされており、その後も年々減少傾向にあ
る。 
 そうした背景において、北九州市は 2008 年に内閣府の環境モデル都市に選定さ
れ、現在、経産省の支援によるスマートコミュニティ創造事業が行われている。 
本研究の対象地となる八幡東田エリアの概観を以下に示す（以下、東田土地区画
整備事業区域の説明は「環境省のサスティナビリティ創造事業報告書から抜粋」）。 
東田土地区画整理事業区域は108haに臨海開発区域を加えた約120haの広さにお
よぶ。この区域に、パークコンプレックスシティ構想に基づき、産業、業務、文化、
住居が適切な規模で混在し、土地利用と機能が融合したコンパクトなコンプレック
スを目指している。それぞれの特徴をパークと称し、その構成はおおよそ表２－１
のとなっている。 
表２－１ 八幡東田地区の地区分類 
メディアパーク 17ha ミューズパーク 7ha 
タウンセンター 12ha スペースワールド 25ha 
アーバンレジデンス 5ha ベイフロントパーク 11ha 
ファクトリーパーク 35ha  
 
メディアパークは「しごと」を中心として暮らしとの情報化拠点としての機能を
目指す。主に産業／業務施設、商業、アミューズメント施設などの複合集積を目指
している。北九州市の情報化推進の中核を担う「九州ヒューマンメディア創造セン
ター」が設置されており、情報通信のインフラ整備として立地している。その他情
報 IT 関連企業等がすでに立地されている。 
ミューズパークには、製鐵所操業の地としてのシンボルである、「東田第一高炉」
が象徴的な施設として保存されている。その他、ジャパンエキスポ開催時に建設さ
れたパビリオンを有効活用した「いのちのたび博物館」や「環境ミュージアム」が
あり、環境と学習が一体となって体験できる地域となっている。 
アーバンレジデンスにおいては、現在環境に配慮した集合住宅が建設され、全
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218 戸の構成となっている。屋上には 170kW の太陽電池を設置するなど、省エネ評
価においても高い数値を達成している。 
 
図２－１３ 東田地区航空写真（点線部対象エリア） 
 
図２－１４ 東田地区の土地利用イメージ 
 
ベイフロントパークには親水公園が整備され、そこに面して大規模な屋根付き広
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場を備えた場外馬券場や銭湯施設、結婚式場などのレジャー施設が立地している。 
ファクトリーパークはいわゆる、工場地帯であり、新日本製鐵（株）八幡製鐵所
が立地している。その他、タウンセンターからのびるシンボル道路である東田大通
り付近にはいまだ建物の立地はないが、直近には大規模な商業施設があり、駐車場
を含めて広い範囲を専有している。 
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2.2 北九州市をモデルとしたコミュニティ特性の評価手法の検討 
北九州市は、世界の環境首都をめざすべくさまざまな取り組みを行ってきた。本
研究において地域環境通貨の取引メニューを構築するにあたり、対応するコミュニ
ティの特性を評価し、さまざまな既存の取り組みから最適な取引メニューを提案し
ていくことが求められる。 
そこで、本研究においては、都市の適正な発展をその都市構造に求め、都市の環
境負荷を低減させる方向性を示す指標を作り出す。 
こうした指標づくりの先行事例としては、コンパクトシティとして建築分野の研究が多
く成されており、本研究もその概念に準じて独自の指標を構築する。  
 
表２－２ コミュニティの特性分析に関する研究 
年度 研究題名 研究者 概 要 
2003 サステイナブルシティ 
岡部明子  
（千葉大学） 
スペインのビバルオと北九州の共通点から
都市再生の取り組みを比較した研究。多
心型シティ・リージョンという考え方の元、コ
ミュニティの多様性ある発展を検討した研
究。 
2007 日本版コンパクトシティ 
鈴木浩  
（福島大学） 
中心市街地空洞化、大型店舗配置などの
問題から、コミュニティ再生、農村と市街地
の有機的連携、住宅政策、公共交通マネ
ジメントなど多岐に渡る課題に対する考え
方、対応策を検討する研究。 
2007 
コンパクトシティの計画とデザ
イン 
海道清信  
（名城大学）  
コンパクトシティの基本原則・政策・計画・
デザイン・評価について、海外の事例を整
理し、日本への適応を検討した研究。  
 
具体的には、都市構造は移動コストおよび、移動による環境負荷の低減をはかる
ためにコンパクトに発展することを望ましいとし、その都市構造の特徴・型、暮ら
しやすさ、その他の統計データにより分類し、都市構造にあった発展を目指す指標
を提案し、その有効性を検討する。 
特に 2007 年の鈴木浩の研究である日本版コンパクトシティを参考とし、公共交
通機関や大型店舗配置などを数値化した指標を構築する。 
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生活 就業
娯楽
生活 就業
娯楽
移動コストの低減
コンパクトに発展する
都市構造
移動による
環境負荷削減
特徴・型
分類
暮らしやすさ その他の統計データ
発展
人口の増減
人口分布の改善
コミュニティの
コンパクトシティ化
道路・公園・ライフライン
の適正配置
交通の
公共性
指標作成
有効性示す
 
図２－１５ コンパクトシティ指標の概要 
 
表２－３ コミュニティの多様な発展に関する研究 
年度 研究題名 研究者 概 要 
1999 
環境・資源・健康共生都市を
めざして 
寄本勝美  
戸沼幸市  
田村貞雄ほ
か 
ドイツを中心とした欧米におけるヒューマンス
ケールのまちづくりの事例や、カーシェアリン
グや都市計画を行うＮＰＯの活動事例を報
告。 
2007 
衰退を克服したアメリカ中小
都市のまちづくり 
服部 圭郎  
（明治学院大
学） 
アメリカの地方の小都市における質の高い生
活環境を実現した５つの事例から、地域独自
の多様性ある発展（自転車の町など）を検証し
た研究。 
2008 
着地型観光―地域が主役の
ツーリズム  
尾家建生  
金井万造  
（大阪観光大
学） 
地域資源を地域自らがプロデュースする着地
型観光の開発手法と、これによる地域の振興
策について解説。 
2009 生活支援の地域公共交通 
秋山哲男  
（首都大学東
京） 
高齢者・障害者・交通不便地域の住民に効
率的な公共交通機関サービスを提供するため
の計画の考え方、手法を検討。様々な特性を
持つ交通システムの組み合わせを提案。 
2011 
中心市街地の活性化に向け
たハイブリッド型地域交通シス
テムの有用性に関する考察 
神力潔司  
（九州国際大
学） 
北九州市の八幡東区をフィールドとして、急
勾配住宅地の高齢者の代替交通サービスを
安価に効率的に提供する社会実験を実施。 
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2.2.1 本研究におけるコミュニティの考え方の整理 
本研究においては、都市構造を評価するうえで、従来行政が行ってきた都市をマ
クロに捉える行政区単位の評価から、より市民生活に対して密着感のある学校区程
度のレベルに落とし込んだ分析を行う。このため各学校区に設置された地域の「市
民センター」を中核とするエリアをコミュニティと定義し都市評価の最低単位とし
て活用することとした。 
また、本研究の定義するコンパクトシティ指標では、コミュニティの特徴・型を
定義するためのデータとして、人口密度、昼間人口、年齢分布、世帯数、家族構成、
土地利用状況、勾配状況、面積、標高、地形条件道路の総延長距離、森林専有面積、
公園面積などの要素が考えられるが、特に今回はこれらの特徴を端的に表す人口密
度、高齢化率を重視することとした。また、コミュニティの暮らし易さ等を解析す
るためのデータとしては、学校・病院等の主要利用施設の位置、公園等のアメニテ
ィ施設の位置、駅・空港・主要道路など結節点の位置、上記施設の定員・来場者数  
などが考えられるが、特に今回は交通系の要素、もしくは商業施設などの利便性に
重点を置くこととした。 
また本指標は、これらのコミュニティの特徴・型を定義するためのデータ、およ
びコミュニティの暮らし易さ等を解析するためのデータの個々の要素にある係数
（重み付け係数）をかけた総和で示すこととする。 
アウトプットデータとしては、鉄道圏カバー率、バス圏カバー率、等高線密度を
元に作成する「公共交通機関便利度指標」と、コミュニティの暮らし易さ等を解析
するため指標として大型小売店舗距離、商圏カバー率、道路平均幅員、郵便局距離
を考慮し、指標の要素として盛り込んだコミュニティのコンパクト性を表わしてい
る指標として、「コンパクト性指標」を定義する。 
 
a) 評価するコミュニティの規模による分類 
都市の規模は、人口規模により大都市（シティ・タウン）～小都市（コミュニテ
ィ）のエリアで大別して定義され、具体的には①が市や区といった行政区、②が町
や地域、③は学校区、④の町内会規模がそれにあたる。これらのエリアの規模に併
せたあるべき要素や利便性が求められる。図２－１７には、その一例を示すが、本
研究でもこれらの要素が含まれているかを指標に取り込んでいくこととする。 
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２分
５分
２０分
徒歩圏
２０分
ローカルハブ
ローカルハブ
近隣地区
都市化地域
出展：DETR，1999a，p．55
＜あるべき施設要素の設定＞
①
大型ショッピングセンター、大型レジャー施設
②
健康センター、図書館、スポーツセンター
③
郵便局、銀行、診療所
④
日常生活品の店 、コンビニ、医者、小学校、
バス停
人口 50,000以上
25,000～50,000
5,000～10,000
2,000～3,000
町town,都市city
都市化地域
近隣地区
ローカルな都市化コミュニティ
①
②
③
④
区のセンター
地域のセンター
市民センター
人口により都市の規模を定義をし、あるべき施設要素の設定をする。
 
図２－１６ コミュニティの規模 
 
b) 本研究におけるコミュニティの定義 
 
コミュニティ
市民センター
駅
病院
学校
娯楽施設
商業施設
商店街
コミュニティの特徴・型を定義するためのデータ
人口密度、昼間人口、年齢分布、世帯数
家族構成、土地利用状況、勾配状況、面積
標高、地形条件道路の総延長距離
森林専有面積、公園面積 など
都市評価の最低単位として
「市民センター」を中核とする
カバーエリア（小学校区に相当）を
コミュニティと定義する。
小学校区
その他のコミュニティ指標（統計データ）
一人あたりのエネルギー消費量、廃棄物量 、
犯罪発生率、事故発生率等
コミュニティの暮らし易さ等を解析するためのデータ
学校・病院等の主要利用施設の位置
公園等のアメニティ施設の位置
駅・空港・主要道路など結節点の位置
上記施設の定員・来場者数 など
コミュニティの特徴・型の分類
主要施設までの距離、時間、実態勾配、
混雑度等を用いた暮らし易さ等の解析
・指標化、他のコミュニティ指標との相関
の解析
 
図２－１７ コミュニティの定義 
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本研究においては、都市のエリアのとらえ方は都市構造を評価するうえで、これ
までの都市をマクロに捉える行政区単位の評価から、より市民生活に対して密着感
のある学校区程度のレベルである「市民センター」を中核とするカバーエリアをコ
ミュニティと定義し都市評価の最低単位として活用することとする。 
 
c) コミュニティの多様性と発展形態の分類 
指標を作成する上で考慮すべき点としては、コミュニティは多様な発展が見込ま
れ、それぞれの多様な発展を選択できるという考え方を重視する。 
コミュニティの発展は、何らかの統一した基準を設け、画一的な発展をめざすも
のではない。市民が求める都市発展のかたちを反映させることが重要である。 
コンパクトシティ指標では、コミュニティの要素を分析、類型化しコミュニティ
にあった発展の形をめざす指標とする。つまり、そのコミュニティにあった多様性
ある発展のありかたを、市民が自主性で選択できる方策をめざす。 
加えて、その多様な要素を持ったコミュニティが、隣接するコミュニティと交通
面で結びついたクラスター型コンパクトシティを形成することで、その多様性を享
受できる構造を考える。 
 
コミュニティA
コミュニティB
コミュニティD
コミュニティC コミュニティE
コミュニティG
コミュニティF
コミュニティの要素の分析から、類型化
高齢者の多いまち、若者の多いまち
街なかのまち、隣住接近のまち、
昼間人口の多いまち、自然との共生のまち
車利用の多いまち
コミュニティにあった発展の形
住民に対するきめ細やかな施策
市民の意思を尊重したまちづくり
類型による施策メニューの適用
コミュニティにあった多様性ある発展の
ありかたを、市民が自主性で選択できる
方策をとる。
 
図２－１８ コミュニティの多様性 
 
 
 
2.2.2 コミュニティ特性の指標化に活用する数値情報の整理 
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a) 活用する数値データの選定 
コンパクトシティ指標では、これらのコミュニティの特徴や型の分類と暮らし易
さの解析をし、それらを指標化し、他のコミュニティ指標との相関を解析する。 
そこで、コミュニティの特徴・型を定義するためのデータとして、人口密度、昼
間人口、年齢分布、世帯数、家族構成、土地利用状況、勾配状況、面積、標高、地
形条件道路の総延長距離、森林専有面積、公園面積などの要素が考えられるが、特
に今回はこれらの特徴を端的に表す人口密度、高齢化率を重視することとする。 
また、コミュニティの暮らし易さ等を解析するためのデータとしては、学校・病
院等の主要利用施設の位置、公園等のアメニティ施設の位置、駅・空港・主要道路
など結節点の位置、上記施設の定員・来場者数  などが考えられるが、特に今回は
交通系の要素に重点を置くこととする。 
これらの要素から得られる指標は都市の適正発展を示すものとして、将来的には
一人あたりのエネルギー消費量、廃棄物量、犯罪発生率、事故発生率などのデータ
と相関が見えてくることが望ましい。 
環境負荷に直接関係のある要素
・1世帯当たりの自動車保有台数 [台/世帯]
・鉄道駅距離 [m] （市民センターから最寄駅までの距離）
バス圏カバー率 [%]
多項式近似（6次）
累乗近似
指数近似
の中で最も相関の
取れたもので図示
政策的な意思決定に関係のある要素
・高齢化率 [%]
・人口密度 [人/ha]
生活に不可欠な施設に関係のある要素
・商圏カバー率 [%] （商圏中心から500mに含まれる割合）
・郵便局距離 [m] (市民センターから郵便局までの距離)
・大型小売店距離 [m]
（市民センターから大型小売店までの距離）
地理的な要因に関係のある要素
・等高線密度 [km/km2] （後に示す）
・道路平均幅員 [m] （道路総面積[m2]/道路総延長[m]）
X軸
Y軸
高いもの
低いもの
を色付け
この要素を図示し
利便性の面を考慮
今後
 
図２－１９ 活用するデータ 
 
なお、コミュニティの特性を捉えるために活用したデータ要素は図２－１９に示
す 10 項目であり、北九州市建設局計画調整課（当時の部署名）よりデータ提供を
うけて、分析を行ったものである。 
また、特に北九州市の地形的な特色を鮮明にする数値として等高線密度がある。
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等高線密度とは、本研究で独自に定義する考え方で、北九州ならではの高低差のあ
る地形を表現する数値と定義している。当初、等高線の混み具合を標高の最高位か
ら最低位の距離で示すことを試みたが、データ収集時に、等高線で最高点と最低点
を含むラインは検索できても、その距離を一定の基準で計測することが難しい。そ
こで、ゾーンに含まれる等高線の延長からゾーンの面積を割った値を等高線密度と
定義し、高低差を表わす数値とする。 
この指標でも一定程度の暮らし易さの評価が可能である。例として、等高線密度
の高いところに色を塗った図２－２１に示す。本図では、人口密度や高齢化率、車
所有率、商圏カバー率も示しており、これから大まかな政策の提案が可能である。
例えば、等高線が高いところは、人口密度が低く、自動車保有率が高い傾向があり、
乗り合いバス、CS、パークアンドライドを用いるなど改善の余地があるなどといっ
た意思決定はできる。 
ただ、アップダウンの多い地形なのか、高低差が多い地形なのかは表現できず、
海岸線部分に、高密度な結果が得られやすいと言う問題点もあり、これだけでさま
ざまな政策に関わる判断をすることは難しい。しかし、北九州の地形の特色を直感
的に示す地図データとなった。 
問題点
ゾーンに含まれる等高線の総
延長を測定、その密度を算出
上記の二つの地形条件は、同様
な評価となる
2mピッチの等高線データ
最低点
最高点
最高最低地点の距離
の定義が困難
算出式
等高線密度[km/km2]=
ゾーンに含まれる（可住地）等高線の延長[km]/ゾーンの（可住地）面積[km2]
特徴
ゾーン内の高低差を直接示しており、
暮らし易さの評価が可能
 
図２－２０ 等高線密度の考え方 
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図２－２１ 北九州市の等高線密度 
 
b) 数値データとコミュニティ特性の相関関係の分析 
本研究では北九州市が今後の都市計画を検討する上で参考となるように、単純な
DID 人口密度によるコンパクト性の分析だけでなく、交通利便性に重点を置いた
分析と地形的な特徴を配慮した詳細なコンパクト指標を提案し、地域ごとの都市構
造の検討を可能とする手法を検討する。 
本指標は、これらの「コミュニティの特徴・型を定義するためのデータ」および
「コミュニティの暮らし易さ等を解析するためのデータ」の個々の要素に、ある係
数（重み付け係数）をかけた総和で示すこととなる。 
重み付け係数の設定に、市民の意見を反映させる手法をとる。具体的には、重み
付け係数の大きさを、その要素をどう捉えるか住民のアンケートによって決定して
いく方法を提案する。市民が、そうした各種数値データをどう重視したコミュニテ
ィをめざすのかを係数に反映させることとなる。 
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表２－４ 重み付け係数 
２５・・・・５・・・・３１０５得点Ｂ
５３１１５重み付け係数Ｂ（１～５）
３０・・・・１・・・・５１０３得点Ａ
・・・・１・・・・５１２３重み付け係数Ａ（１～５）
・・・・
・・・・
・・・・
１
１
○
密度
判定基準
（可住面積／件
数）
５
５
○
病院
・・・・
・・・・
・・・・
２３
計
３０１得点Ｃ
３３１重み付け係数Ｃ（１～５）
○×○判定
銀行郵便局公園
ｋｇ／人口廃棄物量
台／人口車所有率
件／人口事故件数
件／人口犯罪件数
インプット的要素 アウトプット的要素
インプットとアウトプット
の相関を分析し
都市の評価指標を作る
アンケート等による
多様性の評価と併せて行う
 
例えば人口密度が高く、若者の多いコミュニティでは大規模なショッピングモー
ルの存在を重視するが、小規模な商店街は重視していないであるとか、高齢者の多
いコミュニティではその逆のことがいえるというような、結論が導きだされたとす
ると、これをそれぞれのコミュニティのコンパクト指標に反映させる重み付け係数
を設定することとなる。 
 将来的には、これらのインプット要素をこの指標に導入することで、何らかのア
ウトプット的な要素に相関が現れるような指標となることを検討する。 
ただし、コンセプトの提唱段階である本研究においては、これらの重み付け指標
のアンケートをとる前段において本指標の有効性を検証するために、指標と人口密
度の相関をとることで、その重み付け係数が仮説の傾向を示すかを検討することと
する。 
例えば、ガソリン購入量を減らし、ガソリンによる環境負荷を削減するためには、
カーシェアリングや公共交通の有効利用などをして自動車の利用回数ひいては保
有台数を減らすことが良いと考えられるが、そのためにはライフスタイルを見直す
だけでは限界があり、都市構造そのものを公共交通機関利用に適した構造に変えて
いく必要があると考えられる。 
また、こうした情報を地理情報システム（GIS）でビジュアル表現することで、
まちづくりの主体となる市民にとって、直感的な意思決定を可能とする材料を提供
することを目的とする。 
まず、コミュニティの特性を表す数値として、等高線密度から北九州市の特徴が
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どのように見えるかを検討していく。 
まず、等高線密度と自動車保有台数の関係をみる。 
y = 2E-11x6 - 1E-08x5 + 2E-06x4 - 0.0002x3
 + 0.0065x2 - 0.0936x + 1.0728
R2 = 0.0857
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
0 20 40 60 80 100 120 140
等高線密度　km/km2
自
動
車
保
有
台
数
　
台
/世
帯
市民ｾﾝﾀｰ 高齢化率低い 高齢化率高い
人口密度低い 人口密度高い 多項式 (市民ｾﾝﾀｰ)
A
B
C
 
図２－２２  等高線密度と自動車保有台数の関係 
 
図２－２２における、A のエリアに含まれるコミュニティは、等高線密度が低い
エリアに人口密度が高いコミュニティが多い。結果として自動車保有台数が小さい
値となっている。B は高齢化率が低いあるいは人口密度が低いコミュニティの自動
車保有台数が大きい。C は等高線密度の高いエリアに高齢化率が高いコミュニティ
が多い。自動車保有台数が小さい。という傾向が見られる。本分析からも等高線密
度と高齢化率に関しては一定の整合性が見られる。 
次に、等高線密度とコミュニティの最寄りの駅からの距離を見ていく。 
図２－２２と横軸が同様のため、A のエリアに含まれるコミュニティは、等高線
密度が低いエリアに人口密度が高いコミュニティが多い。これは駅からの距離でも
同じことが言える。B は高齢化率が低いあるいは人口密度が低いコミュニティの自
動車保有台数が大きいコミュニティであったが、駅間距離で見るとこれらの分布が
縦軸に広がる傾向が見られ、注目すべき点は、駅からの距離が近いエリアにおいて
も、車の所有率の大移送が広がっていることである。また、図２－２２において、
C は等高線密度の高いエリアに高齢化率が高いコミュニティが多い。自動車保有台
数が小さい。という傾向があったが、図２－２３では、これが駅からの距離のコミ
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ュニティ（同様に C）と、駅からの距離の遠いコミュニティの D に別れる。双方、
自動車保有台数は高くないところを見ると、高齢化傾向により自動車に頼った暮ら
しが困難であり、交通不便地にもかかわらず、自動車に頼らない生活をしている可
能性が伺える。逆に B のコミュニティについては、自動車に依存したコミュニテ
ィであるといえ、このコミュニティが時代と共に高齢化していくと将来的には、現
状の D のコミュニティが抱える問題と同様の傾向が現れる可能性が危惧される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－２３ 等高線密度とコミュニティの最寄りの駅 
 
ただし、これらの図からは、傾向は分析できるものの、さらに多くの数値データ
との相関関係から、他の複合的な要素を検討しての具体的な政策の提案は困難であ
ると考える。そこで、これらの数値データの複合化による指標の開発を検討する。 
 
2.2.3 コミュニティ特性を表す指標の提案とＧＩＳ表示の検討 
そこで、都市の適正な発展の指標として、都市の環境負荷を低減させる方向
性を示す指標を作り出すことを検討する。具体的には都市構造は移動コストお
よび、移動による環境負荷の低減をはかるためにコンパクトに発展することを
望ましいとし、その都市構造の特徴・型、暮らしやすさ、その他の統計データ
により分類し、公共交通機関、大型小売店舗距離、人口密度に関する指標とし
て、公共交通機関便利度指標、コンパクト性指標、世帯消費エネルギー指標を
作成する。 
上記の考え方をもとに、さまざまなコミュニティの特徴・型を定義する指標を検
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討していく。本研究では３つの指標を提案し、その指標ごとの活用を検討する。 
a）公共交通機関便利度指標 
b）コンパクト性指標 
c）世帯消費エネルギー指標 
それぞれ、a）は文字通り、該当エリアの公共交通機関の利便性を示す指標、b）
は商店街や大型店舗の配置を加味した生活のしやすさを表現した指標、c）は環境
負荷の側面を加味した指標である。 
また、これらの結果を、直感的にわかりやすくするために地図上に表示を行った。
ここではその一例として、コンパクト性指標の GIS データを示す。 
指標を色の濃淡で表示し、地図上には人口密度、高齢化率、自動車所有率、商圏
カバー率を記号で表示した。コミュニティの特性が地図上に集約されて表記される
ことで、地理的な関係と共に街の特性が理解できるよう配慮した。 
 
図２－２４ GIS 表示の凡例 
 
a) 公共交通機関便利度指標 
コミュニティの特徴・型を定義する指標として、公共交通機関の利便性を示す指
標を作成する。そのため基礎となるデータを交通系に限って採用する。名称を「公
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共交通機関便利度指標」と定義する。 
公共交通機関便利度指標として、鉄道圏カバー率、バス圏カバー率、及び等高線
密度を、指標の要素として盛り込んだ。これより、公共交通機関及び徒歩を移動手
段としマイカーに頼らずに生活が可能かどうかを表す指標を構築した。 
この指標の算出方法としては、まず各項目で偏差値を出し、次にこれらに重み付
け係数をかけ、連結する。以下にその算出式を示す。なお、式（2.3）でマイナス
になっているのは、等高線密度が高いほど徒歩移動に向いていないことを意味して
おり、北九州市の実情に合わせた指標づくりに考慮している。 
なお、重み付け係数は 1 世帯当たりの自動車保有台数とマイナスの相関になるよ
うに定めている。これは、自動車利用が多いところは公共交通機関利用が少なく、
自動車利用が少ないところは公共交通機関利用が多いと仮定しているためである。 
X1de = 10（X1-Xav）/ Xst + 50      式（2.1） 
Y1de = 10（Y1-Yav）/ Yst + 50      式（2.2） 
Z1de = －10（Z1-Zav）/ Zst + 50     式（2.3） 
A1 = XAwe×X1de+ YAwe×Y1de+ ZAwe×Z1de 式（2.4） 
X1de：コミュニティ 1 の鉄道圏カバー率の偏差値 
X1：コミュニティ 1 の鉄道圏カバー率の値 
Xav：鉄道圏カバー率の平均値、Xst：同の標準偏差 
XAwe：同の重み付け係数 
以下、 de、 av、 st、 Bwe は同じ意味 
Y：バス圏カバー率 Z：等高線密度 
A1：コミュニティ 1 の公共交通機関便利度指標 
公共交通機関便利度指標については重み付け係数を表２－３に示すように鉄道
駅カバー圏率；６、バス圏カバー圏率；１１、等高線密度；１とした。本指標は世
帯あたりの自動車保有台数とマイナスの相関を持っており、重み付け係数からも判
るようにバス圏カバー率のファクターが大きな要素を持っていると言える。 
当初、本指標の想定においては、等高線密度が大きく影響するものとしていたが、
その傾向は見られなかった。この要因として、等高線密度の高いエリアの高齢化率
が比較的高いことがあげられる。このため高齢化率が高いエリアではバス圏カバー
率が高く、共通のファクターのため重み付けが強く現れなかったと考えられる。 
 
表２－５ 公共交通便利度指標の重み付け係数 
 鉄道駅カバー圏率 バス停カバー圏率 等高線密度 
重み付け係
数 
６ １１ １ 
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図２－２５ 公共交通機関便利度指標の GIS 表示 
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公共交通機関便利度指標は、自動車保有台数とマイナスの相関になるように定め
ている。つまり、この公共交通機関便利度指標を上げるようにすれば、自動車保有
台数が下がり環境負荷が低減する。この時、最も影響のある因子はバス圏カバー率
であり、次いで鉄道圏カバー率、等高線密度に関してはほとんど影響がないと重み
付け係数からいえる。つまり、バス圏カバー率、次いで鉄道圏カバー率を改善すれ
ば、公共交通機関便利度指標が上がり、その結果は自動車保有台数の削減に直結す
る。自動車保有台数と公共交通機関便利度指標の関係を示す。 
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図２－２６ 自動車保有台数と公共交通機関便利度指標の関係 
 
また、公共交通機関便利度指標順で並べた時に、周りより自動車保有台数が高け
れば、そのコミュニティは個別に改善できる余地があるといえる。 
これらの相関からはずれるエリアとしては、赤坂（八幡西区）、西門司（門司区）、
枝光北（八幡東区）が、公共交通便利度指標が大きいにもかかわらず、車の所有率
か高い。こうした相関からはずれるエリアでは、都市整備中の未開発エリアである
などの要因で車の所有率が上がっていると考えられる。 
また、本指標は図２－２７に示すように、人口密度とも相関があり、住みよいま
ちづくりには公共交通機関の利便性が欠かせないことも示された。ただし、人口密
度との相関係数は良い値ではなく、さらに人口密度に相関を持った指標を構築する
ことで、住みよいまちづくり、より良いコミュニティの発展が促されるものと考え
る。そこで、公共交通機関便利度指標を発展させて、次の指標を検討する。 
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図２－２７ 人口密度と公共交通機関便利度指標の関係 
 
b) コンパクト性指標 
公共交通機関便利度指標の要素である鉄道圏カバー率、バス圏カバー率、等高線
密度の他に、コミュニティの暮らし易さ等を解析するため指標として大型小売店舗
距離、商圏カバー率、道路平均幅員、郵便局距離を考慮し、指標の要素として盛り
込んだ。この指標のコンパクト性を表わしている指標として、「コンパクト性指標」
と定義する。 
コンパクト性指標の算出は、公共交通機関便利度指標と同様に偏差値と重み付け
係数で行っている。以下にその算出式を示す。なお、式（2.3）でマイナスになっ
ているのと同様の理由で、式（2.5）の大型小売店距離と式（2.8）の郵便局距離も
マイナスになっている。 
なお、重み付け係数は人口密度と相関になるように定めている。これは、コンパ
クト性が高いほど人口密度が高いと仮定しているためである。 
K1de = －10（K1-Kav）/ Kst + 50      式（2.5） 
L1de = 10（L1-Lav）/ Lst + 50       式（2.6） 
M1de = 10（M1-Mav）/ Mst + 50       式（2.7） 
N1de = －10（N1－Nav）/ Nst + 50      式（2.8） 
B1=XBwe×X1de+ YBwe×Y1de+ ZBwe×Z1de+ KBwe×K1de + LBwe×L1de + MBwe
×M1de + NBwe×N1de 式（1.9） 
K：大型小売店舗距離 L：商圏カバー率  
M：道路平均幅員 N：郵便局距離 
B1：コミュニティ 1 のコンパクト性指標 
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また、コンパクト性指標は、重み付け係数を表２－６に示すように公共交通機関
便利度指標と同一のファクターを２倍（鉄道カバー率；１２、バス圏カバー率；２
２、等高線密度；２）とし、さらに大型小売店舗距離；１６、商圏カバー率；５、
道路の平均幅員；１７、郵便局距離；１として、人口密度と相関を持つようにした。 
 
表２－６ コンパクト性指標の重み付け係数 
 鉄道駅 
ｶﾊﾞｰ圏率
バス停 
ｶﾊﾞｰ圏率 
等高線 
密度 
大型小売
店舗距離
商圏 
ｶﾊﾞｰ率 
平均 
幅員 
郵便局 
距離 
重 み 付
け係数 
１２ ２２ ２ １６ ５ １７ １ 
 
コンパクト性指標はすべての項目を盛り込んで、評価を行っている。つまり、ま
ちなか=人口密度と仮定すると、人口密度を高くしまちなかにするには、どの項目
を重点的に考えれば良いかが重み付け係数から判断可能である。これは、全コミュ
ニティでも評価可能であるし、高齢化率が高いところなど、コミュニティの特徴ご
とに評価することも可能である。これより、重点的に考慮する項目をコミュニティ
ごとに改善することで、人口密度を上げる施策が成り立つ。 
例えば、高齢化率が高いところでは低いところに比べ商圏カバー率が重要であり、
これをあげることで、高齢化率が高いところで人口が集まる=高齢者にとってまち
なかになるといえる。  
こちらも人口密度との相関から外れるエリアがある。具体的には、中尾（小倉西
区）のコンパクト性指標が高い割には人口密度が低い、逆に、中井（小倉北区）、
泉台（小倉北区）、井堀（小倉北区）はコンパクト性指標が低い割に人口密度が高
い。 
y = 4.4215x + 2991.7
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図２－２９ 人口密度とコンパクト性指標の関係 
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図２－２８ コンパクト性指標の GIS 表示 
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c) 世帯消費エネルギー指標 
指標の環境負荷指標としての側面を持たせるため、本節では世帯消費エネルギ
ー指標を定義する。本指標は、等高線密度と大型小売店舗距離から求めた。そ
の算出方法を示す。 
まず、コミュニティを図２－３０のような、
1 辺が x [km]の正方形の山形と仮定する。こ
の際、可住地面積が x2 [km2]となるように x 
[km]を定める。また、山の頂上までを h [m]、
等高線のピッチを h1 [m]、等高線の総延長を
L [km]する。すると、L/x は等高線の本数を表
すことになるので、h [m]は式（2.10）で示す
ことができる。 
 
h =1/2× h1×L/x  式（2.10） 
 
ここで、このコミュニティの頂上で大人 1 人がいる場合の位置エネルギー
Ep[kJ]は式（2.11）で表せる。 
 
Ep = 0.001mgh   式（2.11） 
 m：大人 1 人の質量（=60）[kg] 
 g：重力加速度（＝9.81）[m/s2] 
 
このコミュニティを端から端まで行くとして、それに必要なエネルギーを
Ep と仮定する。つまり、頂上に行くまでの上り坂で位置エネルギー分を消費
し、下り坂を降りるエネルギーは 0 と考える。すると、このコミュニティを x
軸方向に 1km 行ったときのエネルギー消費 Em[kJ/km]は式（2.12）で表せる。 
 
Em = Ep/x   式（2.12） 
 
Em に例として大型小売店舗距離[km]をかけると、このコミュニティでの大
型小売店舗までのエネルギー消費が算出される。これに 1 世帯あたりの自動車
保有台数をかけて世帯エネルギー消費係数を算出した。また、ここでの大型小
売店舗までのエネルギー消費は、大型小売店舗がコミュニティをまたがってあ
ったとしても、出発点のコミュニティの傾斜で求めている。 
x
h1 h
x
r
図1.1　コミュニティの考え方図 2-30 消費エネルギー算出
 
 
- 50 -
ここでの世帯エネルギー消費係数のイメージは、以下の通りである。まず、
自動車 1 台当たりで大型小売店舗まで行く回数はコミュニティによってかわ
らないとする。この数値を仮に k[回/台]とする。すると 1 世帯が大型小売店舗
まで自動車で往復するのに必要なエネルギーEc[kJ/世帯]は式（2.13）で表せる。 
 
Ec =2k×N×Em×xs   式（2.13） 
N：1 世帯あたりの自動車保有台数 [台/世帯] 
 xs：大型小売店舗距離 [km] 
これを厳密に求めるには自動車の質量が必要であり、エネルギー消費係数と
しては、大型小売店舗距離以外の項目も必要である。よってここでは、世帯エ
ネルギー消費係数として、式（2.13）の右辺に係数 2k を除した値を用いた。
よって、この世帯エネルギー消費係数は、自動車でのエネルギー消費、つまり
環境負荷を表すものと考える。 
大型小売店舗までのエネルギーは、そのコミュニティの不便さをダイレクト
に表わす指標の 1 つであると考える。世帯消費エネルギー指標は、等高線密
度と大型小売店舗距離、世帯あたりの自動車保有台数で決まる値である。（な
お、大原（八幡西区）は統計上、世帯あたりの自動車保有台数が不正であるた
め、除外して考える。）人口集中エリアで、かつ自動車所有台数が低くいコミ
ュニティの指標が小さく出ている（指標が小さいほどコミュニティの環境負荷
が低い）。 
さらに、この指標は他の指標と違い、北九州市の特徴である等高線密度の違
いを大きく反映させている。 
つまり、この指標が悪いコミュニティは良くするように改善する必要がある
といえ、また、大型小売店舗が近くに無いということから、商業的に何だかの
アプローチが有効であるともいえる。 
また、世帯消費エネルギー指標は、前述したように環境負荷を表わしている。
大型小売店舗までのエネルギーが高いところは、モビリティが必要なため自動
車保有台数も高くなる傾向があるものの、これが高いところを改善すれば環境
負荷が低減する。 
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図２－３１ 世帯消費エネルギー指標の GIS 表示 
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2.2.4 特徴的なコミュニティごとにみる指標の分析 
前述のそれぞれの指標は同様の元データの組み合わせをアレンジしたものであ
り、互いに相関関係があるが、微妙に性格が違っている。 
概ね、公共交通機関便利度指標とコンパクト性指標は相関があり、世帯消費エネ
ルギー指標はマイナスの相関がある。しかし、これらの指標は、全体的な傾向を表
すものの、両極端の特徴を持つコミュニティでの評価を表しにくい、そこで、特徴
的なコミュニティごとの比較は、人口密度、高齢化率、世帯あたりの車の所有台数
の高低それぞれ１０８のコミュニティ中の上位（下位）４０コミュニティを抽出、
それぞれについてコンパクト性指標が人口密度と相関があるように重み付け係数
を設定した。この重み付け係数の違いが、それぞれ特徴的なコミュニティの求めら
れているコンパクト性であると考えられる。 
 
a) 人口密度の特徴的なコミュニティ 
人口密度の高いコミュニティ、低いコミュニティでは重み付け係数がそれぞれ表
２－５のように設定すると、人口密度との相関が良いようである。 
 
表２－７ 人口密度の特徴コミュニティの重み付け係数 
  鉄道駅 
ｶﾊﾞｰ圏率 
バス停 
ｶﾊﾞｰ圏率
等高線 
密度 
大型小売
店舗距離
商圏 
ｶﾊﾞｰ率 
平均 
幅員 
郵便局 
距離 
重 み
付 け
係数 
高
い 
５０ １ ８３ ７１ １ ２２ １ 
低
い 
５６ ６０ １４ ４６ ４２ １６ １ 
 
ここから読み取れることとして、人口密度が高いコミュニティつまり「まち中コ
ミュニティ」に求められるコンパクト性は、鉄道駅へのアクセスがよいこと、平坦
なコミュニティであること、大型小売店舗が近いことという傾向が出ているのに対
して、人口密度が低いコミュニティつまり「過疎コミュニティ」では、バスの便利
さが求められていること、商店のカバー率が高いことが求められている。 
 
b) 高齢化率でみた特徴的なコミュニティ 
 高齢化率の高いコミュニティ、低いコミュニティでは重み付け係数がそれぞれ表
２－８のように設定すると、人口密度との相関が良いようである。 
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表２－８ 高齢化率の特徴的コミュニティの重み付け係数 
  鉄道駅 
ｶﾊﾞｰ圏率 
バス停 
ｶﾊﾞｰ圏率
等高線 
密度 
大型小売
店舗距離
商圏 
ｶﾊﾞｰ率 
平均 
幅員 
郵便局 
距離 
重 み
付 け
係数 
高
い 
１７ ７ １ ２０ ３３ ２２ １ 
低
い 
２２ ５ ３３ ２５ １ ２９ ４ 
  
ここから読み取れることとして、高齢化率が高いコミュニティに求められるコン
パクト性は、商圏カバー率が高いことという傾向が出ているのに対して、高齢化率
が低いコミュニティでは、商店のカバー率が重要視されることはなくむしろ大型小
売店舗への距離を重視していること、土地の平坦性が求められているといえる。土
地の平坦性を求めているところについては人口密度の高いコミュニティの志向に
似ている。 
また、直接指標には関係ないが、高齢化率の上位、下位のコミュニティでは人口
密度と車の所有率の関係が反比例する形になっている。このことは高齢化率が高い
コミュニティでは、さらに高齢化が進む場合、大きな問題になると考えられる。 
 
c) 世帯あたりの車の所有台数でみた特徴的なコミュニティ 
車所有台数の高いコミュニティ、低いコミュニティでは重み付け係数がそれぞれ
表２－９のように設定すると、人口密度との相関が良いようである。 
 
表２－９ 車の所有台数の特徴的コミュニティの重み付け係数 
  鉄道駅 
ｶﾊﾞｰ圏率 
バス停 
ｶﾊﾞｰ圏率 
等高線 
密度 
大型小売
店舗距離
商圏 
ｶﾊﾞｰ率 
平均 
幅員 
郵便局 
距離 
重 み
付 け
係数 
高
い 
２５ ４０ １ １２ １５ １７ １ 
低
い 
１９ １３ ４０ ４０ １ １９ ４ 
  
ここから読み取れることとして、車所有台数が高いコミュニティに求められるコ
ンパクト性は、鉄道駅、バス停へのアクセスがよいことという傾向が出ている。車
の所有が高いコミュニティで車以外の利便性を重視する傾向が出たのかというこ
とは指標の考え方として不自然に思われるが、もともと車所有の高いコミュニティ
は人口密度が低いコミュニティが多く、交通の利便性の良いところと悪いところで
極端にコミュニティの性格が分かれたことを示している。これに対して、車所有台
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数が低いコミュニティでは、土地の平坦性が求められていること、大型小売店舗が
近いことが求められており、車を使わないライフスタイルが反映されているものと
考えられる。 
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2.3 北九州市をモデルとした地域環境通貨の活用方法の検討 
2.3.1 北九州市において要求される事項の分析 
北九州市の現状とその政策から、地域環境通貨に求められる事項は、以下に整理
する。 
 
a) 環境に配慮したライフスタイルの促進 
ごみの分別処理の取り組みの遅れなどもあり、市民の環境活動の取り組みに対す
る関心が広く市民に浸透していない。 
こうした現状に対して、環境配慮なライフスタイルへの変革を促進していくよう
な取り組みが必要である。 
特に、北九州市の次世代型のまちづくりを志向した新しい取り組みが必要である。 
 
b）モーダルシフトの促進 
地方都市の共通の課題として自家用車による環境負荷の割合が高く、北九州市で
も民生部門の負荷１／２に相当する取り組みが必要である。こうした背景において、
自家用車由来の環境負荷の削減のために、車の台数と使用頻度を減少させるような
モーダルシフトの取り組みが求められる。 
現状で移動に車が不可欠な地域の特性からして、コミュニティ交通やシェアリン
グ交通などの活用が相応しい。 
 
c) 地域における新しい事業創出の促進 
大都市一極集中の社会構造は北九州市でも地域経済の低迷を招いており、特に産
業の空洞化に伴う対象エリアの経済の低迷は深刻である。 
地域の活性化のための新しい事業の創出が求められている。しかし、これらの事
業は大きな営利を求めるものでなく、いわゆるコミュニティビジネスと呼ばれるも
ので、地域の持続性の確保と共に、地域コミュニティに不可欠な機能を有する事業
を行うことで、その持続性と経済性を確保しようというものが相応しい。 
 
2.3.2 地域環境通貨の取引メニューの構築方法の検討 
これらの課題を具体的な地域環境通貨の取引メニューに落とし込むと、代表的な
ものは以下のように整理される。 
 
a) 市民生活の環境活動（省エネ・３Ｒ）を促すメニュー 
＜グリーンコンシューマー活動＞ 
３R の精神に基づく買い物行動のことをさすが、取引メニューとしては、レジ
袋削減に代表される容器包装の削減活動などが想定される。 
＜地域での買い物＞ 
厳密には地産地消を行うことで、地域の経済振興を行おうというものであるが、
多くの場合は、大規模量販店ではなく地域商店での買い物をさす。地域での買い
ものにインセンティブを付与する場合と、特典メニューとして地域の買い物券へ
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の兌換を想定することも可能である。 
＜環境家計簿参加＞ 
省エネの取り組みとして、エネルギー使用量の削減を取引メニューにしようと
いうものであるが、家族構成などの条件が違うため、削減量に対してインセンテ
ィブを付与するのは非平等となる。そこで、環境家計簿を記載する取り組みにイ
ンセンティブを出すことを想定する。 
＜環境関係イベント参加＞ 
地域での環境関係のイベントや環境教育の教室などにインセンティブを付与
する取り組み。 
 
b) 低炭素型のモーダルシフトを促すメニュー 
＜地域公共交通機関利用＞ 
  既存の電車･バスを利用することを促し、利用に際してインセンティブを与え
たり、地域環境通貨の特典として、利用券などを交付する。 
＜カーシェアリング利用＞ 
地域の車の絶対数を削減し、短距離における不必要な車の利用を抑制するほか、
環境配慮の車をシェアリングすることで、環境負荷の削減をおこなう取り組み。 
＜サイクルシェアリング利用＞ 
地域の駅などの結節点に自転車を整備しシェアリングする。短距離の自動車利
用のシフトを促す。同時に、バスなどの待ち時間が無いことから、バスやカーシ
ェアリングの選択肢として、モビリティの多様性を確保する取り組み。 
＜乗り合いバス利用＞ 
既存の公共交通機関とは異なり、ワゴン車やタクシーの定員のままで、公共交
通機関的に運行される乗り合いの営業形態。コミュニティ交通などともいわれ、
バスとタクシーの間のような機能をすることで、自家用車の削減と交通弱者への
対策を同時に実現するもの。 
 
C) 持続的なまちづくりを支えるメニュー 
＜地域清掃参加、植樹活動＞ 
これまで行政のコスト負担により行われてきた道路の清掃や公園整備などの
取り組みを、地域主体で行おうという取り組み。地域のインフラの維持整備を地
域で行う活動にインセンティブを付与する。 
＜地域サービスの利用＞ 
前述のコミュニティビジネスの利用に際して、利用にインセンティブを付与す
る。あるいは、利用料を特典メニューとすることが想定される。 
＜地域公共交通機関利用＞ 
前述のモーダルシフトのメニューに重複するが、地域の交通インフラを、地域
で支えていく活動と捉え、利用にインセンティブを付与する。あるいは、利用料
を特典メニューとすることが想定される。 
＜地域での買い物＞ 
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前述の環境に配慮したライフスタイルの促進のメニューに重複するが、地域で
の買い物は、地域経済を支えていく活動と捉え、利用にインセンティブを付与す
る。あるいは、利用料を特典メニューとすることが想定される。 
 
なお、本章における取り組みメニューの選定は、地形的・交通要素的な分析から
行おうというものであり、主にｂ）低炭素型のモーダルシフトを促すメニューを中
心に行う。 
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2.4 コミュニティ特性に合わせた地域環境通貨の取引メニューの検討 
2.4.1 指標からみた取引メニューの提案 
公共交通便利度指標を作成し地図上で示した結果、都市部で高い値を示し、過疎
部の低い部分では当然のことながら自動車保有台数が高いことがわかった。さらに
これらの指標と自動車保有台数と高齢化率には、一定の傾向が見られることがわか
った。この二つの指標の要素でコミュニティを類型化し（図２－３２）、公共交通
便利度指標とコンパクト性指標を加味すると、例えば、高齢化率が高い街において
は商圏カバー率が人口増加につながり、これを上げることで、高齢化率が高いとこ
ろで人口が集まる（高齢者にとって住みよい街になる）などといった方針を立てる
ことができると考える。 
人口密度
自動車
保有率 高齢化率
公共交通便
利度指数
コンパクト
性指数
政策案
高い
普通
低い
高
低
高
低
高
低
高
低
高
低
高
低
高
低
高
低
高
低
高
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図２－３２ 政策提案での活用 
 
図２－３２には特にモビリティ利用の観点から、指標を考慮した一般的な自治体
の政策提案の提案 A～E を示す。人口密度が低く、自動車保有率が低いところでは
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指標が低い傾向にあり、乗り合いバスなどで指標をあげる努力が必要である(政策
案 A)。人口密度が普通で自動車保有率が高いところでは指標が高い傾向にあり自
動車台数を減らすことが可能であり、高齢化率が高くないところには自転車優遇措
置を（政策案 B）、高齢化率が高いところには高齢者に配慮し鉄道の整備をするな
どの政策をすることが必要である（政策案 C）。人口密度が高く、自動車保有台数
が低いところは、指標も高くコンパクトなコミュニティとなっていると考えられる
（政策案 E）。 
なお、本節では「低炭素型のモーダルシフトを促すメニュー」を中心に検討した
が、コミュニティの特性として、高齢者の多いコミュニティ、あるいは若者の多い
コミュニティなどの分析から、相当する「市民生活の環境活動（省エネ・３Ｒ）を
促すメニュー」を適応することが可能である。 
また、高齢者の多いコミュニティであり、人口密度が低いコミュニティにあって
は、対策として、「持続的なまちづくりを支えるメニュー」に取り組むことが推奨
される。 
「低炭素型のモーダルシフトを促すメニュー」以外への詳細な検討も展開は、今
後の課題である。 
 
2.4.2 他都市への簡易な指標適用の検討 
なお、本章で行った分析を他都市の展開するに際して、同様の詳細の検討を行い
指標を導き出すことは費用的にも現実的ではない。 
そこで、他都市での汎用的な展開については、2.2.4 の特徴的なコミュニティご
とにみる指標の分析で行った人口密度および自動車保有率、高齢化率の特徴的なエ
リアでの重み付け係数を基に、重み付け係数が大きい値を示し、さらに他地域でも
比較的検討のしやすい、鉄道駅までの距離および等高線密度に着目し（大型小売店
舗までの距離も重み付け係数が高いが算出が困難なため用いない）、判定基準にし
て活用することとする。図２－３３に、指標の簡易診断方法を記載する。 
上記簡易診断で、５章に記載する他都市への展開を記述すると以下のような診断
となる。 
これによると、香川県豊島、山梨県小菅村のような、高齢化率が高く、人口密度
が低く、自動車保有率が低いところでは政策案①に相当する乗り合いバスなどが有
効である。 
高知県高知市（市内）は、人口密度が比較的高く、高齢化率も現時点では高くな
い、しかし自動車保有率が高いところでは指標が高い傾向にあり自動車台数を減ら
すことが可能であり、高齢化率が高くないところには自転車優遇措置を推奨となる
（政策案④）。 
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北九州市八幡東区のうち枝光、枝光南、八幡大谷は、高齢化率が高く、等高線密
度も高く、人口密度が比較的高いところには、高齢者に配慮し鉄道の整備をするな
どの政策をすることが必要である（政策案②）。 
北九州市八幡東区のうち東田、枝光北は、等高線密度は低く、高齢化率は高くな
いが、人口密度が比較的低い、交通の便が良くないことから車の所有台数が多い（政
策案③）。 
東京都新宿区は、人口密度が高く、自動車保有台数が低いところは、指標も高く
コンパクトなコミュニティとなっていると考えられる（政策案⑤）。よって、公共
交通対策よりも他の課題「市民生活の環境活動（省エネ・３Ｒ）を促すメニュー」
に重点的に取り組むことが求められると言える。 
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図２－３３ 政策提案での活用 
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第 3 章 地域環境通貨システムにおける情報取得･配信技術の開発 
環境問題の原因の一つとして、自ら及ぼす環境への負荷が、空間的あるいは時間
的に人間の認識可能域を超えてしまうことがあげられる。本章では人間の生活行動
から発生する環境負荷等の実態を考え、身近な地域での取組みを的確に捉えること
ができるシステムを提案し、システムに必要なハードウエア、ソフトウエアの開発
する。 
本章では、特に環境情報の中でも、環境活動に関する情報に着目し、これらを情
報として取得する手法と、その端末の開発についての報告を行う（取引システム）。 
また、後半部分では地域通貨の履歴を活用して、市民に判りやすく、自身の環境
活動の状況を診断してフィードバックする評価システムについて報告を行う。 
前者は、地域環境通貨の取引を容易にし、身近な地域での取組みを的確に捉える
ことができるようにすることが目的であり、身近な環境活動を指標化することで，
地域で目標を共有し、課題を設定することが可能となる。 
後者は、環境活動が個人的な行動で地道なものが多く、継続的な取り組みへのモ
チベーション維持が困難であるという点について、長期的な視点で個々の行動が俯
瞰できる情報をフィードバックすることが求められており、その情報によって自ら
の貢献が可視化された市民が、社会への参加意識を持てるシステムとして開発を行
う。 
 
3.1 地域環境通貨システムで活用する取引端末の開発 
3.1.1 取引システムの開発の必要性 
a) 既存の通貨取引システムの技術的課題の分析 
地域通貨の取引に関しては、従来、紙幣やクーポン券、シール台紙、帳簿形式ポ
イントカードなどで行われる取引が大半であった。 
しかし、これらの取引媒体の場合、地域通貨の運営規模が大きくなると紙幣やシ
ールの印刷費用が運営者の負担となることと、規模拡大による事務処理量が増大す
ることなどの問題があり、通貨運営の事務局経費がかさみ、運営が破綻することが
指摘された。さらに、これらの媒体の場合、流通総量は把握できるものの、取引の
履歴を把握することが困難であり、効果があるとされる地域通貨による経済活性化
の効果の検証も実際には困難であり、本研究で提唱するような地域環境通貨におけ
る履歴活用も困難である。 
そこで、これらの課題を解決すべく、2004 年の総務省が行った住民基本台帳カ
ード（ＢタイプのＩＣカード）の有効活用の取り組みの一環として、ＩＣＴを活用
した地域通貨の取引システムの開発が行われた。 
本研究の実証実験の対象である北九州市の北九州市民環境パスポート事業（以下、
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「環境パスポート」）も、その一貫で行われ、ＩＣＴを活用した機器の導入が行わ
れた。本格的なＩＣＴ機器が地域通貨の導入された初の事例であり、ＩＣカードに
よる電子決済が通貨の媒体として活用された初の事例である。 
地域環境通貨の条件として、先に通貨の流通管理・原資管理を確実に行うことが
条件であることを述べたが、こうしたＩＣＴ機器の活用は本研究を具体化する好機
であった。また、詳しくは次章で後述するが、環境パスポートは環境配慮の価値取
引に特化したものであり、システムの実証と同時に地域環境通貨のコンセプトの実
証の場を得ることとなる。 
つまり、本研究の出発点は、ＩＣカードの電子マネー決済を活用したシステムで
あり、このシステムを活用する段において、特に技術的な課題はないことになる。
しかし、後述の環境パスポートの実証実験で明らかになることとして、技術的に死
角のないシステムであっても、本格導入に際しては以下の問題点が生じた。 
① 専用決済端末が高価であること（１台 40 万円程度） 
② ＩＣカードが高価であること（１枚 1,000 円から 2,500 円） 
環境パスポート実証実験当時、両者は、普及と共に価格が下がり、利用可能にな
るとの判断であったが、結果として地域通貨の国内普及事例の導入希望みでは、専
用端末の導入の普及台数を確保することはできなかった。さらに、取引システムの
データサーバーを運用する維持費が高価（年間数百万）であり、さらに当時はイン
ターネッ 
トの通信環境が１回線あたり 3,000～8,000 円／月となり、システムの維持費が通貨
原資を遙かに上回る状況であり、普及に至らなかった。 
そこで、当時普及が始まったばかりのＩＣカード（Ｆｅｌｉｃａタイプ）の電子
マネー決済もしくはクレジットカード決済端末の機能にのせての、上記機能の実現
が提唱された。電子マネー決済もしくはクレジットカード決済の端末であれば、店
舗側の導入負担で行うことができ、前述の①②の価格は軽減されるとされた。しか
し、こうした取り組みにおいても、新たな価格の壁が生じた。 
それは、実際の法定通貨を扱う電子決済に、地域通貨の電子決済をのせることは、
セキュリティ上、通常の法定通貨を扱うレベルが要求され、このような全国統一の
端末のシステム改修には、通常の開発の概ね 10 倍程度の開発費用を有してしまう
（全国系でない電子マネーの決済を活用した事例はあり、本研究においての高知県
の事例で活用する）。 
初期のソフトウエアの開発費用を、最低でも 5,000 万円と見積もると、地域環境
通貨の取引メニューを増やしたり、利用ルールを多少変更したりするだけで、1,000
万円程度の開発費が必要となる。（表３－１参照） 
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図３－１ ＩＣカード、ＩＤ媒体による取引システム 
 
b) 通貨管理におけるセンター管理とローカル管理システムの相違点 
そこで、本研究では、こうしたＩＣＴ決済の良さを活かしつつ、簡易な地域環境
通貨（汎用的には一般の地域通貨を含む）の取引端末及び取引システムを開発する。 
この際に着目するのは、ＩＣカードの電子決済機能に必ずしも必要でない機能が、
地域環境通貨決済のシステムに組み込まれている点である。 
通常、電子マネー決済には、ＩＣカード（ローカル）の情報管理と、センター
サーバー側での情報管理の２つが存在し、双方で情報の補完を行いながら情報の
信頼性を高めている。つまり、ローカルに情報を持たせることで、例えば残高情
報があれば、その場での残高照会が可能であり、インターネット経由でセンター
サーバーに問い合わす必要は無い。特に交通系の電子マネーでは改札などで即時
性のある処理が必要であり、ローカル情報は不可欠である。しかし、地域環境通
貨の決済では、このような即時性は必要ない。地域環境通貨では決済について、
ポイントの蓄積が大半の処理であり、残高情報を問い合わす必要は無い、蓄積し
たポイントを使うシーンは希であるが、そうしたときに必ずしも駅の改札のよう
な即時性は必要なく、センターサーバーへの問い合わせで処理をしても充分な時
間がある。 
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表３－１ ＩＣカードを用いた取引システムとの比較 
媒体
残高情報 ローカルとサーバーの両方
に残高情報を保存
サーバーのみに残高情報を
保存
決済速度
ローカルでの決済なので高
速化が可能
サーバーとの通信を経由す
るため数秒の時間がかかる
ただし、決済の後処理も可能
システム
変更
ＩＣカードのシステム変更は
困難
サーバー側のアプリケーショ
ン変更
セキュリ
ティ
ローカル・サーバー共に高
度なセキュリティが必要
サーバーのみのセキュリティ
が必要
コスト
ＩＣカードは３００～１０００円
／枚 オリジナルカード作
成には数千枚単位の導入
が必要
ＩＤシンボルカードは３０円／
枚
環境
ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
ICカード IDシンボル
 
そこで、本研究では通貨取引に際して、基本的にはローカルに情報を持たない、
センター情報管理方式を採用する。 
この場合、双方の初期導入コストおよびランニングコストは、端末を 10 台、Ｉ
Ｃカードを 1,000 枚用意した場合、一般的な見積価格として以下の通りの費用概算
となる。どちらも、汎用的に多地域で使うことを前提としていないため、決して小
さい数字ではないが、初期導入で 5 倍程度、ランニングで 6 倍程度の費用差が生じ
る。 
表３－２ 導入費用概算 
 内訳 ローカル管理 センター管理 
初 期 コ ス
ト 
センターサーバー 500 万円 500 万円
端末（10 台） 400 万円 150 万円
カード媒体 100 万円 5 万円
ソフトウエア開発 5,000 万円 500 万円
小計  6,000 万円 1,200 万円
ラ ン ニ ン
グコスト 
端末維持費 60 万円 60 万円
 通信費 6 万円 2 万円
 システム改造費 1,000 万円 100 万円
小計  1,066 万円 162 万円
 - 68 - 
 
3.1.2 新しい通貨取引システムの設計の検討 
a) ＩＤ媒体を活用した簡易な通貨取引システムの検討 
本研究の推奨する地域通貨管理システムでは、基本的にはセンター管理システム
を採用するが、ＩＤ媒体を活用してセンター管理のシステムを構築すると、図３－
２に示す簡素な取引システムが考案できる。 
 
図３－２  e-yonde-PHS-one-dimensional の応用例 
 
簡易取引システムでは、地域環境通貨の取引情報とＩＤ媒体の情報をワンセット
で送信することで決済を行う。このため取引情報を示すバーコード情報を読ませて、
会員証などのＩＤバーコードを読ませ、単純に送信する端末を用意すればよいこと
になる。あとの決済処理はすべて送信されたサーバー側で行うことになるため、運
用変更に際しては基本的に取引情報を示すバーコードは作成をして印刷をすれば
よく。専用端末のソフトウエア等をアップデートする必要は無い。ほぼ全てのアッ
プデートはサーバーのみで行えばいいことになる。 
 
b) 一次元バーコードによる機器制御の手法の検討 
本システムではユーザーの利用環境を簡素化するために、全ての操作をバーコー
ドの読み取りにより実現するコンセプトで開発を行う。そこで、開発に先立ちバー
コートに盛り込む情報を設計する。 
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バーコードは 1 次元バーコードのコード 128（コード 128 は物流などで国際的
に使用されている規格）を標準とし、同様の思想で 2 次元バーコードのＱＲコー
ドでの制御も可能とする。 
ラベルＩＤ
形状
ポイント
プラス／マイナス
情報コードの構成例
命令ＩＤ
予備
賞味期限
ユニークコード
チェック用データ（ＣＤ）
080 命令のみ
000 形状
111 レジ袋
101 重量
地域通貨100
101 ○○市カンパス
111 ××エコマネー
200 トレーサビリティ
201 ○○地区トレーサビリティ
300 教育プログラム
400 商店ポイント
000 機器制御用
・・・ ・・・
010 個人
020 団体
・・・ ・・・
730 家庭用ゴミ袋
事業系ゴミ袋740
200 資源回収
ゴミ処理券746
・・・ ・・・
・・・ ・・・
コード例 内容例
アプリ終了002
011 二重読込み禁止
012 連続読込み
021 取り消し（一部）
022 取り消し（全部）
023 操作繰り返し
001 アプリ起動
・・・ ・・・
・・・ ・・・
031 送信（照会あり）
022 送信（照会なし）
041 メニュー読込み
050 Web閲覧
051 HTTP
コード例 内容例
コード例 内容例
３桁
３桁
６桁
１桁
３桁
１桁
６桁
0桁
１桁
 
図３－３ 制御バーコードの標準化 
 
情報の構成は頭から 3 桁をラベルＩＤ（ＩＤ利用の目的や通貨名称を入れる）、
次の 3 桁を形状（ＩＤ媒体の属性もしくは操作時の取引メニューを表すコード）と
して、次の 6 桁に取引するポイントの額、続いて取引のプラスマイナスを入れる。
続く 3 桁には命令ＩＤとして、端末の読み取り情報を制御するコードを設けた。ま
た、ユニークコードとして 6 桁の割り当てがあり、クーポン券などを発券する際に
偽造防止に活用できるように設計した。このバーコードの大系は、本章で述べる全
ての機器操作に共通して活用されている。 
 
3.1.3 取引端末の開発と改良の検討 
a) e-yonde-PHS-one-dimensional の開発と応用 
前節の一次元バーコードによる操作と、地域環境通貨の取引情報とＩＤ媒体の情
報をワンセットで送信することで決済を行う端末の開発を行った。機器名称はバー
コードを呼んで送信する機能をシンプルに実現するだけの機械であることから
「e-yonde（イーヨンデ）」と命名している。 
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PCレス端末
簡単起動
AC給電タイプ
（バッテリーオプションあり）
PHS回線使用
低コスト化
機器：10万円程度
ランニング：3千円/月
※利用台数によりさらに低コスト化
 
図３－４ e-yonde-PHS-one-dimensional の概観 
 
表３－３ e-yonde-PHS-one-dimensional 仕様 
通信方法 PHS（アナログ）回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア 一次元バーコード（JAN コード・コード 128） 
電源 AC アダプター（５V 2.3A）もしくは単３電池×４ 
 
基本的な構造は、一次元バーコードを読み取るリーダーと本体から構成され、本
体には、リーダーを接続するＲＳ－２３２Ｃポートと読み取り情報を表示する液晶
パネル、送信用のＰＨＳ通信カードを装備し、これを制御する 16 ビットマイクロ
プロセッサが内蔵されている。 
基本的に全ての制御はマイコンでダイレクトに行うため、安価で単純な機器構成
となった。また、全てのメモリーもマイコン上のフラッシュメモリーだけであるた
め、万が一の機器トラブルで電源が落ちた場合も、フラッシュメモリー上の情報は
保存される。機器全体に電源スイッチがなく、操作が判らなくなったり、機器がス
トップしたりした場合は電源を抜くトラブルシューティングになっている。 
 
b) e-yonde-LAN-one-dimensional への進化 
e-yonde シリーズがＰＨＳ通信端末内蔵からスタートした背景には、通貨取引の
即時性は必要なく、一日に数回の通信を想定していたために、接続型のオンライン
端末として開発している。 
多くの地域通貨取引の現場はポイント付与のため、一日数回、もしくは一日一回
で一斉に、ポイント付与情報をセンターサーバーに送信している。ポイントの付与
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は翌日以降というオペレーションで差し支えない場合が多いからである。 
しかし、実際に運用していく中で、ポイント付与が中心の拠点では差し支えない
が、特典メニューへの交換でポイントを使用する拠点においては、即時の残高確認
が必要となった。 
また、実際に運用してみると地方での活用において、ＰＨＳ通信の確立できない
エリアが多く存在した。 
 
表３－４ 取引システムにおけるオンラインオフラインの技術的な特性 
接続種別 オフライン 接続型オンライン 常時オンライン
イメージ
方式
ＵＳＢメモリー等で定期的に情
報を抜き取る
あるいは機器自体を、オンラ
イン端末に接続する
携帯電話端末等による定期
的な交信 インターネット常時接続
サーバーとの関係 取引端末に履歴を残し、データ回収時にマージするため、カードの残高が最新取引を担保。
すべての取引をサーバーと交
信して行うことも可能、カード
はＩＤ情報だけでもＯＫ
コスト 回収の人件費がかかる
配線不要
使用料が安価
（１０００円／月）
配線必要
使用料が高価
（３０００～８０００円／月）
環境
ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
環境
ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
環境
ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
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表３－５ 常時オンライン端末への改変点 
タイプ 接続型オンライン 常時オンライン
方式 ＰＨＳ端末等による定期的な交信 インターネット常時接続
サーバーとの関係
エイジェントＰＣのＰＨＳ回線に
ダイアルアップ
自身の電話番号で認証
エイジェントＰＣのグローバ
ルアドレスへダイレクトに接続
自身のＭＡＣアドレスで認証
ディスプレー 液晶 ＬＥＤ
サーバーとの関係
取引端末に履歴を残し、データ回収
時にマージするため、カードの残高
が最新取引を担保
すべての取引をサーバーと交信し
て行うことも可能、カードはＩＤ情報
だけでも可能
コスト
配線不要
（１０００円／月）
配線必要
（３０００～８０００円／月）
既存の回線があれば必要なし
 
図３－５ e-yonde-LAN-one-dimensional （e-yonde-Z）の概観 
 - 73 - 
 
表３－６ e-yonde-LAN-one-dimensional（e-yonde-Z）仕様 
通信方法 LAN 回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア 一次元バーコード（JAN コード・コード 128） 
電源 AC アダプター（５V 2.3A） 
 
そこで、ＰＨＳによる通信ではなく、ＬＡＮポートを装備する端末へと進化させ
た。端末としては大きな改変ではないが、センターサーバー側の通信負荷は増大す
るため、増強して対応している。 
オンラインオフラインの技術的な特性と、通貨取引運用上の課題を表３－４に、
端末の改変内容を表３－５に記載する。 
 
c) e-yonde-PHS/LAN-Felica の開発と汎用性拡大の検討 
これまでの e-yonde シリーズがＩＤ媒体として、一次元バーコードを活用してき
たが、ＩＤ媒体の多様性を持たせる取り組みとして、ＩＤ読み取り端末のバリエー
ションを増やす開発を行った。 
開発した端末は、名古屋地域におけるＥＸＰＯエコマネーへの端末提供や、東京
駅周辺で行われた大丸有バスでの実証実験で実際に導入され、それぞれ愛知万博の
μチップ入りチケットの活用や、交通系ＩＣカードＳｕｉｃａあるいはＰＡＳＭＯ
のＩＤのみ利用のポイント付与で活用された。 
なお、後述するＦｅｌｉｃａカードの活用方法で、端末の汎用性を一気に拡大す
ることができる転機となる端末開発として位置づけられる。 
ただし、開発時点では、μチップリーダーやＦｅｌｉｃａリーダーがオプション
対応となっていたため、機器の低価格化のコンセプトから外れてしまうという課題
が新たに発生した。 
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μ-Chip
μチップリーダー
84，000円
ＦｅｌｉＣａリーダー
30，000円
マルチプレクサ
20,000円
e-yonde基本セット（105,000円）
μチップオプション
（140,000円）
ＦｅｌｉＣａオプション
（50,000円）
＋
＋
名古屋万博チケット
交通系カード おサイフケイタイ
LAN or PHS
1次元バーコードリーダー
25，000円
e-yonde本体
80，000円
 
図３－６ e-yonde-PHS/LAN-Felica のオプション構成 
 
表３－７ e-yonde-PHS/LAN-Felica 仕様 
通信方法 PHS（アナログ）回線もしくは LAN 回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア Felica カード（Suica，PASUMO，Edy，おさいふケイタイな
ど） 
オプションにより対
応可能なメディア 
μチップ 
電源 AC アダプター（５V 2.3A） 
 
 
d) e-yonde- LAN-Felica-10key の開発と用途拡大の検討 
もう一つの端末の進化の方向性として、付与する通貨のポイントを任意で入力し
たいというニーズに対応するものであった。また、バーコード制御によるシンプル
な操作方法であるが、逆に複数のバーコードを連結させての操作に、人為的ミスの
可能性が生じた。そこで 10 キーにいくつかのファンクションキーを搭載した端末
を開発した。 
機器制御は一次元バーコードリーダーを併用することも可能となるように、前述
のコード 128 の制御ルールに則り、10 キーが命令コードを生成できる仕組みとし
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ている。 
また、従来バーコード操作で行ってきたポイント残高確認、会員登録などの操作
をファンクションキーで簡単に操作できるようになった。 
本機の導入は、新宿区のエコ自慢ポイントで実証を行い、任意のポイントを加算
するオペレーションで活用された。 
 
図３－７ 10 キー端末の開発とバーコード体系との整合性 
  
なお、これらの端末の開発は、また、第 5 章に記載する全国各地の地域環境通貨
の実証実験の中で活用し、その操作性についての課題と改良を行ってきた。そうし
た取り組みの中で、この 10 キー搭載の端末（e-yonde- LAN-Felica-10key）で一通り
全ての開発課題に対応し、汎用的で簡易な地域環境通貨取引システムは完成するこ
ととなる。 
ただし、安価なシステム開発という課題のみが未達であった。そこで、一連のオ
プション品をアッセンブリとして製品化することで、低価格化を図った。ＰＣレス
のシンプルな構造とＬＡＮポート、10 キー、そしてＦｅｌｉｃａリーダーの搭載
を実現して、初代の e-yonde シリーズの価格より低価格化を実現した。 
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図３－８ e-yonde-Ball （ RB-79 ）の概要 
 
表３－８ e-yonde-LAN-Felica-10key（e-yonde-Ball）仕様 
通信方法 PHS（アナログ）回線もしくは LAN 回線 
入力 IF 一次元バーコードリーダー（JAN コード・コード 128） 
対応メディア 一次元バーコード（JAN コード・コード 128） 
Felica カード（Suica，PASUMO，Edy，おさいふケイタイな
ど） 
電源 AC アダプター（５V 2.3A） 
 
3.1.4 ＩＤ媒体を活用した取引システムの優位性の検証 
a) ＩＣカードを用いた取引システムとの比較 
最終的なアッセンブリ品となった e-yonde-ball では、地域環境通貨の会員（参加
者）のＩＤは一次元バーコード、もしくはＩＣカードのＩＤのみの利用による管理
が可能となった。 
さらに、e-yonde シリーズの開発に 6 年の歳月を重ねるうちに、インターネット
の常時接続が低価格で実現するようになり、もはや PHS 接続が必要なシーンは、
限定的な利用となった。このため、ある程度の即時性を持った通貨取引を、ローカ
ル管理のシステム並みに実現できるようになりつつある。 
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会員カードとして併用ＩＣカードのＩＤのみを利用
環境
ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
ICカード IDシンボル
IDはユニークであるが
ＩＤが表に現れない
会員ＩＤ番号を
そのままシンボル化 可能
関連づけて運用することで
双方の良さと弱点を補完
利用頻度の高いＩＣカードを
登録することで利用者の
カード忘れが少なくなる
カードを紛失したときも
メールアドレス等の登録で
再発行が可能
ID利用はほとんどの
Ｆｅｌｉｃａ ＩＣカードで可能
 
図３－９ 各媒体の利点の整理と補完運用 
 
ここで、ＩＣカードのみを活用した方法との比較検証を行う。しかし実際、利用
者には、ＩＣカードの決済なのか、ＩＣカードのＩＤのみを利用した決済なのか、
実感としては区別がつかない。決済に掛かる時間が多少長いか短いか、長いといっ
てもＩＣカードをタッチして 10 秒程度でセンターサーバーからの返信が帰って来
る状態である。こうした状況にあっては、新たな専用のＩＣカードを導入するより
は、既存のＦｅｌｉｃａ搭載のＩＣカードを利用する方が圧倒的にコストは安い。
基本的に全てのＦｅｌｉｃａ搭載のＩＣカードで、このＩＤのみの利用が可能であ
る。そして、ＩＤ番号は全てユニークなため、識別が可能である。 
ただし、難点としてはＩＣカードのＩＤ番号は、券面に印刷されておらず、会員
カードとしてのカードを見ただけでは認識が困難であるという欠点がある。 
一方で、ＩＤにバーコードを印刷したオリジナルカードを作成した場合、会員番
号や所有者情報が券面に記載できるため、会員カードとしての認識が容易である。
ただし、さまざまな会員カードやＩＣカードがあらゆる生活シーンで発券され、銀
行のカードやクレジットカードを含めると、大量のカードを持つ必要があため、利
用者としては常に会員カードを持ち歩くことが困難となる。オリジナルの会員カー
ドで導入を行っている事例では、頻繁にカードの忘れや紛失が発生しており、課題
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となっている。 
そこで、２つのＩＤ媒体の良さを活かしつつ、統合する手法としてＩＤシンボル
カードは発行するものの、いずれかの利用頻度の高いＩＣカードに紐付けて活用す
る手法を開発した。このことで、持ち歩きの手間や、紛失への対応が可能となる。 
 
b) 汎用的なＩＤ媒体の活用の可能性の検討 
前述のように専用のオリジナルＩＣカードを必要とせず、地域環境通貨システム
が安価に構築できることを検証してきたが、実際、国内におけるＦｅｌｉｃａカー
ドのシェアは圧倒的な広がりを見せており、数年後には、ほぼ全ての国民が何らか
の形でＦｅｌｉｃａカードを所持する時代が到来するものと考える。 
前述のシステムでは、基本的に全てのＦｅｌｉｃａ搭載のＩＣカードで、このＩ
Ｄのみの利用が可能である。 
なお、こうした利用の実現可能性として、法的制
限についてもＦｅｌｉｃａの製造普及を行うソニ
ー株式会社への確認を行った。 
結果として、Ｆｅｌｉｃａ搭載のＩＣカードのＩ
Ｄのみの利用は、法的には何ら制限はない。ただし、
デポジットタイプのＩＣカード（Ｓｕｉｃａ・ＰＡ
ＳＭＯなどの交通系に多い）は所有権が本人にない
ため、ＩＣカード券面に加工やシールの貼り付けな
どは禁止されている。ただし買取のＩＣカード（Ｅ
ｄｙ・ＷＡＯＮなど）についてはその限りではない。 
なお、本システムの導入事例としては、第 4 章に
示す北九州市他、第 5 章の新宿区、豊島およびそれ
以外にも愛知県の交通機関であるリニモの交通ポ
イントおよび東京大手町での循環バス、東京都世田
谷区での防犯パトロールポイントなどに導入され
た実績がある。 
このうち、現状で運用を行っているものは、新宿
区と愛知県の事例であり、運用が停止しているもの
の理由は、運営上の理由であり、本機器の使用にお
いては特に問題はない。 
図３－１０ ＩＣカードの普及 
 
おサイフ携帯
5800万台
（２００９／８）
ＰＡＳＵＭＯ
1667万枚
（２０１０／１１）
Ｓｕｉｃａ
3123万枚
（２０１０／９）
名古屋万博入場券
25万枚
（２００７／４）
北九州環境パスポート
3万枚
（２００７／４）
Ｅｄｙ
6420万枚
（２０１１／４）
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3.2 環境活動の情報取得と活用の検討 
3.2.1 環境活動の情報取得における意義の検証 
環境活動は個人的な行動で地道なものが多く、継続的な取り組みへのモチベーシ
ョン維持が困難であったが、こうしたモチベーションを維持するべく長期的な視点
で個々の行動が俯瞰できる情報システムの開発が期待されている。こうしたシステ
ムは市民のライフスタイルを変えていくきっかけとして有効であると考える。 
具体的には、モチベーションの維持には、自らの貢献が可視化され社会への参加
意識を持てること。あるいは地域や社会が個人の努力で成り立っていることを実感
できることが肝要であり、言い換えれば、地域における環境保全を、地域のアクタ
ーが共感することが必要である。 
地域環境通貨では「市民の環境活動」を地域通貨の価値に設定している。単なる
経済的インセンティブと捉えるばかりでなく、環境への貢献度を表す「環境指標」
としてその取引履歴を分析し、行動パターン別貢献度や炭素排出量削減など多面的
な評価軸での検討を行い、さまざまな側面から市民の環境保全行動を評価する手法
とするという発想がある。こうした思想を実現すべく、取引システムで確実な簡易
な通貨の取引履歴の把握を検討してきた。 
 
ポイント利用券
減農薬米 500ｇ
商店会・
生協など
ポイント確認端末
ポイント登録端末
サーバー
閲覧
ポイント登録処理
登録
会員証
ニックネーム
＊ポイントを通しての環境保全
効果が定量的に見られる
＊PHS端末内蔵
新規の回線手配の必要なし
＊１００Vの電源が必要
＊簡単な参加登録で使用可能
＊参加者の会員証バーコードと
ポイント券のバーコードを順番
に登録するだけの作業
＊ポイントを利用するときは
ポイント利用券をダウンロードし
プリントアウトして持参してもらう
ポイントの利用
エコ活動の実施
＊インターネットにつながったPC
もしくはiMode対応の携帯電話
ポイント利用券
音楽イベント
 
図３－１１ 通貨取引履歴の活用 
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本節ではそうした環境活動履歴を評価して市民に解りやすい形でフィードバッ
クする評価システムの開発を目的としている。 
このフィードバックにより、市民は地域環境通貨の経済的なインセンティブの価
値だけでなく、自らの活動に対する達成感を得られると考える。 
 
3.2.2 地域環境通貨の利用履歴を活用した評価システムの検討 
a)環境活動を評価する個人ポータルサイトの実装 ～グリーン通知表の提案～ 
環境改善のための活動と言われるものは多岐にわたる分野での活動があり、それ
ぞれが、どのような機能を成し、どのような成果に結びつくのか、環境負荷削減の
側面をはじめとして、多角的に分析できる評価システムの実装を目標とする。 
具体的な形としては、環境活動を評価するポータルサイトを構築し、地域環境通
貨の参加者が、ＩＤとパスワードを入力することでログイン可能なシステムを構築
する。そのメイン画面としては、図３－１２に示すように、個人の環境行動を「通
知表」として示すこととする。なお、詳しくは第４章に後述するが、こうしたシス
テムを最初に導入した北九州市では、環境活動の評価の通知表ということで、グリ
ーン通知表という呼称で呼ばれ活用された。 
 
図３－１２ 個人の通知表 
① 
② 
③ 
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b) 環境負荷削減量の可視化表示の検証 
表示内容は，図中①環境活動の行動パターン分類別ポイント獲得表示と，②参加
者中の偏差値で示す行動パターン分類別バランスをレーダーチャートで表示させ
た。 
行動パターン分類は，ポイントの取引履歴を，プログラムごとにＡ～Ｉの 9 つの
行動パターンに分類し，その行動パターンごとの分析を行うこととした。行動パタ
ーンは，以下のように分類した。 
 
Ａ 消費削減       Ｂ 資源回収、適正廃棄 
Ｃ エネルギー投入量削減 Ｄ 環境改善行動 
Ｅ 環境教育参加     Ｆ 地域づくり、まちづくり参加 
Ｇ 環境配慮、商品購入  Ｈ 地産地消 
Ｉ 自然とのふれあい 
 
さらに通知表では，③のように二酸化炭素の削減量表を森林の二酸化炭素の吸収
量として，さらにわかりやすく表示することとした。通知表の「葉っぱ」や「枝」，
「小さい木」，「大きい木」，「森」の表示は表３－９の条件とした（永田ほか，2006）。 
二酸化炭素の吸収量の算出については樹冠の面積 1m2（上から見た樹冠が，おおよ
そ直径が 60cm の円の形）の木をイメージしており，この木は 1 年間に約 1.8kg の
二酸化炭素を吸収すると仮定している１）。 
参加者は，こうした表示を Web 上の参加者ポータルサイトで確認できる。 
加えて通知表では，こうした市民の貢献の積み重ねを統計的に処理することで，参
加者総体の環境貢献を示すこととした。 
 
表３－９ 二酸化炭素吸収量の表示 
葉っぱ 
 
 
 
 
長さ約 10cm×
５cm の葉っぱ
１ 枚 の 面 積 が
50 ㎠で 
枝 
 
 
この葉が 10 枚 
集 ま っ た 枝 と
す る と 面 積 が
500 ㎠で 
小さい木 
 
 
 
樹冠の面積が 
1ｍ2 の 
小さな木では 
大きい木 
 
樹冠の面積が 
20m2 の 
大きな木では 
森 
木 々 が 集 ま っ
た 林 冠 の 面 積
が １ ０ ０ ㎡ の
森では 
吸収量 9ｇ 吸収量 90ｇ 吸収量 1.8kg 吸収量 36kg 吸収量 180kg 
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5～300人
サ クール・
事業者規模
1千～人300～1万人50～1千人1～10人
都市規模・
自治体規模
地域規模学校・会員
組織規模
家庭規模
非公開 コミュニティの環境行動指標として公開
個人 個人 個人 個人 個人 個人 個人 個人 個人 個人 個人
登録による様々なコミュニティへの複数帰属
3.2.3 個人の帰属性による集計および評価機能の実装 
地域通貨の手法は冒頭で述べたように，地域コミュニティの活性化に効果がある
とされている。その根拠は一般的に，通貨の流通総量や流通速度で計測され表現さ
れる。しかし，多くの地域通貨は残高情報のみを扱うため正確な流通総量の把握が
困難であった。 
本研究で提案したシステムでは，通貨の取引履歴から流通総量や流通速度を捉え
ることが可能であり，地域環境通貨では地域の人々に付与されるポイントの増加を，
コミュニティの活性化の尺度と捉えることができると仮定している。 
実証実験では全ての参加者を一つの地域コミュニティの成果としたが，本システ
ムの応用で地域によらない任意のコミュニティに帰属する人が，地域環境通貨を通
じてどのような環境活動を行ったかを示すことも可能である。 
このコミュニティの捉え方は、第２章で論じてきた地域単位のコミュニティをい
うのでなく、あらゆる社会生活での形成される組織への人の集合をコミュニティと
捉え、地域のように、その帰属を一個人に一つのコミュニティ帰属と捉えるのでな
く，現代社会の現状に即した，個人の複数のコミュニティへの帰属性を表現するこ
ととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１３ 帰属性による集計の考え方 
 
概念図を図３－１３に示すが，例えば，ある会社員のコミュニティの帰属性を考
えると，その会社員はまず，家庭というコミュニティに属し，会社というコミュニ
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ティに属することとなる。子供がいれば近所の子供会というコミュニティに属し，
枠を広げて，小学校単位のコミュニティに属すことになる。行政区では例えば八幡
東区，北九州市とさまざまなコミュニティに参加していると捉えられる。これらの
個人の帰属情報と個人の活動の履歴を集計することで，多様なコミュニティの環境
保全活動の盛り上がりが評価できると考える。 
また，二酸化炭素排出削減量などはコミュニティの目標値と捉え，コミュニティ
の一体感ある取り組みやコミュニティ同士の競争意識を促すことも可能であると
考える。この仕組みを使ってコミュニティの活性を評価できれば，行政は様々な施
策を各々最も適切なコミュニティに対して作用させることができるであろう。 
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3.3 取引システムの応用方法の検討 
3.3.1 取引システムの応用による その他の付加情報の収集方法の検討 
a) ＩＤ媒体の活用により匿名性が確保された情報取得の検討 
地域環境通貨システムの特徴としては、その匿名性が挙げられる。基本的に、初
期登録で一部個人情報を開示することはあっても、利用開始以降は全て会員番号や
ＩＤで取引が処理されるため、一定程度の匿名性が確保される。これは環境活動の
履歴が、行動の記録であるため准個人情報として扱うべきとの判断からである。 
ただし、ポータルサイトでは、会員番号などでは自身のページとして実感がわき
にくいため、実名もしくはニックネームを登録できるシステムとなっている。パス
ワードで管理されたポータルサイト内では、実名もしくはニックネームで呼ばれ、
自身に問いかける形で、自身の評価を見られるようにとの工夫である。 
こうした匿名性を活用した手法として、以下にそれを実証した事例を記載する。
それは、北九州市で行った生ゴミリサイクル事業での取り組みである。 
 
 
図３－１４ 生ゴミエタノール化事業における回収管理概念 
 
生ごみリサイクル事業の概要は、家庭や商店などから排出される野菜などの調理
かすや食べ残しの食品廃棄物（生ごみ）を回収し、それを原料としてエタノールを
製造するシステムである。生ごみリサイクルクラブは、後述する北九州市民環境パ
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スポート事業の一環で地域環境通貨のポイント付与の対象であった。 
家庭からの生ゴミを回収する過程で、地域環境通貨システムが活用された。生ご
みの収集に際して、ＩＤを読み取りポイントを付与するのと同時に、生ゴミの量の
軽量記録を、前述の一次元バーコードのルールに則って情報が追記できるようにし
た。（図３－１５） 
また、効率の良い生ゴミのエタノール化には家庭内での厳密な分別や水分を切っ
てもらうことが条件であるが、プライバシーへの配慮から拠点で回収した生ゴミの
内容を確認するわけには行かない。そこでエタノール化工場で開封する際に分別状
況をチェックして、これも同様の一次元バーコードのルールに則って情報が追記で
きるようにした。 
ＩＤについては、事前に生ゴミ貼り付け用のＩＤシールを配布し、そのシールを
貼って生ごみを回収拠点に持っていくシステムになっている。 
＋
容量登録バーコード表
～１０ｇ
１１～２０ｇ
２１～３０ｇ
４０～５０ｇ
５１～６０ｇ
６１～７０ｇ
７１～８０ｇ
８１～９０ｇ
＋
分別状況バーコード表
不純物５％
不純物１０％
不純物２０％
不純物３０％以上
不燃物混入
可燃物混入
水切り不足
利用不能
計量
内容検査
ポイント登録処理 分別状況登録処理
一次元バーコード読み取り
ＪＡＮ／コード１２８
開発コンセプト
ＰＨＳ・ＬＡＮ回線利用
位置情報と連動した
トレーサビリティシステム
＊生ゴミシールのバーコードとバーコード表を順番に読み取るだけの操作です
開発端末イメージ
立ち上げから・読み取り・送信まで
バーコードのみで操作
 
図３－１５ 一次元バーコードによる付加情報収集 
 
 
b) ポータルサイトを介した個人情報のフィードバック手法の検討 
こうした匿名性の元に管理された分別の情報などは、参加者各個人のポータルサ
イトでのみ確認できるシステムとなっている。（図３－１６）このポータルサイト
への情報反映は、前述の分別情報のバーコードシールを e-yonde 端末で読み取ると
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自動で行われる。面と向かって注意するわけにはいかない分別情報が、ダイレクト
に個人にフィードバックされるシステムである。 
 
 
図３－１６ 一次元バーコードによる付加情報収集 
 
しかし、前述の計量のシステムは実際に活用されたが、分別情報のフィードバッ
クについては、システム構築を行ったものの実際には使用されなかった。 
事業実施者である北九州市が、ＩＤで識別される情報化社会の匿名性に対して、
参加者の理解を得ることが困難であるとの判断したため、使用を断念することとな
った。 
次章以降、実証実験でのさまざまな展開を報告するが、市民に情報をフィードバ
ックすることで新しい社会共創システムを構築しようという本研究において、シス
テムを理論上のニーズだけで開発することは容易であるが、社会実装に結びつける
には市民の理解が不可欠である。 
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第 4 章 北九州市における地域環境通貨システムの適用と評価 
     ～北九州市民環境パスポート事業の実証実験について～ 
第 4 章では、2 章でのコミュニティの検討、および 3 章でのシステム開発をふま
えて、地域環境通貨システムの実践を北九州市でおこなった。北九州市民環境パス
ポート事業での実証実験を元に、１章で述べた、永続的な運営上の課題を検証して
いく。 
 
4.1 実証実験の手法の設計 
4.1.1 実証実験の背景 
２００３年に制定された「環境首都」を目指す北九州市のグランドデザインの基
本理念では、「環境首都づくりは、共に生き、共に創るという『共創』の実現が重
要」としている。また、「その実現には、新しい公共の考え方に立って、市民一人
ひとりが、環境のために行動する社会的責任を負うと同時に、行動する権利（「環
境権」）を持っている」とある。 
北九州市は、エコタウンづくり、環境国際協力、先端技術の開発・蓄積などを通
じて国内外から環境への取り組みが進んでいる都市であると認められているが、
「共創」の理念からみると、今後、北九州市が「環境首都づくり」を進めていくう
えで「市民環境力」（市民一人ひとりが環境活動に取り組み実践する力）を高めて
ゆくことが重要である。 
北九州エコタウン事業北九州エコタウン事業
北九州学術研究都市北九州学術研究都市
八幡東区グリーンビレッジ構想八幡東区グリーンビレッジ構想
山田緑地～30世紀の森づくり～山田緑地～30世紀の森づくり～
リバーウォーク北九州リバーウォーク北九州世界の環境首都づくりを
目指した環境政策の総合展開
共創の実現
 
（北九州市資料より） 
図４－１ 北九州市の環境への取り組み 
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その観点から、北九州市で行われる、さまざまな取り組みを、市民一人ひとりの
ものとしていくための課題は、以下のとおりであるとしており、ここに地域環境通
貨導入の動機を分析していく。 
 
a) 環境意識を行動につなげる 
北九州市が平成15 年度に実施した「北九州市地域省エネルギービジョン」にお
ける省エネルギー意識調査によると、北九州市民の86.2％が、環境のためには「市
民ひとりひとりの取り組み」が重要と考えているという結果が出ている。こうした
本市民の高い環境意識を、一人ひとりの具体的な行動につなげることが必要である。 
第２章の北九州市の現状分析でも示したが、北九州市は長年、ごみの分別を行わ
ず、全て焼却処理をしていたことから、環境意識の高い割には３Rの取り組みが進
んでいなかった。また、自動車の所有率も他の政令指定都市に比べて高く、具体的
なライフスタイルの改善を促す取り組みが必要とされた。そこで、地域環境通貨を
導入し、市民一人一人の目的意識を数値化し、実効性あるものにしていくことが必
要とされた。 
 
b) 環境行動の全市民への拡大 
北九州市はこれまで、市民・事業者・行政が一体となり積極的な環境への取り組
みを推進してきた。「北九州エコステージ事業」、「八幡東田地区グリーンヴィレ
ッジ構築事業」などにおいては、市民・ＮＰＯの活躍が目立っている。北九州市の
問題意識としては、環境活動が一部の市民の活動に偏ったもので、全市民的な運動
展開には至っておらず、市全域での企業市民を含むいっそうの拡大が求められる。
そこで、地域環境通貨を導入して、その経済的インセンティブ機能を活用して、環
境活動に参加する市民の裾野を広げていくことが求められた。 
 
c) 市民・ＮＰＯ・事業者・行政によるまとまった取り組み 
環境への取り組みは、例えば市民や市民団体ではまち美化運動、マイバック活動、
ＮＰＯ等では環境学習会の開催、里山の保全活動、企業では簡易包装、グリーン商
品・サービスの提供などが行われている。北九州市の問題意識として、こうした市
民主導の個別の取り組みでは限界があり、各主体が一体的にまとまって相乗効果を
もたらすような仕組みが地域で形成されることが必要であるとしていた。そこで、
地域環境通貨を導入して、共通の環境活動プラットフォームを構築し、環境活動の
ネットワーク化、環境活動に対する全市共通の評価・価値観を構築していくことを
検討している。 
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以上の背景を持って北九州市で行われた地域環境通貨は、名称を北九州市民環境
パスポート事業（以下、「環境パスポート」）とし、市民の活動を促進する経済的
なインセンティブとして、また、市民と共に北九州市が環境首都へと至る「ものさ
し」として導入された。 
 
4.1.2 実証実験の内容 
環境パスポート事業は、 2004 年 12 月 1 日から 2005 年 2 月 28 日の３ヶ月間実
施された本実証実験では、参加者 1,127 人、本格実施は 2006 年 11 月から行われて
おり、その後、継続され 2008 年 6 月 3 日現在での参加者数は 1,633 人となってい
る。現在は、システムの再構築のため行われていない（一部、シールを用いたシス
テムが、同名の取り組みで行われている）。 
環境パスポートのポイントは、環境に関する取り組みを行う環境団体・NPO 等に
登録されたイベント・活動に対して、参加した人にポイントを付与するものである。 
 
a) 事業実施の体制とその役割 
北九州市環境局計画課主催であり、その委託を受けたＮＰＯ法人北九州市民環境
パスポートセンターよって行われている。このとき、通貨ポイントの原資は、北九
州市が運営委託費の一部として拠出している。 
環境パスポートセンター（ＮＰＯ）
ポイント運営者
環境にいいことにつかう環境にいいことをしてもらう
ポイント受入者
●エコグッズ購入
●有料ゴミ袋購入 etc
ポイント活動実施者
●資源分別回収
●省エネ行動の実践 etc
北九州市
原資支援者
市民
現金
ポイント
労力等
商品・
サービス
労力
ポイント
ポイント
ｴｺｸﾞｯｽﾞ等
運営委託
ポイン トの発行
ポイン ト
一部現金兌換
 
図４－２ 環境パスポートの体制 
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参加の対象は市民であるが、実証実験が行われた中心地の八幡東区の市民に限ら
ず、広く市内からの参加があった。ただし、ポイントの発行対象の付与メニューや
特典メニューは、八幡東区での地域イベントや店舗などが対象となった。  
なお、システム開発については、本事業が総務省の総務省は地域再生支援策の一
環として、住基カード、携帯電話などＩＴを活用した地域通貨モデルシステムの開
発事業として行われたため、取引システムについては日立製作所が開発した。本研
究では、その履歴を活用した評価システムを担当している。また、システム開発と
同時に、さまざまな取引メニュー運営にも協力し、その分析を行った。 
 
b) 地域環境通貨取引メニューの設計 
環境パスポートのポイントは、環境に関する取り組みを行う環境団体・ＮＰＯ等
から登録されたイベント・活動に対して、参加した人にポイントを付与するもので
ある。環境活動のプログラムは、環境活動に関心の薄い人から意識の高い熱心な人
まで楽しんで参加できるよう、さまざまな選択肢を準備した。 
ポイントの発行レートについては、利用時に1 ポイント＝10 円相当として利用
できることを勘案しつつ、日常的に簡単に参加できるプログラムについては小額の
ポイントを、回数が少なく、また、時間を要するプログラムについては比較的大き
めのポイントを付与するように設定した。 
具体的なポイントの付与メニューは以下のように10テーマ、112個を準備し、テ
ーマとしては３Rからグリーンコンシューマー、環境学習、地域活動など多岐にわ
たっている。特に、2章で取り組みが必要とされた、自動車利用の削減に資する取
り組みについては、地域企業の取り組みメニューとしてカーシェアリングやノーマ
イカーデーによる車両削減が行われた。ポイントが入手できる付与メニューの一覧
は、以下の通りである。 
表４－１ 付与メニューの概要 
カーシェアリング、ノーマイカーデーなど企業環境活動
エコアクション21セミナー など3プログラムセミナー参加
マイバック 、ノーレジ袋などグリーンコンシューマー
公園づくり（里山整備）など4プログラム体験
ペットボトルワークショップなど23プログラムワークショップ参加
環境ミュージアム見学、東田イルミネーションなど5プログラム
枝光地区広場（であい広場）整備など2プログラム
せせらぎ川清掃など61プログラム
水の浄化実験、うずめ劇団観劇など14プログラム
空き缶回収、古紙回収、廃食油回収など
プログラム
その他
地域広場整備
地域清掃活動
イベント参加
資源回収
テーマ
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表４－２ 付与メニュー詳細 
分
野 
プ ロ グ ラ ム
名 
活動の説明 発行レート 運営団体 
資源回収
 
空 き 缶 ・ ペ
ットボトル回
収 
 
空き缶とペットボトルを回収
する自 動 回 収 機 を設 置 。
空き缶またはペットボトルを
1 本 回 収 するごとに1 枚
「回収カード」を発行。 
回 収 カ ー ド 20 枚
（空き缶・ペットボト
ル20 本分）で 
5 ポイント 
北九州市民環境パスポ
ートセンター 
（事務局） 
廃 食 油 回
収 
 
家庭で使用したてんぷら油
を回収し、燃料等にリサイ
クルする。 
持参量に関わらず
10 ポイント 
古紙回収 
（本部） 
 
新聞や雑誌等の古紙を回
収し、リサイクルする。 
10ｋｇあたり 
5 ポイント 
廃品回収 
（ 自 治 会
等） 
 
新聞や雑誌等の古紙をは
じめ、自治会・町会等によ
る廃品回収活動。 
10kg あたり 
2 ポイント 自治会 
・町内会 
イベ ン ト参加
 
うずめ劇団
観劇 
 
うずめ劇団は、子どもたち
に環境に対する意識を啓
発する劇を公演している。
子どもたちは劇を見ること
でポイントを入手できる。 
観劇1 回につき 
20 ポイント 
うずめ劇団 
（市民団体） 
「燃料電池
ってなーん
だ」 
主に子どもを対象に環境に
配慮した次世代の技術等
について、実験・体験を交
えて紹介する講座。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
環境ミュージアム 
「紙すき・年
賀状をつく
ろう」 
 
牛乳パック等を利用して紙
をつくり、年賀状をつくる講
座。 
絵 本 の 読
み聞かせ 
地球環境問題を分かりや
すく解説した絵本を読み聞
かせる。 
おもちゃの
病院 
故障した家庭のおもちゃを
持ち寄り、子どもが自分の
手で修理する。 
水 の 浄 化
実験 
よごれた水をきれいにする
実験。 
エコラベル
ビンゴ 
商品の環境配慮度を当て
るゲーム。 
葉っぱでス
テ ン ド グ ラ
ス 
落ち葉を使って、ステンドグ
ラスを製作。 
廃油キャン
ドル講座＋
環 境 家 計
簿講座 
廃油を使ってキャンドルを
製作。環境家計簿のつけ
方と実践方法も説明。 
参加1 回につき 
50 ポイント 
廃 油 石 鹸
づ く り 講 座
＋ 環 境 家
計簿講座 
廃油を使って石鹸を製作。
環境家計簿のつけ方と実
践方法も説明。 
 
- 95 -
キ ッ ズ ボ ッ
ク ス （ 自 然
工作教室） 
木 の葉や木片 を使 い、工
作遊びをする。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
 
北九州市エコライフプ
ラザ 
おもちゃ病
院 
故障した家庭のおもちゃを
持ち寄り、専門家に修理し
てもらう。 
参 加 型 家
具 の 修 理
実演 
 
捨 てられた家 具 を職 人 が
修理。 
旬 エ コ ク ッ
キング 
 
旬の素材を用いたエコクッ
キングを実践。 
キ ャ ン ド ル
を作ろう 
こんにゃく素材のキャンドル
を製作。 
遊 ん で 学
ぶ 環 境 教
室 
大人も子どもも楽しめる不
用品を使った工作。 
コ ン ポ ス ト
講習会 
生ごみコンポスト化容器の
使い方等を解説。 
食と環境の
お話 
食 と健 康 と環 境 問 題 につ
いて語り合う。 
古布を使っ
たぞうり作り 
古着を使ってぞうりを製作
する。 
シ テ ィ フ ァ
ー ム ： 土 づ
く り 講 座 、
畑の作業 
コミュニティガーデンを利用
して、土づくりや有機栽培
に つ い て 体 験 し な が ら学
ぶ。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
NPO 法人里山を考え
る会 
ペットボトル
ワークショッ
プ 
ペットボトルを用いたイルミ
ネーションを製作。 
参加1 回につき 
40ポイント 
北九州市民環境パスポ
ートセンター（事 
務局） 
セミナー参加
 
エコアクショ
ン21 セミナ
ー 
エコアクション21 導入のた
めの実践セミナー。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
環境ミュージアム 
八 幡 東 田
ま ち づ く り
連 絡 会 環
境交流会 
連絡会メンバーのための環
境セミナー。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
八幡東田まちづくり連
絡会 
自然体験
 
公園づくり 
（ 里 山 整
備） 
枝打ち、間伐、竹の伐採な
ど里山保全に必要な作業
の体験。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
のうみ農園 
門松づくり 
（ 竹 林 整
備） 
竹の伐採から門松の製作
まで門松づくりに必要な作
業の体験。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
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グリーン コ ン シ ュ ーマ ー
 
マ イ バ ッ ク
持参 
ノーレジ袋 
買い物袋を持参し、レジ袋
の使用を断った顧客にポイ
ントを付与。 
マ イ バ ッ グ 持 参 1 
回につき 
2 ポイント 
各商店街、商店 
企業環境活動
 
周辺清掃、
分別ごみ、
省エネ、古
紙 の 有 効
利用 
社 内 でできる日 々の環 境
活 動 に 対 し て ポ イ ン ト 付
与。 
5P 各企業 
アイドリング
ス ト ッ プ 運
動 
営業車両の運行時のアイド
リングストップに対してポイ
ント付与。 
5P 各企業 
カーシェア
リング 
車両の共同利用（カーシェ
アリング）に対してポイント
付与。 
15P NPO 法人タウンモービ
ルネットワーク 
ノ ー マ イ カ
ーデー 
自家用車通勤者に対して
公共交通機関利用の際に
ポイント付与。 
30P 各企業 
古 紙 分 類
（ 団 体 プ ロ
グラム） 
新聞や雑誌等の古紙を回
収し、リサイクル。 
2P 各企業 
地域清掃活動
 
5 分 間 清
掃 
昼休みの5 分間を利用し
た周辺の清掃。 
参加1 回につき 
5 ポイント 
北九州市民環境パスポ
ートセンター（事務局） 
地 域 清 掃
活動 
学校の周辺を清掃。 参加1 回につき 
10 ポイント 
自治会、町会 
 公園の清掃。 参加1 回につき 
10 ポイント 
自治会、町会 
 公園や商店街等の清掃活
動 。参 加 者 に対 して地 域
通貨を付与。 
参加1 回につき 
30 ポイント 
自治会・町会、 
商店会等 
地域
広場
整
備 枝 光 地 区
広 場 整 備
（ で あ い 広
場） 
 
 
広場の整備と清掃活動。 各30P 自治会、町会 
その 他
 
環 境 ミュー
ジアム見学 
環境ミュージアム入場でポ
イントを付与。 
2P 環境ミュージアム 
環 境 ミュー
ジアムサポ
ーター活動 
環境ミュージアムの活動の
サポーター参加でポイント
を付与。 
5P 環境ミュージアム 
オーガニッ
ク メ ニ ュ ー
お食事 
オーガニックサラダバーの
注文でポイントを付与。 
5P 千草ホテル 
槻田子ども
エ コ ク ラ ブ
活動 
体 験 を通じた環 境 学 習を
実施。 
各10P 自治会、町会 
オープニン
グイベント 
オープニングイベントへの
参加でポイントを付与。 
30P 北九州市民環境パスポ
ートセンター（事務局） 
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＜ポイントの付与メニューの具体例＞ 
A) 空き缶回収 
八幡東区中央町、相生、八幡駅前の各商
店街に空き缶回収機を設置し、空き缶1 個
を投入すると回収機カードが1 枚排出され
る仕組みを導入した。回収機カード20 枚を
集めると5 ポイントと引き換えることがで
きる。 
空き缶回収機に空き缶を出すために商店
街に来る市民や、子どもたちが楽しみなが
ら参加する姿が見られた。 
 
B) 各種資源回収 
飲料容器の他にも、古紙の回収、廃食用
油の回収も行われた。 
通常から古紙については集団回収が行わ
れているが、ポイントが個人につくという
こともあって、子供たちが積極的に古紙の
回収に努めた。 
また、廃食用油は、普段から処分に困っ
ているという話もあり、喜びの声が聞かれ
た。 
 
C) 学んで遊ぶ環境教室 
環境学習にサポーター制度を取り入れ、
子どもから大人まで市民のボランティアに
よる幅広いサポーターがいる。小倉駅近く
にあるエコライフプラザでは、不用品を使
った工作体験やエコラベルビンゴなど多数
のイベントが開催された。 
 
D) マイバッグ 
中央町、八幡駅前、枝光駅前、相生町、春
の町などの各商店街ではマイバッグを持参
しレジ袋を断った市民に2ポイントを付与
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した。市民の環境配慮行動を促進しながら
商店街の集客にも役立ち両者にとってメリ
ットがあった。 
 
E) 企業環境活動 
企業の環境活動の取り組みとして、オフ
ィスカーのカーシェアリング一回の利用に
つき15ポイントを発給した。このほか、企
業で取り組む清掃活動や、アイドリングス
トップにもポイントを発給する予定であっ
たが、企業の個々の取り組みを取り上げる
ことは難しく、うまく実行されなかった。 
 
F) 地域清清掃活動 
清掃活動では、参加者数でギネスを狙う
全市的な取り組みなどが行われている。実
証期間中も、小学校周辺、公園、道路など
多くの範囲で清掃活動が行われた。また清
掃活動の前後には、ソフトボールやお茶飲
みなど参加者どうしの親睦が図られた。 
 
一方で、参加者が入手したポイントは公共施設や民間事業者、また、地域通貨の
事務局（北九州市民環境パスポートセンター）において利用することができた。地
域通貨の利用プログラムは、環境活動のプログラムと同様に幅広い様々な選択肢を
準備し、参加する市民に対して十分な活動への動機づけとなるように配慮した。 
特典メニューは、北九州市の施設のほか、スペースワールド、シーサイドスパ、
商店街などに幅広く協力を呼びかけ、入場料、入浴料、商品券、バスカード、図書
券などのメニューを取り揃えた。そのほかにも10 ポイントで愛知万博入場券の懸
賞に応募できるなどのゲーム性も付加し、市民にとって魅力のあるプログラムづく
りに努めた。 
特典メニューでも2章で検討した車両削減の取り組みとして、タクシーチケット
の交換をメニューで用意すると同時に、地域の商店街の利用券を交換で用意するな
ど連携を明確にした。  
特典メニューや特典が利用できる施設等は以下の通りである。 
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表４－４ 特典メニュー概要 
千草ホテル、北九州八幡ロイヤルホテルの2箇所飲食代の割引
帆柱ケーブルの1箇所乗車料の割引
光タクシーの1箇所タクシーチケットとの交換
いのちのたび博物館駐車場など2箇所駐車料の割引
環境ミュージアム、いのちのたび博物館など4箇所入場料の割引
シーサイドスパの1箇所入浴料の割引
北九州エコライフプラザなど4箇所商品との交換
中央町商店街、枝光商店街など5箇所商店街利用券との交換
テーマ ポイント使用先
サービス・割引
• サービス・割引（20）、懸賞（3）、寄付（1）のポイント使用先を準備
懸賞・寄付
環境NPOネット「竹環」の1箇所寄付
懸賞 エコツアー2箇所、愛知万博入場券
 
 
表４－５ 特典メニュー詳細 
分野 プログラム・施設等の名称 場所・日時 利用レート 
公共 
施設 
いのちのたび博物館入場料 いのちのたび博物
館 
入場料おとな500 円を50 ポイ
ント 
環境ミュージアム入場料 環境ミュージアム 入場料おとな100 円を10 ポイ
ント 
フリマエキスポ※出展料・入場
料割引 
※フリマエキスポ＝北九州市
が主催するフリーマーケットを
中心としたイベント 
西日本総合展示場 出展料3,150 円を 
315 ポイント 
入場料500 円を 
50 ポイント 
駐車料金（いのちのたび博物
館駐車場） 
いのちのたび博物
館駐車場 
80 ポイントで無料駐車券を発
行 
駐車料金（市営勝山地下駐車
場） 
市営勝山地下駐車
場 
15 ポイントで駐車料金150 円
分を減免 
娯
楽・
保養 
施設 
スペースワールド入場料 スペースワールド 入場料おとな1,000 円/こども
500 円を100 ポイント/50 ポン
ント 
シーサイドスパ入浴料 シーサイドスパ 90 ポイントで無料招待券を発
行 
交通 
機関 
ジャンボタクシーチケットとの交
換 
光タクシー 10 ポイントで100 円相当分の
チケットと交換 
ケーブル運賃 帆柱ケーブル 10ポイントで片道運賃 
飲食 飲食代割引 千草ホテル 30ポイントで300 円割引 
飲食代割引 北九州八幡ロイヤ
ルホテル 
20 ポイントで200 円割引 
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商店
街 
商店街利用券との交換 中央町、枝光、八
幡駅前、相生、春
の町の各商店街 
80 ポイントで500 円分の利用
券と交換 
その
他 
商品割引（文房具） 加来文機（文具店） 10 ポイントで100 円割引 
有機野菜の購入 のうみ農園 1 ポイント10 円として商品購入
に利用 
エコグッズの購入 
（環境配慮石鹸、リサイクル紙
を使ったノートなどの文具等） 
北九州市エコライ
フプラザ 
1 ポイント10 円として商品購入
に利用 
エコグッズの購入 
（環境配慮石鹸、リサイクル紙
を使ったノートなどの文具等） 
北九州市民環境パ
スポートセンター 
（事務局） 
1 ポイント10 円として商品購入
に利用 
特典
品 
（引
換） 
図書券との交換 80 ポイントで500 円分の図書
券と交換 
バスカードとの交換 150 ポイントで1,100 円分のバ
スカードと交換 
オレンジカード（鉄道用プリペ
イドカード）との交換 
150 ポイントで1,000 円分のオ
レンジカードと交換 
家庭用ごみ袋（大・45 リット
ル）との交換 
15 ポイントで10 枚 
事業系ごみ袋との交換 160 ポイントで10 枚 
 
特典
品 
（懸
賞） 
小国町エコツアー 10 ポイントで1 口応募当選者
数は5 人 
早稲田界隈エコツアー 10 ポイントで1 口応募当選者
数は1 人 
愛知万博入場券 10 ポイントで1 口応募当選本
数は10 本 
寄付 環境ＮＰＯネット「竹環」 寄付者の任意 
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＜ポイントの特典メニューの具体例＞ 
A) 入場料の割引 
貯まったポイントで、博物館や遊園地の
入場料の一部として利用できる。特に、環
境ミュージアムは10ポイント、いのちのた
び博物館は50ポイントで利用できるとあっ
て、比較的気軽に使えるポイントの使用先
であった。また、利用の傾向から見て、子
供たちがご褒美として喜ぶ企画であったこ
とがわかる。 
 
B) 入浴料の割引 
地域の娯楽施設の利用ということで、ポ
イントでスーパー銭湯の入浴料の割引を行
った。地域清掃で流した汗を共同浴場で流
して親睦を深めよう。とのコンセプトどお
り、これもご褒美という感覚が強かったの
か、予想以上に利用者数が多かった。 
 
 
C) 交通料金の割引 
公共交通料金の利用促進ということで、
JRオレンジカード、バスカードを特典とし
て用意したほか、乗り合いタクシー券を特
典として用意し、車の効率利用を促進した。 
 
D) 飲食代の割引 
ホテルの行うオーガニックランチなどで
のポイントの利用を可能とした。割引率は
食事代の２～３割程度とかなりお得感があ
る。従来の地域通貨では、原価率の低い飲
食業が集客を目的にポイントを引き受ける
ことが多いが、環境パスポートでは、環境
に配慮したプロクラムづくりを意識し、地
産地消を促進する店に限定した。 
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E) ごみ袋購入 
ごみの回収に指定袋手数料制度をとって
いる。今回、特典プログラムの中でも特に
人気であったのが、家庭用ごみ袋の購入で
あった。 
環境に良いことをして、ごみを出す際の
手数料につながることは、お得感を実感し
やすいという声もあった。 
 
F) 環境配慮送品購入 
本市の推奨する環境配慮商品を特典とし
て用意した。ただし、通常購入価格とポイ
ントによる価格が変わらなかったため、商
品購入のインセンティブにはつながらなか
った。 
しかし、環境配慮商品が並ぶ陳列棚には、
関心を持つ参加者が多く見受けられた。 
 
G) ファーマーズマーケット 
（地産地消促進事業） 
農家や飲食店経営者などによる有機野菜
とそれらを使用した料理などの出店。また、
小規模作業所のお菓子・作品や、地元商店
街、フードカーなども参加しての期間限定
市場を開催した。   
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c) 地域環境通貨取引端末の仕様 
本実証事業のために開発された取引端末は３つあり、取引のシーンに合わせて、
据え置き型、かざし型、携帯型がある。ただし、第３章で記述したように、これら
のシステムは全てＩＣカード（Ｂタイプの接触式、非接触式）での決済を行うもの
で、ローカルとセンターのサーバー両方で管理している。この取引システムの特長
については、表４－６～８の通りである。 
 
表４－６ 据え置き型端末の仕様
接触型対応対応カード（団体用、端末内蔵）
手動挿入式カード搬送機構ICカードリーダライタ
W384×H385×D350mm装置寸法
約23kg装置質量
接触型、非接触型対応対応カード（利用者2）
自動挿入式カード搬送機構ICカードリーダライタ
自動挿入式カード搬送機構ICカードリーダライタ
5インチ 24倍速CD-ROM
3.5インチ 3モードドライブFDD
128MB以上メモリ
Celeron 1.7GHz以上CPU制御部
アナログ抵抗膜方式タッチパネル機能パネル入力機能
200 cd/㎡以上白色表示輝度
接触型、非接触型対応対応カード（利用者1）
40GB以上HDD
横1024ドット×縦768ドットドット構成
15インチ表示サイズ
カラー液晶ディスプレイ、TFT方式表示方式表示部
本製品仕様項目 ■正面
■側面
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表４－７ かざし型端末の仕様
1スロット
PCカード式ICカードリーダーに使用
PCMCIAスロット
Windows XP EmbOS
512MBCF
約W230×H180×D100mm装置寸法
約2kg装置質量
接触型対応対応カード（内蔵式PCカード式）
手動挿入式カード搬送機構ICカードリーダライタ
無しカード搬送機構ICカードリーダライタ
256MB以上メモリ
Celeron 1.0GHz以上CPU制御部
200 cd/㎡以上白色表示輝度
非接触型対応対応カード（利用者用）
横800ドット×縦480ドットドット構成
7インチ表示サイズ
カラー液晶ディスプレイ、TFT方式表示方式表示部
本製品仕様項目
■かざし型端末
■PCカード式ICカードR/W
 
 
 
表４－８ 携帯型端末の仕様
USB1.1×2 ステレオヘッドフォン×1
モノラルマイク×1
インターフェース
512MBファイル：CF ROM
-装置：HDD
約W294×D233×H27.5mm装置寸法
約1.36kg装置質量
256MBメモリー
名称：Transmeta Crusoe TM プロセッサ
モデル、周波数：TM 5500・667MH
CPU制御部
10.4TFTカラー 300×600ドット
26万色表示 タッチパネル（抵抗膜式）
ディスプレイ表示部
本製品仕様項目
PC Card Standard(JEITA V4.2) TypeⅡ
準拠
2GB以上
カード型HDD
本製品仕様項目
● PCの仕様
● カード型HDDの仕様
■携帯型端末の概観
■専用アタッシュケース
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4.2 環境活動への経済的インセンティブ付与の検証 
4.2.1 地域環境通貨の流通状況の検証 
地域環境通貨の流通に関しては、地域環境通貨の取引データおよび実証実験後の
アンケート（有効アンケート数 316 件）、本格実施における 2008 年 2 月におこなっ
たアンケート（有効アンケート数 204 件）の結果を元に分析した。 
なお、地域環境通貨の取引データは実証実験の 3 ヶ月のポイントを分析しており、
流通量は参加者 1,127 人に対して獲得ポイントが 110,189Ｐ（うち 45,440Ｐを初期
ポイントとして付与）使用ポイントが 77,687Ｐであった。 
 
a) 地域環境通貨の発行状況 
ポイントの発行状況は表４－９に示すように、資源回収、グリーンコンシューマ
ー及び地域清掃が中心であった。企業での車の削減の取り組みは実行が容易でなか
ったといえる。 
表４－９ ポイント付与概要 
2,145P11人企業環境活動
900P30人セミナー参加（3）
4,830P132人ワークショップ参加（23）
2,516P1,251人グリーンコンシューマー
150P5人体験（4）
7,930P286人イベント参加（14）
18,155P835人資源回収
1,198P204人その他（5）
1,110P37人地域広場整備（2）
25,815P881人地域清掃活動（61）
64,749P
ポイント獲得数
3,672人総数
延べ参加人数テーマ
 
表４－１０ ポイント付与詳細 
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b) 地域環境通貨の利用状況 
 ポイントの利用状況は表４－１１に示すように、商品との交換が中心であった。 
車両削減のための駅前駐車場の利用券やタクシー券への交換も、一定程度の需要
が見られた。また、商店街利用券も比較的多く交換されている。 
 
表４－１１ ポイント利用概要 
860P26人懸賞(3)
3,760P22人商店街利用券との交換（5）
280P19人タクシーチケットとの交換（1）
710P9人駐車料の割引（2）
4,590P35人入浴料の割引（1）
2,400P63人入場料の割引（4）
2,043P65人寄付（1）
62,974P508人商品との交換（4）
70P3人飲食代の割引（2）
0P0人乗車料の割引（1）
77,687P
ポイント使用数
750人総数
延べ使用人数内容
 
表４－１２ ポイント利用詳細 
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4.2.2 経済的インセンティブの妥当性についての検証 
a) 参加者のアンケート（経済的インセンティブ希望調査）の分析 
実証実験の付与メニューにおけるポイントの発行レートについては、利用時に1 
ポイント＝10 円相当として利用できること、および実行の容易さを勘案しつつ、
日常的に簡単に参加できるプログラムについては小額のポイントを、回数が少なく、
また、時間を要するプログラム（イベント的メニュー）については比較的大きめの
ポイントを付与するように設定した。 
しかし、発行レートの設定については、実証実験の結果をふまえて、見直しを行
っていく必要がある。 
参加者のアンケートでは、表４－１３に示すプログラム別に参加者の希望するポ
イント、実行の容易度、環境配慮を実感するかどうかをたずねた。 
 
表４－１３ プログラム No.一覧 
＜資源回収＞ 
1 空き缶・ペットボトル回収 
2 古紙回収 
3 廃油回収 
＜イベント・ワークショップ参加＞  
4 環境ミュージアム 各種イベント 
5 環境ミュージアム見学 
6 環境ミュージアムサポーター活動 
7 エコライフプラザワークショップ  
8 ペットボトルワークショップ 
9 シティファームワークショップ 
10 のうみ農園体験 
11 地域イベント参加 
12 うずめ劇団観劇 
13 子どもエコクラブ活動 
14 環境・まちづくりセミナー 
＜マイバック・ノーレジ袋＞ 
15 マイバック 
16 ノーレジ袋 
＜自動車関連＞ 
17 アイドリングストップ運動 
18 カーシェアリング 
19 ノーマイカーデー 
＜地域清掃活動等への参加＞ 
20 社内等の清掃活動 
21 地域清掃活動 
22 公園・広場整備 
＜その他＞   
23 オーガニックメニューお食事 
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表４－１４ アンケート結果 
なお、アンケートの有効サンプル数は１２９件で、希望ポイントについては、以
下の質問事項に対して各参加者の示したプログラムごとのポイントの平均値との
比率を合算し、これに全参加者の示したポイントの平均値をかけた。 
また、実行容易度、環境配慮を感じたかどうかは以下の質問の回答の全参加者の
平均値をとった。 
※ 実行容易度は各項目の番号を点数として平均をとった。 
※ 環境貢献度は「３．ふつう」を０点として、「1．大いに意識できた」を
２点、「2．やや意識した」を１点、「4．特に意識しなかった」を－１
点、「5．環境貢献ではないと思った」を－２点とした。 
 
これらの傾向を見るために、日常的メニューとイベント的メニューに分けて、そ
れぞれ図４－９、図４－１０に示す。なお、傾向を示すため縦軸は単純に比率で示
している。 
加えて、日常的メニューについては、二酸化炭素の排出量の削減についても重ね
て示している。 
これを見ると、日常的メニューについては、希望ポイントと、実際ポイント、実
行容易度が似たような傾向のグラフとなった。また、環境配慮性と二酸化炭素の排
出量の削減についても似たような傾向にあるといえる。 
  
プログラム
No. 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
希望ポイント 26 29 31 41 30 40 38 41 35 42 44 34 
実際ポイント 5 5 10 30 2 5 30 40 30 30 30 20
実行容易度 2.93 3.02 3.65 3.35 3.33 3.56 3.53 3.43 3.71 3.77 3.35 3.56
環境配慮性 0.57 0.5 0.24 0.16 0.12 0.05 0.05 0.12 -0.10 -0.10 0.10 -0.20
プログラム
No. 
13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 
希望ポイント 40 46 20 20 29 34 42 37 50 55 28 
実際ポイント 10 30 2 2 5 15 30 5 30 30 5 
実行容易度 3.61 3.56 3.01 3.09 3.55 3.7 3.64 3.31 3.07 3.25 3.76 
環境配慮性 0.01 0.05 0.46 0.41 0.14 0.06 0.12 0.20 0.43 0.28 -0.20 
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図４－９ 日常的メニュー 
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実行容易度
環境配慮性
図
４－１０ イベント的メニュー 
 
これに対して、イベント的メニューについては、No.8 を除いて、同じポイント
を付与したが、希望ポイントは数値に差が出ている。図４－１０では希望ポイント
の順に横軸を並べているが、傾向として右に行くほど、地域清掃ように公共のため
に尽くすようなプログラムであるのに対して、左に行くほど環境学習のような、自
分のためにもなるようなプログラムが並んでいることがわかる。 
利己性           公共性 
プログラム No. 
プログラム No. 
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4.3 通貨の取引履歴を活用した評価システムの検証 
4.3.1 市民活動による環境負荷の削減効果の検討 
本実証では、地域環境通貨の取引履歴を分析して市民の環境保全行動の評価を行
った。 
この評価においては、市民の環境保全行動を地域環境通貨の価値に換算している
ので、ポイントは前述のように単なる経済的インセンティブと捉えるばかりでなく、
環境負荷軽減に対する貢献度を表す一種の環境指標として捉えることができると
考える（詳細設計は第３章に記述）。 
 
a) ＬＣＡ評価の事例 
今回の実証実験では、ポイントという評価基準の他に、環境評価指標としての別
体系の評価方法を提案している。いくつかのプログラムについて環境貢献度を、純
粋に二酸化炭素排出量の削減量によって評価しようというものである。 
これらはポイントの取引履歴によって算出される。これは環境パスポートの持つ
情報機能といえる。 
つまり、ポイントを二酸化炭素の排出量削減量で示すことで、自分の行動を環境
に対してより客観的に評価できると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１１ 評価プログラム一覧 
 
LCA 評価手法の一例としてカーシェアリングの事例を示す。LCA 評価は現在の行
動と代替行動での環境負荷の違いを考慮して計算を行う。現在の行動としては、個
以上の項目について基本行動(現状)と代替行動
による環境負荷削減量を試算する
・ペットボトル分別回収
・空き缶分別回収
・古紙分別回収・古紙再資源化
・廃油分別回収
私たちが行う評価項目一覧
・カーシェアリング
環境負荷を試算することは
困難な為，今回は対象から除外した
・マイバック
・環境家計簿
・アイドリンクストップ
・ノーマイカーデー
レンタル事業
ごみ分別回収促進
エネルギー消費量
削減等の行動改善
環境教育参加
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人がそれぞれに 1 台の平均的な燃費の車両を使用すると仮定するのに対して、代替
行動では低燃費車輌を 10 人でシェアした場合を仮定し、導入や廃棄の環境負荷、
使用時の燃費効率を比較している。 
評価項目の一覧を図４－１１に示している。以上の 9 項目について基本行動（現
状）と代替行動による環境負荷削減量を試算した。なお、環境教育参加については
環境負荷を試算することが困難なため、評価対象から除外している。 
 
4.3.2 ＬＣＡ評価の妥当性の検証 
a) 複数メニューのＬＣＡ評価の比較 
付与メニューのうち二酸化炭素削減効果が認められるいくつかの項目について
は、 LCA 手法による環境負荷の分析を行い（永田ほか、2005）、二酸化炭素の削減
単位を表４－１５のように定めた。 
 
表４－１５ 二酸化炭素の削減量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 参加者のアンケート（実行容易度アンケート）の分析 
環境パスポート事業は現段階においては、一般の地域通貨のように行為に対する
経済的インセンティブを重視したポイントを付与している。このためポイントの付
与率と環境負荷（ELP 削減量）との整合性は充分ではない。ただし、今後の事業で
は環境負荷を考慮した付与率に変更していく方針である。 
なお、参加者の図４－９、図４－１０に示した、実行容易度と環境負荷等の関係
プログラ
ム 単位 削減量kg-CO2 算出根拠 
空き缶回収 20本 2.689 現状の空き缶の容器への再生率とＲＶＭによる100％再生を比較して評価 
ペットボト
ル回収 20本 1.416
現状カスケード利用されたり，焼却・埋立されているもの
が再生ペットボトルとなるとして評価 
古紙分別回
収 10kg 1.914
紙が分別されず焼却された場合と再生された場合を比
較して評価 
食用廃油回
収 500ml 0.834
BDFの製造時の環境負荷と、軽油の使用を比較して評
価 
カーシェア
リング 1回 0.761
低燃費車輌を10人/台でシェアした場合、導入に際する
環境負荷、燃費改善を考慮して評価 
ノーマイカ
ーデー 1日 1.458
自動車をバスに代替して平均的な移動距離を根拠に評
価 
マイバッグ 1枚 0.0334 レジ袋（ポリ塩化ビニル）を製造・使用する環境負荷がかからないものとして評価 
生ゴミエタ
ノール化 1kg 0.312
生ゴミを焼却処理する場合とエタノール化し、残渣を溶融
炉で処理した場合を比較 
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について示したが、ここでは実行容易度と希望ポイントの関係に絞り込んだものを
図４－１２に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１２ 実行容易度と希望ポイントの関係 
 
図４－１２より、日常的メニューにおいては、実行容易度と希望ポイントに概ね
比例関係が見られる。他のメニューにおいては、実行容易度とポイントの関係はあ
まりないことがわかる。 
このため日常的メニューの実行容易度に着目してポイントを決めることが効果
的といえ、まず日常的メニューを軸に、ELP 削減量も考慮し実行容易度からポイン
トの再決定を行うことにする。 
 
4.3.3 環境負荷削減効果と実行容易度と経済的インセンティブの関係についての
検証 
a) 環境負荷削減効果と経済的インセンティブの関係の分析 
次に実行容易度を横軸として、年間 ELP 削減量の関係を、実行容易度の順に並べ
て一つのグラフとする（図４－１３）。 
全ての計算は、各メニューを１年間、日常的に行ったものとして算出している。
年間 ELP 削減量に変換して考える背景には、日常的なメニューと、実施頻度の少な
いメニューの環境負荷削減効果を 1 回あたりの効果ではなく、継続して続けたとき
の効果として捉えるためである。 
なお、このような作図方法で見ると図４－１３に示すように、自動車由来のメニ
ューについて以外では、緩やかな環境負荷削減効果と経済的インセンティブの整合
性が見て取れる。 
また、図４－１３には環境パスポートで行われていないメニューも参考値として
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示しているが、環境パスポートで行われたメニューは名称を明記している。 
 
図４－１３ ELP 削減量と希望ポイント 
 
b) 環境負荷削減効果による経済的インセンティブの決定方法の検討 
次に、基準となる任意の２つのメニューポイント（ここでは空き缶・ペットボト
ル回収とカーシェアリングを基準とした）を決め、年間 ELP 削減量と縮尺を合わせ
た線形（ y = 963.7x - 2166.5 ）を作成する。これら２つのメニューに対する年
間標準ポイントを基準に、全メニューの年間標準ポイントを設定する（図４－１４）。 
なお、年間 ELP 削減量と年間取得ポイントの比は、年間取得ポイントの平均値と
年間 ELP 削減量の平均値の比がおよそ 131 だったことより決定した。 
このとき、環境負荷の数値である ELP 削減量と標準ポイントは整合がとれていな
いことがわかる。特に車に関連した取り組みは ELP 削減量が突出し、乖離している。 
こうした不整合を補完するため、年間 ELP 削減量の突出したプログラムには、前
述の標準ポイントに上乗せしたポイントを設定することを提案する。ただし、突出
したプログラムに対して、それに比例したポイントを付与するのは困難である。こ
こでは一案として突出するプロラムに“実行容易度＋１”を上限としたポイント付
与のルールを提案している。図４－１４の中では、破線で示すように、この破線を
越えて ELP 削減量が突出するプログラムには、実行容易度が＋１に相当するポイン
トを付与する。 
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図４－１４ 標準ポイント算出グラフ 
表４－１６ 標準ポイント算出結果 
プログラムメニュー名 年間取得ポイント 年間実施回数 標準ポイント 
空缶・ペットボトル回収 383+964 383 個/人  1+3ｐｔ/個  
古紙回収 412+964 240kg /人  2+4pt/kg 
地域清掃 888 48 回/人  19ｐｔ/回  
環境ミュージアム見学 1043 48 回/人  22ｐｔ/回  
環境ミュージアム各種イベント 1063 48 回/人  22ｐｔ/回  
地域イベント参加 1063 48 回/人  22ｐｔ/回  
マイバック・ノーレジ袋 1141 156 枚/人  7pt/枚  
ペットボトルワークショップ 1141 48 回/人  24pt/回  
エコライフプラザワークショップ 1238 48 回/人  26pt/回  
アイドリングストップ運動 1257+964 365 回/人  3+3pt/回  
サポーター活動・観劇・セミナー 1267 48 回/人  26pt/回  
子供エコクラブ活動 1315 48 回/人  27pt/回  
ノーマイカーデー 1345+964 48 回/人  28+20pt/回 
カーシェアリング 1403 120 回/人  12pt/回  
シティファームワークショップ 1413 48 回/人  29ｐｔ/回  
オーガニックメニューお食事 1461 48 回/人  30pt/回  
のうみ農園体験 1471 48 回/人  31pt/回  
廃油回収 1500 1500mL /人  1pt/mL 
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一般的な地域通貨ではこうしたポイントの設定が、感覚的な方法で決定されるこ
とが多いが、行政が行う事業としてはその根拠が求められる。環境負荷削減に効果
的なプログラムや、行政が政策的に重点課題とする取り組みに、高いポイントを設
定する際に、その根拠として図４－１４、表４－１６を活用することができる。標
準ポイントより高いポイントを政策的に設定することで、経済的インセンティブを
効果的に機能させることになると考える。 
 
c) 経済的インセンティブ設計における運営上の課題の整理 
地域環境通貨運営側の要望としては、環境活動で付与されるポイントと環境負荷
削減が複数のプログラムに渡って整合性がとれることを要望する。これは地域環境
通貨の原資を、環境負荷削減を根拠に捻出したいとの意図からである。 
しかし、北九州市において取引メニューの検討において、個別メニューごとの環
境負荷削減効果を算出し呈示した結果、運営者側の意図に反して、特に３R 系の環
境負荷削減効果が小さいことが問題視された。多くの日常的な取引メニューが３R
系か、あるいは環境教育や地域清掃など環境負荷削減効果の望めないものであった。 
前節の希望ポイントはアンケートによる取引メニューの価値の調査であり、「仮
想市場法的価値の決定（実際には実行容易度を勘案した）」といえる。 
しかし、一方で実証実験のポイントはイベント的プログラムである環境教育や地
域清掃に高めのポイントを設定している。環境パスポートで環境教育の促進と、地
域のコミュニティの活性を政策的に進めようとした方針があってのことで、これに
「政策的意義に基づく価値に設定」が行われた結果である。 
今後、これらのポイントの考え方はあくまでも「経済的なインセンティブ機能」
を前提とした手間に対する対価として、あるいは重点政策を誘導するための手段と
して、価値設定がなされていくものと考えられる。図４－１５にこれらの相関関係
を模式図的に示す。 
このとき価値と原資の相関は、以下に示すような関係式で考えられる。 
（価値）＝Ａ＋Ｂ  
（価値）×（流通量）≒（原資）  
（原資）≦Ｃ＋Ｄ      
 ＊アルファベットは図４－１５のものを示す。 
つまり、価値については A の仮想市場法的に決まるものが、「時間・手間」を単
位とする誰でもが平等にもっている価値の裏付けによるものであり、B の政策的価
値の設定が、二酸化炭素のような LCA 評価をもとにした「計量的価値」を加味する
ものといえるであろう。 
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図４－１５ ポイント設定と原資の関係 
 
詳しい議論は、第５章で他地域での事例を含めて検証するが、北九州市において
も、付与ポイントと環境負荷削減効果の関係について、明確な解法を出せるには至
っていない。ただし、こうした付与ポイントと環境負荷削減効果の関係についての
議論が地域でなされ、環境負荷削減効果を意識した環境活動の実施への意欲に繋が
ったものと考える。 
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4.4 地域環境通貨システムによる市民の環境活動の促進効果の検証 
4.4.1 環境活動の指標としての有用性の検証 
評価システムについては、環境パスポート事業では「グリーン通知表」と呼称さ
れていた。  
表示内容は、第３章でしめしたが、①環境活動の行動パターン分類別ポイント獲
得表示と、②参加者中の偏差値で示す行動パターン分類別バランスをレーダーチャ
ートで表示させた。 
行動パターン分類は、表４－１７に示す通りである。 
Ａ 消費削減 
Ｂ 資源回収、適正廃棄 
Ｃ エネルギー投入量削減 
Ｄ 環境改善行動 
Ｅ 環境教育参加 
Ｆ 地域づくり、まちづくり参加 
Ｇ 環境配慮、商品購入 
Ｈ 地産地消 
Ｉ 自然とのふれあい
 
表４－１７ 行動パターン評価項目 
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表２－８－２ 行動パターン評価項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、環境負荷削減表示については、前節に記載した9項目について環境負荷削
減量反映させて、表示させた。環境教育参加やイベントへの参加については環境負
荷を試算することが困難なため、評価対象から除外している。 
 
a) 参加者のアンケート（地域通貨取引高と参加意識の調査）の分析 
本実証実験では、終了後に地域環境通貨システムに関するアンケートを実施して
いる。 
なお、これらのアンケート結果の集計は、回答者の参加度合い（獲得ポイントと
使用ポイントの総和である移動ポイントによって参加状況を調査し設定）によるグ
ループ分けをして集計した、グループ分けの基準は以下のようにした． 
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• ～97 位（上位 100 人）  ポイント 260～ 有効アンケート数 61 
• ～197 位（上位 214 人） ポイント 150～ 有効アンケート数 65 
• ～296 位（上位 300 人） ポイント 80～  有効アンケート数 50 
• ～392 位（上位 403 人） ポイント 40～  有効アンケート数 59 
• ～417 位（上位 520 人） ポイント 30～  有効アンケート数 75 
 
一つ目のアンケートは、今回の事業をきっかけに環境活動の参加の機会が増えた
かどうかを問うものであった。 
全体としては、環境活動に参加する機会が増えたという人は、３割ほどだが、参
加度合い別のグラフをみると、参加度合いが高いグループと少ない方から２番目グ
ループに、環境活動に参加する機会が増えた人の割合が多いことがわかる。 
これは、実証実験を通じて、参加の機会の多いグループには環境活動継続の励み
になったこと、少ないグループには環境活動参加者の裾野を拡げる取り組みになっ
たと考える。 
31 68 1
0 20 40 60 80 100
全体
1.増えた
2.これまでとあ
まり変わらない
3.減った
19 80 1
0 20 40 60 80 100
36 61 3
0 20 40 60 80 100
25 75 0
0 20 40 60 80 100
32 68 0
0 20 40 60 80 100
33 64 3
0 20 40 60 80 100
今回の事業をきっか
けとして，環境活動
に参加する機会がこ
れまでと変わりまし
たか？
ポイント
260～
ポイント
150～
ポイント
80～
ポイント
40～
ポイント
30～
%
%
%
%
%
%  
図４－１６ アンケート結果① 
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二つ目のアンケートは、環境貢献がポイントや樹木の表示で表されることに対し
て、活動の励みになって良いと考える参加者は 65％あり、特にポイント獲得の上
位者(25％)にはその傾向が強く、その 70％が支持をした。励みになる理由として、
環境への取り組みが目に見えることで、活動の楽しみにつながっているという答え
が多く見られた。以上のことから、環境への取り組みが目に見えることで、活動の
楽しみにつながり、環境保全活動を継続的に実施する動機付けとなる効果があると
考えられる。 
65 21 14
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全体
1.励みになって
良い
2.環境活動はポ
イントで表せるも
のではない
3.あまり関心が
ない
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%
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%
環境活動をポイント
で示すことについて，
どう思いますか？
 
   図４－１７ アンケート結果② 
 
ただし、実証実験では情報発信を Web サイトでの配信と紙ベースの配布物で行っ
たが、アンケートによると、Web サイトでの情報閲覧は参加者の 2 割程度にとどま
った。これは、参加者の年齢構成のうち 20～40 代が 4 割弱であり、大半が高齢者
であったことが要因として上げられる。この点に、Web サイトを活用したシステム
のデメリットがある。今後、運営者は参加者が、より能動的に Web サイトにアクセ
ス可能な情報端末を設置する。あるいは Web サイトの情報性を向上させ、参加者に
とってアクセスのメリットのあるサイトを構築することが求められる。 
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b) 情報フィードバックにおける運営上の課題の整理 
情報フィードバックに対して、本研究では環境情報や環境貢献の可視化という用
語を用いてきた。昨今、「見える化」という用語が一般的になっている。 
本実証事業を通じ、運営側の課題として Web サイトによる情報発信が参加者の２
割にとどまるという問題が挙げられる。地域での議論の中でも「見える化」ではな
く「見せる化」が必要であり、紙ベースなどでの情報発信を求める声があった。 
行政としても、インターネットを活用できない世帯の対策をこういる必要がある
ことは理解でき、2004 年当時、高齢化の進む八幡東田地区で Web サイトでの情報
発信は時期尚早という意見ももっともであった。しかし、これからの議論として総
務省情報通信政策局の通信利用動向調査報告書世帯編ではパソコン普及率は 2011
年 3 月で 83.4％であり、インターネット利用率は 2010 年度末で 93.8％となってい
る現状をふまえれば、Web サイトでの情報発信に後ろ向きな議論をする必要はない
と考える。 
加えて、Web サイトでの情報発信のメリットッとして、紙ベースの通知表の郵送
と比較して、郵送のコストが掛からないこと、そして何よりも個人情報を運営者側
が管理をするリスクから解放され、運営コストが大幅に削減できることが上げられ
る。2004 年当時と比較して、個人情報の管理に対しての考え方はより厳重化を求
められている。このあたりの議論は第 7 章でも記述することとする。 
 
4.4.2 評価軸の多様化の検討 
本実証実験では、環境活動の指標となる一つの捉え方を二酸化炭素の排出量削減
という形で示してきた。参加者からも全ての項目がこうした簡単な指標で捉えられ
るとよいとの意見が有った。しかし、全ての行動をこのＣＯ２削減の指標で捉える
ことは難しい。 
そこで、二酸化炭素削減だけではない評価軸を増やし、多様性のある捉え方で評
価を示すことを検討する。 
図４－１８にその検討例を示すが、環境をいろいろな切り口で捉えている。 
具体的には二酸化炭素の排出量で評価しづらかったイベント的メニューについ
て、地域貢献性のあるものは「地域のために流した汗」で、環境教育、自然体験な
どは「体験や学習による感動」で示そうというものである。 
評価手法としては「汗」は、参加者が持ち歩いた万歩計の「歩数」やその日の「気
候」の関数などで示すことが考えられる。また、これに対して「感動」は参加者の
「感想などによる評定」で決めていくことを想定する。 
環境をいろいろな切り口で捉えることで、環境パスポートが客観的な分析のツー
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ル＝評価指標として進化することが求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－１８ 多様な評価軸 
 
4.4.3 市民環境活動のプラットフォームとしての位置づけの検証 
a) 市民環境活動のプラットフォームの意義の分析 
環境パスポートはＩＣカードなどの電子媒体でのポイント流通を行っているこ
とで、参加者の取引履歴が分析できるという特徴がある。この履歴は、参加者個人
の環境活動の履歴として、これを集計して「通知表」という形で、参加者にフィー
ドバックすることとしている。さまざまな環境活動を統合し認識できるという点で、
市民の身近な地域での取り組みを的確に捉えることのできるシステムといえる。 
 
プログラムを実行したことで実現すると仮定される 
二酸化炭素の排出量の削減を数値で示し指標とする 
環 
＜評価対象プログラム＞ 
＊ 資源回収（資源再利用を評価） 
＊ 使用削減（消費エネルギー削減）
 
プログラムに参加したことで環境のために流した汗を 
労働時間、運動量等で数値化し指標とする 
汗 
＜評価対象プログラム＞ 
＊ 地域清掃、街づくり 
＊ 古紙回収（集団回収など） 
 
プログラムを参加したことに対する感動や感謝を 
参加者の感想で相対的に評価し指標とする 
感 
＜評価対象プログラム＞ 
＊ 環境教育、自然体験などが高い
ポイントとなると考えられる。 
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インプット アウトプット
＜環境学習ポイント＞
体験や地域貢献などの
参加によるポイント
＜環境家計簿・省ｴﾈﾎﾟｲﾝﾄ＞
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モーダルシフト
による負荷削減
＜３Rポイント＞
容器包装削減など
による負荷削減
環境活動の履歴活用
評価機能
コミュニティ単位の集計
環境負荷削減の可視化
ＣＯ２排出権取引
による企業との連携
原資の循環による
地域･都市連携
＜他の地域通貨＞
既存地域通貨あるいは
ポイントシステムと連動
＜家電商品ポイント＞
環境配慮商品購入
による負荷削減
地域環境通貨
システム
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インセンティブ機能
＜エコグッズへの交換＞
＜地域消費の拡大＞
＜地域独自の
価値の活用＞
図４－１９ 市民活動のプラットフォーム 
 
また、「通知表」では、活動を行動パターンで分類して、その貢献度をバランス
で示し、参加者の努力を示す「ものさし＝指標」として提案している。また、プロ
グラムのいくつかは、その行動をＬＣＡ手法の一つであるＥＬＰ指標で分析し、二
酸化炭素の排出の削減量として表示しており、これを木や森に表現して、参加者の
活動が具体的な形となって現れることを、実感してもらえるようにしている。この
点において、長期的な視点で個々の行動が俯瞰できる情報システムであるといえる。 
さらに、これらの参加者の貢献を合算することで、参加者総体の貢献が見られるよ
うになっており、市民の努力で北九州市全体が「環境首都」に近づいていくのが、
数値として見えてくる仕組みだといえる。行政はこの「指標」に対して目標値を示
し、市民とともに「環境首都」を目指すこととなる。つまり、地域での目標や課題
の共有が実現することになる。この点において、まさに環境パスポートは、市民に
環境活動の場を創出し、「市民環境権」を保証するための、市民のプラットフォー
ムであるといえる。 
また、北九州市のグランドデザインでは「共に創る」という「共創」の重要性を
指摘している。「環境パスポート」の展開には、一般市民ばかりでなく、ＮＰＯ、
地域商店、企業そして行政が参画する、まさに共創の場が演出される。つまり、環
境パスポートこうした地域における環境保全の共感を生み、「市民」「企業」「行政」
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のパートナーシップを活性化し、環境問題を地域のレベルで解決に導く、ネットワ
ークをつくる役割を持つと評価できる。 
また、環境パスポートを通じて、その特典メニューでエコグッズの引換を行うな
などグリーンコンシューマーの育成をめざし、環境価値の好循環を試行した点でも、
入口と出口で環境の保全を念頭に置いた地域の環境プラットフォームといえる。 
環境パスポートは、まさに「環境首都」構築に向けた市民の環境首都プラットフ
ォームとして有用である。地域環境通貨としては共創的な環境配慮型社会をめざす
ツールとして有用であるといえる。 
今後は、さらに取引メニューを開発し、多岐にわたる環境活動を一つの診断サイ
トを中心に展開することが、市民にとって判りやすい仕組みになるものと考える。 
 
b) 市民環境活動のプラットフォーム構築における課題の整理 
市民の環境活動プラットフォームとした場合の課題として、複数の取り組みを混
在させて一つの手法で扱っていくことは現場で実践を行う運営側である NPO など
は自然な流れとしてこれを受け止めることができる。しかし、何事も縦割りでの意
思決定が成される行政サイドにおいては、プラットフォームという考え方が困難で
ある。 
北九州市の環境パスポート事業においては、様々な取引メニュー構築を、既存の
環境政策を連携させ、これらの原資を総動員することで環境パスポート事業の原資
とするという検討がなされてきた。これは当時の北九州市が行政として行った大英
断であり、地域環境通貨の実践よりも、行政の縦割りを廃した取り組みとして重要
な社会実験であったと考えられる。 
本研究でも、これらの今まで縦割りであった環境政策の有効的な連携を考え、環
境政策の多面的な取り組みを可能にするプラットフォームとして地域環境通貨を
位置づけることは重要であるとするものであるが、これを他地域で展開し、定着し
ていく上では大きなハードルであると考える。これらの考察は第 5 章の他地域での
展開をふまえ、第 6 章でも改めて行う。 
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4.5 地域環境通貨システムの導入による副次的効果の検証 
地域環境通貨は環境を保全する活動に価値を見いだしポイント化することで、経
済的インセンティブを与える機能と、その取引履歴を活用した情報性を用いて新し
いコミュニケーションを生み出す機能があることをこれまで記述してきた。 
ここまでは、その主目的である「環境を保全する活動の活性化」について論じて
きた。本節ではこれ以外の効果をこれらの「経済的インセンティブ機能」「情報機
能」によりどう実現されたかを、環境パスポートへの参加者からの意見を交えなが
ら検証する。 
 
4.5.1 地域経済の活性効果の検証 
a) 実証実験にみる地域経済活性の分析 
地域通貨は、法定通貨における市場の矛盾を解消するための補助紙幣という「経
済施策」の性格があることは第１章で述べた。であるとすれば地域活性の効果は、
本来は副次的な効果でないかもしれないが、地域環境通貨は純粋な地域通貨ではな
いという主張から、あえて副次効果として取り上げる。 
商店街のサブセンターの運営を担った方々の意見として、特に空き缶の回収機や、
マイバックのポイント交付を通じて、商店街に人々の足が向くようになったとの意
見があった。あるいは商店街の意見として集客につながったとの意見も見られた。
今回の実証実験において地域の商店街は、環境パスポートの拠点として重要な役割
を担っていたことがうかがえる。 
参加者のアンケートでも環境パスポートが地域の活性化に役立つと評価する意
見が見られたが、具体的な活性化につながる実感は、人が集まった程度の現象で、
商店街の売り上げにはつながったという数値的な実感は検証できなかった。 
取引履歴を見ると、商店街におけるポイント発行は、資源回収やマイバックなど
のポイントで 20,000 ポイント程度の発行があったが、商店街の商品券として使わ
れたポイントは、4,000 ポイント弱で、地域の商店が積極的に地域環境通貨の経済
的インセンティブを地域経済が取り込んでいたとは言えない。 
参加者の意見にもあったように、人々の足が商店街に向いたことを、売り上げ行
動につなげるまでに至らなかったといえる。 
実証期間中の環境パスポートのポイントの流通量は 77,687 ポイントで 776,870
円の原資の価値があり、例えば商品の 10％の割引をポイントで受け入れたなら、
800 万円近い経済効果を生むこととなるはずであった。 
本来、地域通貨の機能として、地域外からの資本による郊外の大型店への消費需
要の流出をおさえ、地域の消費行動に向けさせようという効果があるとされている
が、具体的にこうした動きにはつながらなかった。 
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しかし、実証実験を通じて地域の商店もこの効果に着目し、是非活かしていくべ
きであるとの実感を得たようである。具体的な運営設計にも地域商店等の積極的参
加を促す仕組み作りが必要であると考えられる。 
 
b)地域経済活性効果の共創的な社会づくりへの応用 
地域環境通貨システムでは、地域における環境価値の好循環を生み出し、共創的
な社会づくりに活かそうという意図がある。こうした点から、環境パスポート事業
で行われた取り組みを検証する。 
もともと、環境パスポートのポイントは北九州市（主に八幡東田地区）以外では
流通しておらず、活用ができない。地域経済の活性効果は、従来型の地域通貨のも
つ性効果である。 
これをさらに地域環境通貨としての視点で捉えると、地域での購買の増大が環境
負荷削減に繋がるという側面があることが求められる。いわゆる地産地消の効果で
ある。ただし、環境パスポート事業で言う地産地消は広義に捉えており、車を使っ
て遠くに買い物に行くことに比べると、近隣の商店街へ徒歩で買い物に行く行動も、
自動車の利用削減となり環境負荷削減に繋がることから地産地消と呼んでいる。 
別ないい方をすれば、環境負荷削減の議論をする中で地域経済の活性化を行うこ
とが検討されることになり、こうした副次効果との相乗効果で環境負荷削減を議論
していくことは有効であると考える。 
 
4.5.2 地域コミュニティの活性効果の検討 
a) 実証実験にみる地域コミュニティの活性の分析 
地域環境通貨の導入により、在来の地域通貨の事例と同様に、地域通貨の取引に
伴うコミュニケーションの促進によるコミュニティの輪の広がりが確認できた。か
つての地域共同体で見られたが、現代社会で失われてしまった世代間交流や市民と
商店との会話が増えるなど、地域コミュニティが活性化された。 
具体例で言えば、地域清掃活動等に従来
の問題意識が高い住民だけでなく、普段は
地域活動に参加しない若年層の参加を促
進できたという事例が、この効果にあたる。 
参加者の声のなかで、市民の喜びを顕著
に表したエピソードとして、環境活動に子
供と一緒に取り組めたことが楽しかった
とか、普段は限られた人しか参加しない地 
子供たちも参加する地域清掃の様子 
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域清掃活動に新しい仲間が増えたとか、環境保全の輪が世代を超えて広がりつつ
あることを実感する事例が報告されている。 
さらに環境保全の取り組みだけでなく、日常生活の中でも小学生が地域の方に声
をかけてもらえるようになったなど、コミュニケーションの輪が環境のことだけに
止まらず広がっているという意見もあった。 
しかし、実証実験が終了しポイント付与が終わると、これらの若年層の参加者は
なくなってしまったようである。このことは残念ととらえるマイナスな事象ととら
える意見も多いが、地域環境通貨の継続があれば、若年層の参加者を継続的に呼び
込み、徐々に定着させることで地域のコミュニティが活性化され、環境の問題だけ
でなく様々な地域の問題の解決の糸口になっていくことが期待できる。 
地域コミュニティが活性化されたということはどういうことだろうか。具体的事
例として地域清掃に参加する人が増えたことを活性化と捉えていることができる。 
 
 
図４－２０ 団体の通知表 
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環境パスポート履歴を見ると、ある同じ地域の清掃参加者が、実証実験期間中で
徐々に増えていることがこれに当たる。地域で取り組む活動が増えて、地域の人々
が付与されるポイントが増えていくことがコミュニティの活性化の尺度と捉える
ことができる。 
さらに、一つの清掃だけに注目するのではなく、あるコミュニティに参加する人
が、地域環境通貨を通じてどのような環境保全への貢献を行ったかを示すことも可
能である。図４－２０に示す通知表のデータは、個人の通知表と同じフォーマット
を用いているので個人の通知表と見方は変わらないが、これは実証実験に参加した
ある企業（参加者１４人）の合算の履歴データである。つまりこの企業を一つのコ
ミュニティとし、このコミュニティがどのように環境貢献をし、コミュニティ全体
として活動が活性化してきたかという変遷を見ることができる。 
 
b) 地域コミュニティ活性効果の共創的な社会づくりへの応用 
地域環境通貨システムでは、地域におけるさまざまなアクターが役割相乗を実現
して、共創的な社会づくりに活かそうという意図がある。こうした点から、環境パ
スポート事業で行われた取り組みを検証する。 
地域コミュニティの活性効果も従来型の地域通貨のもつ効果の一つである。 
これをさらに地域環境通貨システムとしての視点で捉えると、地域コミュニティ
の活性は帰属団体集計機能で評価できるものとしている。この帰属団体機能を活か
して、地域コミュニティ間の競争を生んだり、一体感を形成したりしようというも
のである。二酸化炭素排出削減量を地域コミュニティの目標値と捉え、地域コミュ
ニティの一体感ある取り組みを促すことも可能であると考える。 
さらに、ライフスタイルの改革という点では、生活のベースである地域での生
活・活動を通じて行われることが最良であり、こうした副次効果との相乗効果でラ
イフスタイルの改善を議論していくことは有効であると考える。 
環境パスポートはそれぞれ個人のインセンティブとなるものであるが、この仕組
みを使って地域コミュニティの活性を評価できれば、行政は様々な地域の施策行う
に際して、この評価を基に適切な地域コミュニティに行うことができると考える。 
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第 5 章 地域環境通貨システムによる環境保全と地域振興への応用の検討 
     ～都市それぞれの特性に合わせた地域環境通貨の実践と分析～ 
5.1 地域環境通貨システムのさまざまな展開とその分析 
市民の環境配慮行動に経済的インセンティブを付与するシステムとして、近年複
数の自治体でエコポイントや環境活動に特化した地域通貨の導入などの事例が見
られる。本章では、北九州市・新宿区・高知県などでのポイントや通貨を通じた環
境負荷の削減の取り組みをもとに、それぞれの行動によって付与された市民の経済
的インセンティブと、行動により期待される環境負荷の削減量との相関関係につい
ての考察を行う。また、環境負荷削減効果の可視化の取り組みについて、その手法
を報告すると共に、さまざまなタイプの都市で行われる取り組みを通じて、市民の
環境活動が促進される仕組みの要点を考察する。 
また、本章においては２章において展開した都市のマネジメント手法の関連にお
いて、都市をマネジメントする地域環境通貨の活用方法とカーボンオフセットによ
る原資調達の可能性を考察する。 
本章においては地域環境通貨の一例として、４章で詳しく解説した北九州市が行
政と地域ＮＰＯとの連携で取り組んでいる地域通貨の一つである北九州市民環境
パスポート事業（以下、「環境パスポート事業」）および東京都新宿区で新宿区３R
推進協議会が実施している新宿エコ自慢ポイント、高知県と（株）ですか が連携
で取り組んでいる高知県交通エコポイントほか、さまざまな地域でのの取り組みを
実証とし、その成果を考察するものである。 
なお上記のいずれの取り組みにおいても筆者らは、環境負荷評価の監修として関
与しており、この立場で本報告と考察を行うものである。 
 
5.1.1 各都市での地域環境通貨システムの概要とその特色の分析 
以下に、各都市での地域環境通貨の取り組みの概要を述べる。 
 
a) ワセコ（早稲田大学周辺） 
～市民・商店街主導による３Ｒ推進・地域振興を目的とした通貨～ 
日常生活における３R への取り組みは、個人の努力の積み重ねによるところが大
きい。これまで早稲田商店会と早稲田大学では、環境活動を通じた商店街の活性化
を目的として、空き缶・ペットボトルの拠点回収推進のためのエコステーションに
ゲーム付き回収機を設置、飲食店で普通の箸を置くことによる割り箸の削減等の数
多くの取り組みを行ってきた。 
しかし、これらの取り組みは、相互に連動した動きになっておらず、活動の継続
性が課題となっている。このため、本事業はこうした地域の様々な３R 活動の実践
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に地域環境通貨システムを導入ことにより様々な３R の取り組みに一体感を持た
せ、地域における環境配慮活動と参加インセンティブを効果的につなげた事業を実
施することを目的とした。 
早稲田大学周辺の商店街をモデル地区として、地域環境通貨（ワセコポイント）
システムを導入する。「ワセコ」とはローマ字で「waseco」と表記し、「waseda＋eco」
の造語である。「ワセコ」は地域環境通貨の名称であると同時に、環境保全活動を
目指すこの地域のイメージキャラクターである「早稲子」のことを指す。 
参加者には会員証が配布され、協力店には会員の取組に応じたポイント券が配ら
れる。システム端末のある協力店で、会員券のバーコードとポイント券のバーコー
ドをシステム端末で登録することにより、累積ポイントを把握することができる。 
本事業は事業主体である商店会および早稲田大学が事業のマネジメント手段と
して、モデル地域内で流通する地域環境通貨を導入し、通貨の流通と市民の行動を
連動したものととらえるシステムを構築することを試みている。
地域連携事業
早稲田地域環境通貨
ワセコ
学生環境ＮＰＯ
・サークル組織
早稲田大学
環境総合研究センター
新宿区
商店会
・地域事業者
地域住民・ＮＰＯ
・小中学校
地域
企業
行政
学
包括協定
•活動助成事業
•技術協力
•研究進学指導
活動支援
•人的協力
•アンケート協力
研究協力
•研究事業計画
•事業実施推進
•成果取りまとめ
事業推進協力
•実験現場提供
•実証導入協力
実証実験協力
早稲田大学周辺商店連合会
早稲田大学学生環境NP
環境ロドリゲス
 
図５－１ 地域における実施体制 
 
この地域環境通貨の取り組みの軸として、モデル地域内で各種３R 推進の取り組
みを各実施主体が行う中で、市民の活動にポイントを発行し、このポイントが環境
に配慮された地域内のサービスや、この通貨だけに限定された特別なサービスに交
換される一環のシステムを構築している。 
本取り組みは３R 推進の取り組みとしておこなった。具体的な取り組み内容は①
地域の商店や大学生協等でのノーレジ袋の取り組み、②空き缶・PET ボトルの分別
回収、③弁当容器のリサイクル、④リサイクルワークショップなどへの参加にポイ
ントが発行される。 
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ポイントの用途としては、⑤商店街での環境配慮サービス・商品の購入、⑥エコ
イベントへの優待などを用意した。 
地域環境通貨のシステムについては３章､４章で開発を報告した「地域環境通貨
システム（DB サーバー・取引端末・評価ソフトウエア）」を活用し、これに商店街
および学生サークルなど参加主体の発想を加えて、よりエリアの特性に合わせたシ
ステムとして運用した。通貨管理は参加者 ID によるセンター管理システムで行い、
通貨媒体のコストを最小限におこなった。 
＜他の地域通貨＞
既存の地域通貨あるいは
将来、自治体単位で構想する
ポイントシステムなどとの連動
①大学生協や地域の商店等
でのノーレジ袋の取り組み
早稲田商店会
環境ロドリゲス
③弁当容器のリサイクル
環境ロドリゲス
早稲田大学生協
④リサイクルワークショップ
②空き缶・PETボトルの
分別回収
早稲田商店会
早稲田商店会
早稲田商店会
環境ロドリゲス
早稲田大学生協
早稲田大学
＜地域環境通貨評価システム＞
早稲田大学
市民の環境行動
評価・診断機能
地域・自治体単位の
環境負荷削減
可視化機能
エコ活動の実施
ポイントの発行
ポイントの利用
環境ロドリゲス
新宿区
新宿区清掃事務所
新宿環境リサイクルの会
ﾏｯﾁﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟ早稲田
ﾏｯﾁﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟ早稲田
⑤商店街での環境配慮
サービス・商品の購入
⑥エコイベントへの優待
早稲田商店会
早稲田商店会
環境ロドリゲス
 
図５－２ ワセコの取り組み内容 
 
実施主体は、早稲田商店会と早稲田大学の学生サークルである環境ロドリゲスな
ど数団体が活動を展開、早稲田大学環境総合研究センターが通貨流通のデザインお
よびシステムの構築を担当した。 
本事業は、平成 18 年度環境省の容器包装廃棄物３Ｒ推進モデル事業「早稲田大
学キャンパスとその周辺地域における３R 推進コミュニティモデル事業」として５
ヶ月の実証実験を行った。 
実証実験の規模としては、ワセコポイントシステムへの参加者数は 298 名であっ
た。また、参加店舗は 21 店舗となり、そのうちの 8 店舗にシステム端末を導入し
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た。 
個別の３R促進事業として、「空き缶・PETボトルの分別回収」（のべ281回）、「弁
当容器のリサイクル」（のべ 50 回）、「リサイクルワークショップ」（のべ 88 回）、
「マイ箸」（のべ 34 回）の各取り組みを実践した。 
本事業による二酸化炭素排出削減量は合計で約 193kg であった。これを木の二酸
化炭素吸収量に例えて、森 1 個、小さな木 7 個、枝 1 本、葉っぱ 9 枚が 1 年間に吸
収する二酸化炭素量として評価し、参加者にフィードバックした。 
二酸化炭素の削減メニューについては、４章に示した北九州の取り組みで行った
メニューのみを活用した。ただし、マイ箸についての取り組みが加わっているが、
マイ箸の利用については、割り箸利用との比較において、実施主体間で議論があり
今回は二酸化炭素の削減効果の評価には加えず、取り組みの回数把握のみとした。 
なお、これらの取り組みの内容を、他の取り組みと同様のフォームに落とし込ん
でいく。 
＜環境学習ポイント＞
＜３Rポイント＞
環境活動の履歴活用
評価機能
コミュニティ単位の集計
環境負荷削減の可視化
原資の循環による
地域･都市連携
伊那市・沼田市の森林保全
地域環境通貨
システム 環境活動へのインセンティブ機能
＜地域消費の拡大＞
商店街での
サービス・商品の購入
＜地域独自の
価値の活用＞
学生主催の
音楽イベントへの招待
学生主催の
リサイクルワークショップ
大学生協や地域の商店等
でのノーレジ袋の削減
弁当容器のリサイクル
空き缶・PETボトルの分別回収
付与メニュー 特典メニュー
早稲田商店会
早稲田大学生協
環境ロドリゲス
新宿環境リサイクルの会
ﾏｯﾁﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟ早稲田
主催団体
学生主催の環境活動を
統合させる形で実現
学生街ならではの
価値による原資の循環実践
※後継事業の
「新宿エコ自慢ポイント」
で実現
e-yonde
の活用
実施内容
 
図５－３ ワセコの取り組みの意義 
 
実証実験を機に新宿区では、環境清掃部生活環境課と新宿区３R推進協議会（地
域の30の百貨店・スーパーなどの事業者、消費者団体など市民団体からなる組織）
が新宿エコ自慢ポイントという取り組みを始めた。2008年8月から実施されてお
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り、参加者数は2010年3月現在で473人である。 
新宿エコ自慢ポイントのポイント発行対象は、容器包装削減であり、主にレジ
袋の削減と簡易包装に対してポイントを発行しており、参加店舗は30店舗である。 
発行の方法としては、レジ袋を利用しなかった証拠となる資料（例えばレシー
トに「レジ袋等辞退」のゴム印の押印のあるものや、店舗独自のスタンプカード
の押印の記録）を、地域の拠点に持参することでポイントを発行しており、各店
舗に特別な機器導入を行うことなく、ポイントを決済できるシステムを導入して
いる。基本的に参加店舗が独自のインセンティヴシステムをもつ場合であっても、
新宿区として別途ポイントを発行している。 
システムは、北九州市同様、ＩＤ認証媒体としては一次元バーコードの印刷さ
れたプラスチックカードを使用し、決済端末としてはオリジナル端末e-yondeを
使用しており、ポイントの履歴を可視化による評価システムに活用することが可
能である。 
 
b) 小菅村源流通貨 
～市民・企業主導による流域保全・カーボンオフセットを目的とした通貨～ 
小菅源流通貨では、小菅村の森林の適切な管理方策を見出そうと、村と協力して
源流地域の地域環境通貨の社会実験をおこなったものである。 
13
多 流 体 創
小菅村
流域市民
流域企業
人的交流
体験・感動
・リフレッシュ
企業の社会的責任
経済的支援
環境保全活動
流域経済圏の構築
地域の活性化
村の資源の活用
環境に対する新しい取り組み
源流というブランド
 
図５－４ 多摩川流域の一体感の創成 
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小菅村および多摩川流域での地域環境通貨は、“流域”に限定した“川（水源）
の環境保全”に目的をおいた地域通貨で、我々はこれを“源流通貨”と定義してい
る。“源流通貨”は源流地域と下流の都市地域をつなぐ試みで、流域経済圏の環境
的側面を明らかにすることになる。さらに、源流通貨を介して、上下流の環境の心
をつなぎ、コミュニケーションの促進を図ろうとするもので、源流通貨によって実
経済のグリーン化を促すことを期待している。 
 
24
都市市民企業
小菅村民
都市近郊の
美しい自然
水源涵養林
保全の問題
山里の暮らし
スローライフ
源流ブランドに着目した
企業の社会貢献の場として
心豊かな人間らしい生き方
憧れのスローライフの体験
持続可能な企業等の
社会貢献につながる
源流ブランドの積極的活用
全国規模での交流人口や
問題意識の醸成と
市民参加の協賛システム実現
お得感の
演出
 
図５―５ 源流通貨のコンセプト 
 
通貨の流通は、多くの流域の市民、企業に参加を求め、源流通貨を介して源流域
の環境保全に関与する仕組みを構築することを意図している。そして、通貨の循環
は既存の取り組みを活かす形で構築したいと考えている。以下に流通のコンセプト
を示す。 
流通は、大きく分けて３つ考えられる。 
①は交流人口である都市住民が、源流域で各種ボランティアプログラムに参加し
たことで、通貨がもらえて、これが村内での様々なサービスに変えるというもの、
②は源流域住民間での流通で、村民が受け入れた源流通貨を用いて、村内のサービ
スを受けていくもの、③は都市住民が流域エリアでの環境改善活動プログラムに参
加することで通貨がもらえて、これが源流域で使えるというもので、源流通貨を使
うことで、主に①が観光による交流人口の増加を促進する効果が期待でき、「プロ
ジェクト志向型地域通貨」の性格を有している。②が村内での経済循環型のコミュ
ニティの活性化を促す効果が期待でき、「コミュニティ志向型地域通貨」「経済循
環指向型地域通貨」の性格を有している。③が企業等の森林保全運動に対する寄附
利得感
の演出
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メリットを増大させる効果があり、「プロジェクト志向型地域通貨」で特に「コミ
ュニティウェイ型地域通貨」の性格を有していると考えている。 
＜環境学習ポイント＞
環境活動の履歴活用
評価機能
原資の循環による
地域･都市連携
上下流域の人的交流
地域環境通貨
システム 環境活動へのインセンティブ機能
＜地域消費の拡大＞
村内のお土産屋
温泉施設での利用
＜地域独自の
価値の活用＞
間伐材商品への交換
自然環境教育
イベントへの参加
付与メニュー 特典メニュー
小菅村
小菅村観光協会
（財）多摩川源流研究所
主催団体
水源涵養林の保全を目的とした
流域人口60万人連携を構想した通貨の検討
間伐によるＣＯ２吸収量の増大や
間伐材利用によるＣＯ２の固定を評価
ID付き通貨の活用
間伐ボランティア
への参加
地域での宿泊
ＣＯ２排出権取引
による企業との連携
流域企業との連携
※これらの機能を想定した
流通実験と意向調査を
行った。
実施内容
 
図５－６  小菅村源流通貨の意義 
 
c) 豊島環境通貨 
市民・企業主導による環境教育・地域振興を目的とした通貨 
豊島環境通貨は、はこれを豊島ならではの価値観（特に島の豊かな環境や離島の
特性、学びの島としての位置づけを活かした）に置き換えて、豊島の将来を考える
通貨としての活用可能性を提案するものである。 
豊島環境通貨は豊島で行われる廃棄物処分場見学や「島の学校」などのイベント
での環境教育や、豊島学会での発表などの島への貢献に発行されるものとした。 
ただし、貢献といっても豊島への来島であったり、お祭りへの参加であったり、
豊島に関わったときに豊島環境通貨が発行されるものとし、島民との交流を促進す
る。 
また、来島時のメニューばかりでなく豊島の産物をインターネットの通販で購入
しても、豊島環境通貨が発行されることとする。年間を通じての発行の機会を設け
ることで、豊島をいつも身近に感じることができる。 
豊島環境通貨の利用の機会は、基本的に来島の機会に設けるものとする。豊島な
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らではのサービスや、豊島の産物を購入できるものとし、可能な限り通常のお金（現
金）では得られない通貨ならではの特典を用意することした。ただし、豊島環境通 
豊島
温暖な瀬戸内海の
美しい島
環境問題を
解決してきた歴史
離島の暮らし
スローライフ
全国区の知名度を生かした
環境共生の島づくり
心豊かな人間らしい生き方
憧れのスローライフの体験
将来に向けた
豊島ブランドの
積極的活用
全国規模での
交流人口や
協賛の実現
お得感の
演出
 
図５－７  豊島源流通貨のコンセプト 
 
貨は、現時点ではポイントシステムは構築されているが、特典メニューは実施して
いない。現状では島内での将来的な本格展開に向けて、豊島環境通貨の要素となり
得る地域資源の発掘、メニュー化の提案を行っている。 
特典メニューとしては、来島時に通常は公開されていない現場を見学できたり、
島の民家に泊まって貴重な話が聞けたり、漁船に乗せてもらう体験など、希少な経
験を特典メニューと考えている。来島時以外でも、豊かな島の産物である海産物や
山菜などの中で、希少なために市場に出回らない産物を提供するなどの特典も検討
している。 
本システムの通貨の管理方法は、ID バーコードによる認証を用いたセンターサ
ーバー管理型の簡易な電子決済システムを採用している。 
ID バーコードは参加者の認識に使われる他、通貨の決済内容（取引内容・取引
額）を示すメニューID としても利用され、これらを専用端末で順にスキャンする
ことで、通貨の決済が行える。また、メニューID を紙幣として配布することも可
能である。さらに、センターサーバー管理型であるため、インターネットを介した
通貨の決済も可能である。 
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図５－８  豊島源流通貨の流通概要 
  
これらの決済情報は Web サイトで確認ができ（残高情報のみ専用端末でも確認は
可能）、決済内容の他に決済履歴を活用した情報提供が可能である。 
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表５－１ 豊島環境通貨の評価軸検討案 
評価軸 概要 評価方法 
① 
豊島島民度 
（島外者の評価
軸） 
来島ポイント 
通販ポイント 
豊島にどのくらい関わり合ったのかを特
定のプログラムでの通貨のポイントから
算出 
豊島貢献度 
（島民の評価
軸） 
特典メニュー受け入
れ 
島外にどのくらい豊島をアピールしたか
特定のプログラムでの通貨のポイントか
ら算出 
② 豊島学び度 島の学校への参加 
学会での発表 
豊島の学びの実践と普及に関する特定の
プログラムでの通貨のポイントから算出 
③ 
環境負荷の削
減 
島のスローライフ体
験 
スローライフから想定される環境負
荷の削減値を評価は統合化指標ELPで
算出 
 
＜環境学習ポイント＞
環境活動の履歴活用
評価機能
原資の循環による
地域･都市連携
企業のCSR的な
資金提供モデル
地域環境通貨
システム 環境活動への
インセンティブ機能
＜地域消費の拡大＞
Webサイトでの通販
Webでの通貨利用
＜地域独自の
価値の活用＞
地域独自の産品開発や
プレミアムツアーの企画
島への来島
付与メニュー 特典メニュー
豊島学（楽）会
主催団体
全国区の知名度を生かしたCSR的な原資モデルの検討
地元学を通じた地域独自の価値の活用を検討
通販システムを活用した全国展開モデルの構築
廃棄物不法投棄現場の視察
学習イベントへの参加
※これらの機能を想定した
地域での議論や試行実験
を行った。
通販システムによる
特典メニュー展開
実施内容
 
図５－９  豊島源流通貨の意義 
 
電子決済方式により、本システムでは参加者の豊島とのふれあいの履歴が蓄積
される。これらを利用した参加者の豊島との関係を評価することとする。評価軸
は①豊島島民度または豊島貢献度、②豊島学び度、③環境負荷の削減の 3 つ（①
は島外者と島民で変える）とする。3 つの評価軸の特徴は表５－１に記載する。 
豊島環境通貨の原資は通販代行事業の収益や現金による寄付を充てることに
する。また、他の地域環境通貨の特典プログラムとして豊島の見学などを受け入
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れることで、他の地域環境通貨からの原資を確保することも想定される。対外的
に「学びの島」のブランドを活用して各地の地域環境通貨を連合させることも豊
島環境通貨の可能性であると考える。 
 
d) 高知「ですか」エコポイント 
～行政・企業主導による公共交通・カーボンオフセットを目的とした通貨～ 
高知県エコポイントは交通系 IC カード「ですか」を活用して路面電車・バス
（高速バスを除く）に乗車した距離に応じてエコポイントが自動で加算される。
公共交通機関利用の環境負荷削減を定量的に見える化させた画期的な事例であ
る。モビリティによる削減量を対象にすることで、従来の３R 系のエコポイント
に比べて、CO2 の削減効果が高く、実効性の高いエコポイントになることが期待
される。 
 
 
 
 
図５－１０  高知エコポイントのコンセプト 
 
また、高知県エコポイントは個人への還元を行わず、森林保全やさらなる環境
活動促進への寄付を前提としており、その寄付の原資は交通事業者が提供する
CSR モデルを実現している。他の自治体の取り組みには見られない先進的なモデ
ルである。高知県交通エコポイントは、高知県林業振興・環境部環境共生課と（株）
ですかが、高知市内の交通事業者（（社）高知県バス協会・土佐電鉄鉄道（株）・
土佐電ドリームサービス（株）・高知県交通（株）・（株）県交北部交通）の協
力を得て実施する事業である。交通系 IC カード「ですか」（環境省の「省 CO2
型都市づくりのための面的対策推進事業」の採択事業の一環）の導入に際して、
公共交通機関利用促進の取り組みとして行われているものであり、IC カード「で
すか」を利用して路面電車・バス（高速バスを除く）に乗車すると、それらの乗
車距離に応じてエコポイントが自動で加算される。 
公共交通機関利用促進 
モーダルシフトの実現 
森林保全 
環境活動促進 
環境負荷削減量 
の見える化 
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＜交通ポイント＞
＜その他のポイント＞
コミュニティ単位の集計
環境負荷削減の可視化
所属組織ごとの集計
ＣＯ２排出権取引
による企業との連携
交通事業者による
原資の寄附
原資の循環による
地域･都市連携
観光振興との連動
地域環境通貨
システム 環境活動へのインセンティブ機能
＜地域独自の
価値の活用＞
森林保全への寄附
観光によるポイントラリー
ホテルにおけるエコ活動
レンタサイクルの走行距離
公共交通機関
（路面電車・バス）の利用
乗車距離に応じた
ポイントが自動で加算
付与メニュー 特典メニュー
高知県
高知市交通事業者
（株）ですか
主催団体
地域の実態に即した運輸部門の環境負荷削減量調査と
経済的インセンティブの検討
観光振興への地域環境通貨導入の検討
所属組織ごとの
実績の公開
交通系ICカード
の活用
実施内容
※環境活動と観光振興の
を行った。
 
図５－１１  高知県エコポイントの意義 
 
5.1.2 各都市で適用した通貨取引システムの比較 
a) 導入シーンと導入機器の分析 
本節では、これらの 5つの都市の 6つの地域環境通貨システムを比較分析する。 
まず、各都市で適用した通貨取引システムの比較であるが、その運用において、
付与と利用の場が、単一であるか複数であるかを根拠に、最適な機器配置を選択
されている。つまり、拠点数が少ない方が、ハードの導入コストが安くなるため、
積極的に決済端末の導入が行われるが、拠点数の多いところでは紙媒体の併用な
ども行って、極力、専用端末の台数を制限する展開となっている。 
これらの導入機器を最小限に導入に押さえコストの最小化を図った結果であ
るが、専用端末の台数を他の目的と併用することで、導入コストを抑える動きも
ある。それは交通インフラの IC カード、商店等の電子マネー決済端末もしくは
クレジットカード端末に通貨取引機能を併用しようという動きである。ただし、
残念ながらこれらの取り組みは、後述のサイバネ系のシステムの事例にあるよう
に、高度にセキュアな環境での決済が要求されるため併用が難しい事例がほとん
どで、クレジットカードで併用させるシステムに事例はあるが、決済端末を導入
する小売店側の負担が大きく実現しない。 
これらの展開において、本研究の開発による安価で最新鋭の機器導入を進める
新宿区の取り組みと、例外的に交通系ＩＣカードのシステム流用を行うことがで
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きた高知県の取り組みが先駆的と言える。 
以下に、高知県および新宿区での機器について記述する。 
 
表５－２ 導入システム一覧 
場所 付与 利用 導入機器 取引媒体
北九州市
複数拠点 複数拠点 シール台紙 シール紙幣
単一拠点 単一拠点 簡易決済端末 IDシンボルカード
新宿区 複数店舗 複数店舗 簡易決済端末
IDシンボルカード
（レシートを紙幣に
見立てた運用）
小菅村 複数拠点 単一店舗 簡易決済端末 ID紙幣
豊島 単一拠点 単一拠点 簡易決済端末 IDシンボルカード
高知県 複数拠点 単一拠点 専用端末 ICカード（IDのみ利用）
紙幣併用型
端末決済型単一拠点型
複数拠点型
 
 
b) 多様な取引媒体の分析 
取引媒体は、第３章において①Felica等のICカード、②バーコードを活用し
たIDシンボルカード、③シール等を含む紙幣が上げられることを示した。以下
に、各地に事例を分析する 
 
①ICカード 
高知県交通ポイント「ですか」公共交通機関利用促進の取り組みとして行わ
れているものであり、ICカード「ですか」を利用して路面電車・バス（高速バ
スを除く）に乗車すると、それらの乗車距離に応じてエコポイントが自動で加
算される。 
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ポイント蓄
積場所
蓄積の
方法 ポイント還元 個人のメリット
SF
ポイント
カード
内 チャージ －
ですか
ポイント
サーバー
上
SF利用
の５％
SFポイントで
個人還元
公共交通機関
利用券
としての利用
エコ
ポイント
サーバー
上 走行距離
森林への
還元
協働の森での
サービス享受
専用カードR/W
ですか
ポイント
サーバー
※カードのアプリケーションに
アクセスしポイントを増減させる
※地域の強力な
ポイント管理
サーバーとして
 
図５―１２ 高知県エコポイントの決済方法 
 
エコポイントは、ICカードのStored Fare（蓄積された料金情報のこと。以
下、「SF」）とは別に、ICカードのFelica IDに対してポイントがサーバー上
で付与されるシステムになっている。利用者はWebサイトを介して自分のポイ
ントを確認できる。 
決済システムは、富士通社製のFelica決済端末を活用しており、非サイバネ
規格である。サイバネ規格とは日本鉄道サイバネティクス協議会が定めた国内
の出改札システムの業界団体規格で、同一のICカードで複数の鉄道事業者間で
統一運用が可能である。しかし、全国統一のシステムであり、高知県の事例の
ようにシステムの改変が困難であり、非サイバネ系であることが高知県のシス
テムの先駆性を実現したといえる。 
ポイント管理については高知県独自のサーバーを設置しており、高知県交通
エコポイントについても独自の加算方式を採用している(図５－１２)。 
②IDシンボルカード 
新宿区の使用機器については、すでに第３章での機器開発で報告しているもの
であるが、新宿区の取り組みではこれを実際に活用した事例である。 
図５－１３に付与メニューでのポイント発行の様子を示す。本取り組みでは決
済拠点を１０箇所設けたが、特に使用機器のトレーニングを積んでいない操作者
がポイントを付与しており、簡易端末の操作性の良さを証明した。 
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稲毛屋 
参加形態 ： ノーレジ袋 
       レジ袋回収  
提供 ： お茶缶１本 など  
 
 
立ち食いそば はせ川 
参加形態 ： マイ箸  
提供 ： そば２０％ OFF 
 
 
 
 
図５―１３ 付与メニューでの活用イメージ 
 
なお、ポイント使用の特典メニューについては、店舗側での煩雑なやりとりを軽
減するために、参加者が特典メニューの利用券を、ＰＣ等であらかじめ出力して持
参するモデルを導入した。 
図５－１４にシステムのイメージを示す。 
図５－１４ 地域環境通貨システム概要 
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③紙幣 
ワセコポイントの後継となる新宿エコ自慢ポイントのポイント付与方法で画
期的なのは、レジ袋を利用しなかった証拠となる資料（例えばレシートに「レジ
袋等辞退」のゴム印の押印のあるものや、店舗独自のスタンプカードの押印の記
録）を、地域の拠点に持参することでポイントを発行しており、ある意味、紙幣
的にレシートを利用している点である。 
この手法では、各店舗に特別な機器導入を行うことなく、ポイントを付与する
ことができる。 
 
5.1.3 それぞれの都市での経済的インセンティブ施策の比較 
a) 実質的なインセンティブの設計 
①生ゴミリサイクル実施 
環境パスポートにおける生ゴミリサイクルの取り組みは、2006 年 10 月から
2009 年 10 月までの取り組みとして行われ、最後の１か月はポイント交付は行わ
ず、交換のみの期間とされた。参加者登録総数は 1,856 名で、流通したポイント
は、システム上把握されているものだけで（一部、ユーザー情報と紐付けられ無
いポイントが存在する）17,026,145 ポイントであり、一度の生ゴミの持ち込み
で 300 ポイントのインセンティブを付与していることから、のべ 50,000 回程度
の生ゴミの持ち込みがあったことになる。 
環境負荷削減効果としては、一行動あたりの削減量を 310g-CO2 と評価してお
り、これは全体で 15.5ｔ-CO2 の削減に相当する。 
概ね 1 ポイント＝10 円の兌換設定で交換アイテムを設定したが、期間を通じ
てのポイント死蔵率は 20.3％であった。交換の内訳は 50.2％が有料ゴミ袋の交
換に当てられており、残りの 49.8％はエコグッズであり、主にリサイクル石け
んやコットンのタオルなどに交換された。この種の交換アイテムを設定したとき、
現金兌換性高いものの交換比率が高くなる傾向がある。その観点から有料ゴミ袋
交換の比率が高くなると想定されたが、エコグッズの交換が半数という結果とな
った。 
②マイバッグ利用 
新宿エコ自慢ポイントにおけるマイバッグ促進の取り組みは、2008 年 8 月か
らの取り組みで、2010 年 5 月現在も実施中である。2010 年 3 月現在、参加者登
録総数は 507 名で、流通したポイントは、15,161 ポイントであり、のべ 15,161
回のマイバッグの利用の持ち込みがあったことになる。 
環境負荷削減効果としては、一行動あたりの削減量を 34g-CO2 と評価しており、
これは全体で 0.52ｔ-CO2 の削減に相当する。 
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新宿エコ自慢ポイントにおける経済的インセンティブは原則設定していない。
本取り組みは市民の取り組みの効果を顕彰する目的であり、ポイントの交換や兌
換は保証していない。インセンティブは本システムに参加する店舗等が独自に行
うように設定している。ただし、当初、ポイント付与者にオリジナルマイバッグ
などをキャンペーン的特典として配っていたことが定着し、現在もポイント付与
に際する実質的なインセンティブとなっている。これまでの特典にかけた費用を
総発行ポイントで割ると 3.8 円程度と評価できる。 
なお、北九州市で行われている「環境パスポートシールポイント」は 20 回の
行動に対して 50 円相当の商品の割引を行っており、他の自治体や商店街の事例
を見てもマイバッグのインセンティブは１回の行動あたり、1.25～2.5 円程度の
実質的な経済的インセンティブを設定する事例が多い。 
新宿区においても、新宿エコ自慢ポイントの特典として付与された 3.8 円程度
のインセンティブの他に、一部の店舗では独自のインセンティブが重複して付与
されている。店舗で付与される独自のインセンティブは北九州市同様、上記の
1.25～2.5 円の範囲であった。 
③公共交通機関利用 
高知県交通エコポイントにおける公共交通機関利用促進の取り組みは、2009
年 1 月からの取り組みで、2010 年 5 月現在も実施中である。2010 年 3 月現在、
参加者登録総数は約 3,000 名で、流通したポイントは 2,866,608 ポイントであっ
た。1 回の乗車あたりの付与ポイントはバスでは平均 0.93 ポイント、路面電車
では 0.60 ポイントと推定されており、のべ 187 万人回の乗車に対して付与され
たことになる。環境負荷削減効果としては、１ポイントあたりの削減量を
1kg-CO2 と評価しており、これは全体で 2,867ｔ-CO2 の削減に相当する。 
高知県交通エコポイントにおける経済的インセンティブは原則設定していな
い。本取り組みの成果は個人への還元でなく、森林保全やさらなる環境活動促進
への寄付を前提としており、ポイントの交換や兌換は保証していない。寄付の原
資は交通事業者が 2009 年度の原資として 100 万円を提供している。 
この原資として提供された額を、乗車した市民のインセンティブととらえると、
2009 年度は 1 ポイントあたり 0.35 円の価値が支払われたことになる。 
 
b) 原資負担者の分析 
各取り組みの原資提供者の状況を表５－３に示す。 
傾向として日常ライフスタイルの改革メニュ （ー地域でのマイバッグなど３Ｒ
の取り組み）は、ローカルな展開が中心で、負担者が行政であることが多い。  
一方、企業などが出資する取り組みには、広域な参加を呼びかける体験メニュ
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ーなどイベント的なものが多く、あるいは交通系のように削減効果が大きいもの
が取り組まれる傾向がある。  
 
表５―３ 原資負担者・経済的インセンティブのモデル分析 
場所 北九州市 新宿区 早稲田 小菅村 豊島 高知県
付与
ﾒﾆｭｰ
生ゴミリサイクル
マイバッグ
ほか
マイバッグ
マイバッグ
３R
環境学習
体験学習
公共交通利用
環境学習体
験学習
公共交通利用
特典
ﾒﾆｭｰ
エコ商品
エコ商品
（同時に森林
の整備）
商店街での
割引 商品の割引
商品の割引
(予定）
森林の整備
ｲﾝｾﾝ
ﾃｨﾌﾞ
個人に還元 個人に還元
（同時に寄付）
個人に還元 個人に還元 個人に還元 寄付
原資 行政 行政 地域商店(割引分受入）
企業
流域企業
企業
CSR的寄付
企業
交通事業者
ｽﾃｰｸ
ﾌｫﾙﾀﾞｰ
行政区 行政区 ｺﾐｭﾆﾃｨ 流域 全国 行政区
主な
参加者
地域住民 地域住民 地域住民 観光客 観光客
地域住民
観光客
その他
の特典
上位者を
表彰
森林へ招待
所属企業等
の評価
 
 
c) 経済的インセンティブのモデルの分析 
また、経済的インセンティブモデルにおいては、基本的に個人にインセンティ
ブが還元される仕組みが構築されているが、高知県や新宿区は全部もしくは一部
が森林への寄附という形で、個人の経済的なインセンティブが小さいモデルがあ
る。 
ただし、インセンティブの小さいモデルでは、表彰や評価といった情報的価値
を付加する傾向が見られた。 
市民の環境活動の促進には、広く一般に拡げるためには経済的インセンティブ
手法は有効であるが、大きな経済的インセンティブを付与することは困難であり、
こうした情報的インセンティブの付与は大きな可能性のある事例であるといえ
る。 
こうした、情報的インセンティブの検討については今後の検討課題である。 
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5.1.4 環境負荷削減効果の検証 
a) 二酸化炭素削減効果の分析 
①マイバッグ利用 
北九州市および新宿区マイバッグの使用による環境負荷削減については、レジ袋
の製造から廃棄に至る過程を LCA 評価する。 
われわれの評価では、レジ袋の 1 枚を 10ｇとした場合、製造 15.6ｇ-CO2/枚、
輸送 1.0ｇ-CO2/枚、焼却 31.4ｇ-CO2/枚、全体で 48.0ｇ-CO2/枚となり、日本ポ
リオレフィンフィルム工業組合の調べによる 49.6ｇ-CO2/枚とほぼ整合がとれた
数字となった。昨今のレジ袋の軽量化で平均的な重量は 7ｇ程度に設定しているケ
ースが多く（われわれの 2003 年度の調査でも、6.89ｇが平均値であった）。重量
7g を採用すると、レジ袋の製造と廃棄にともなう CO2 の排出量は 33.6ｇ-CO2/枚と
なる。 
②公共交通機関利用 
電車・バスの利用による CO2 削減効果は、国土交通省の統計資料（表５－４）を
根拠とし、自家用車から電車、バスにそれぞれ乗り換えたものとして算出している。
電車・バスに１ｋｍ乗車した場合、それぞれ 0.152kg、0.094kg の CO2 削減効果が
あるとして、0.152 ポイント、0.094 ポイントを加算している。 
ただし、乗降客の乗車距離に応じてポイントを加算する現状の制度では、実際に
高知市内の CO2 排出削減量を表現できるわけではない。ポイントは、乗用車から電
車・バスに移行した利用者だけでなく、既に電車・バスを利用している利用者にも
ポイントが加算される。逆に、徒歩や自転車の利用者が電車・バスに移行すると、
個人の CO2 排出量は増加する。 
 
表５－４ 旅客輸送機関の二酸化炭素排出原単位（平成 12 年度）  
            (g-CO2／人キロ) 
輸送機関 排出源単位 
自家用乗用車 188 
営業用乗合バス 94 
路面電車 36 
 
ただし、本来は利用客一人ごとに、CO2 排出削減量が減少するわけではない。実
際には既存路線の電車・バスの CO2 排出量には変化は無く、むしろ乗降客が増加す
ると燃費は悪くなる。純粋に CO2 排出削減につながるのは、電車・バスに移行した、
乗用車の利用者の削減分である。しかし、現状のポイント加算方法では、こうした
モーダルシフトの利用者のみにポイントを加算することは困難であり、本取り組み
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では、乗用車を利用しないことに対する環境貢献ととらえて全ての利用者にポイン
トを付与している。 
③生ゴミリサイクル実施 
北九州市の環境パスポート事業のポイント発行対象として、当初の実証実験で
は多くのポイント発行メニューを用意していたが、本格実施においてはこれを絞
り込み、マイバッグ活動および生ゴミのエタノール化事業の２つを対象とした。
（ただし、マイバッグ活動についてはシールシステムを用いており、生ゴミエタ
ノール化事業と別なシステムで取り組んでいる。） 
また、参加者が入手したポイントは北九州市の有料ゴミ袋との交換のほか、地
域で作られるエコグッズと交換ができた。 
なお、生ゴミエタノール化事業で用いられたシステムには、ＩＤ認証媒体とし
ては一次元バーコードの印刷されたプラスチックカードを使用し、決済端末とし
てはオリジナル端末e-yonde（イーヨンデ）を使用しており、通貨運営が一元管
理のもとで実施でき、ポイントの履歴が可視化による評価システムで活用可能で
ある。 
それぞれの取り組みにおける一行動あたり環境負荷削減の単位については、現状
行動から改善行動を行ったときのエネルギーや原材料の削減量から算出した。 
生ごみリサイクルは、家庭や商店などから排出される野菜などの調理かすや食べ
残し等の食品廃棄物（生ごみ）を回収し、それを原料としてエタノールを製造する
システムである。 
環境負荷評価範囲については、生ごみの処理方法として、焼却発電処理とエタノ
ール化を取り上げ、生ごみ 1t あたりの環境負荷の比較を行う。可燃ごみとして焼
却発電処理する場合、家庭から収集拠点に持ち込み、そこから収集、焼却発電され、
最終的に埋立処分される。ここでは評価範囲に焼却発電、埋立を設定する。生ごみ
リサイクルを実施している地域の可燃ごみは日明工場（処理能力 600t/日）もしく
は皇后崎工場（処理能力 810t/日）で焼却発電処理されるため、この 2 つの工場で
の焼却を評価する。次に生ごみをリサイクルしてエタノール化する場合では、家庭
から拠点に持ち込み、輸送、エタノール化、さらにエタノールを製造するときに発
生する残渣の処理として、溶融、埋立の工程がある。評価範囲にはエタノール化、
溶融、埋立を設定する。なお、輸送工程は評価対象外とする。 
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【焼却発電処理】
：評価範囲、輸送工程は評価対象外とした。
【エタノール化】
集 積 所 焼却発電
家 庭 収 集拠 点
溶 融
埋立
埋 立
比 較
● 日明工場（処理能力600t/D）
● 皇后崎工場（処理能力810t/D）
輸 送
輸 送
残渣 溶融
残渣
エタノール
回収油
発電
破砕選別 糖化 発酵 蒸留
家 庭
分離
エタノール化
 
図５－１５ エタノール化評価範囲 
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5.2 各都市の比較による環境負荷削減効果の検証 
各都市の地域環境通貨の実質的な経済的インセンティブを比較、検証する。 
各都市のインセンティブモデルのうち、豊島および小菅村の事例は、インセンテ
ィブ設計が明確でないので除外して、他の３都市のインセンティブモデルを表５－
５に示す。 
基本的に、現金兌換性が判定しやすい取り組みを抽出し、実質的なインセンティ
ブを計算している。 
なお、比較のために空き缶・ペットボトルの取り組みは足立区の空き缶回収機を
採用したシステムのインセンティブを採用しており、環境家計簿については横浜市
での取り組みを元に、特典商品の現金兌換性から検証している。また、家電エコポ
イントについては、３７インチのテレビをブラウン管から液晶に買い換えたとして
評価している。 
 
表５―５ それぞれの都市での実質的なインセンティブ設計 
場所 メニュー
算出条件等 インセンティヴ
（円/回）
北九州市
マイバッグ 20回で50円割引 2.5 
生ｺﾞﾐﾘｻｲｸﾙ 5000PTで500円の有料ゴミ袋 30 
新宿区 マイバッグ インセンティブ商品の原価より算出 3.8 
高知県
電車
個人への還元なし
１PT＝0.35円の寄付
0.21 
バス 0.32 
空き缶・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙ（足立区） 10回で4円の割引 0.40 
環境家計簿 （横浜市） 電力消費量６％の削減が実現すると仮定1回で1ｐｔ 特典商品から換算 75
家電エコポイント テレビ37Ｖの買い換え10年使うと仮定 20,000  
 
5.2.1 カーボンオフセットと経済的インセンティブの関係の分析 
a) 各都市の経済的インセンティブによる通貨価値の検証 
各インセンティブモデルに、その他の一般的な事例も加えて、インセンティブと
CO2 削減効果、これを一年間続けた時の効果を表５－６にまとめる。 
３R の取り組みは、 CO2 削減効果はあまり大きくないが高いインセンティブが付
与されており、逆に交通系や省エネ系の取り組みに対しては CO2 削減効果が期待で
きるにもかかわらず比較的インセンティブが小さくなる傾向が見られる。特に CO2
削減効果を経済的インセンティブの費用対効果で示す CO2 価値でみると、 CO2 一
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定量あたりの費用がモデルによって大きく違うことがわかる。 
 
b) 各都市のカーボンオフセット効果による通貨価値の検証 
多くの地域環境通貨の運営者である自治体等は、付与するポイント等の価値の裏
付けとして、CO2 の削減量との整合性を求めている。しかし、表５－５で示すよう
に既存の取り組みについて、活動あたりの CO2 削減量と経済的インセンティブの費
用対効果との整合性は、同一の付与対象行動間でも整合がとれていない上に、CO2
価値として算出する数値も、現状で取引されている二酸化炭素クレジット価格（２
０１０年１０月の EU 排出権取引 10$/ｔ≒１円/ kg）との整合からも大きく外れ
ている。 
各地域モデル共通の課題として、自治体等は現行のシステムをポイントの対象を
広げることで拡大し、さらにその原資に対して、排出権取引と関係づけられる費用
を充てていきたいと考えている。 
本考察では、各地域モデルでの実証をもとにこれらに共通する課題を検証し、方
向性を提案することとする。 
 
表５－６ 二酸化炭素吸収量の表示 
場所 メニュー
インセン
ティヴ
CO2
削減量
年間実
施回数
CO2
削減量
CO2
価値
円/回 （ｇ/回） （回） （kg/ 年） （円/ kg）
北九州市
マイバッグ 2.5 34 365 12.4 73.5
生ｺﾞﾐﾘｻｲｸﾙ 30 310 104 32.2 96.8
新宿区 マイバッグ 3.8 34 365 12.4 110.9
高知県
電車 0.21 596
104 158.7
0.35
バス 0.32 930 0.35
空き缶・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙ 0.40 98 365 35.8 4.1
環境家計簿 75 19,350 12 232.2 3.9
家電エコポイント 20,000 523,000 0.1 52.3 38.2
2011年10月のEU排出件取引 約10ユーロ/トン＝1円/kg
2020年の予想値は 約60ユーロ/トン＝6円/kg （ Bloomberg New Energy Finance ）
 
 
 
＊１ インセンティブについては足立区で行われている空き缶回収機のモデルを採用．LCA 分析値
は 2008 年のアルミ缶・ペットボトルそれぞれの平均消費量で案分して算出する 
＊２ 環境家計簿の記載により家庭の電力消費量の６％の削減がなされたとする（2010 家庭用エネ
ルギーハンドブック／（株）住環境計画研究所住環境計画研究所の推計による） 
＊３ 20 インチのブラウン管テレビを３７Ｖの液晶テレビに買い換えたとし、20,000ＰＴで 20,000
円の金券に換える、さらにこれを 10 年使うと仮定する（2008 年に発売された複数台の液晶テレ
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c) 経済的インセンティブと環境負荷削減の関連の検証 
各地域モデルの各改善行動の比較に基づき、その不整合を補うべく、CO2 減量に
基づくポイントの設定と、従来の行動に対するインセンティブとしての希望ポイン
トを比較する。 
将来的な二酸化炭素クレジット価格が 2005 年の約 30$/ｔから 2010 年の約 10$/
ｔとなっているが、Bloomberg New Energy Finance の見込みに拠れば、各国で排
出量課徴金が導入されることで、市場が活性化し 2020 年には約 60$/ｔに変化する
と仮定し、CO2 価値 6 円/kg として取り組みごとの CO2 削減量から想定される CO2
価格を示す。また、アンケートによる希望ポイントと実行容易度の数値を併記する。
アンケートは、環境パスポート事業で 2005 年 3 月（有効アンケート数 316 件）、2008
年 2 月（有効アンケート数 204 件）に行ったものであり、環境配慮行動ごとの相対
的な実行容易度や取得希望ポイントを尋ねたものである。前者は実行の難しさを、
（１）現在行っている。（２）環境問題のためなら実行し続けると思う。（３）たま
にはできると思う。（４）実行するのは難しいと思う。の４段階で尋ねたものであ
る。また、後者は現行実施されている環境配慮メニューに対して付与されているイ
ンセンティブを前提として、個人が希望するインセンティブを絶対値で尋ねたもの
である。ただし、図５－１６に整理する希望ポイントは、他の自治体でも最も多く
取り組み事例の見られるマイバッグ活動の経済的インセンティブである 2.5 円を
基準として相対的な希望ポイントを算出している。 
本データから読み取れることは、CO2 削減効果から算出されるポイントと希望ポ
イントには一定の整合性を持ちながらも、数値的に厳密な関係性を導き出すことは
難しい。市民は削減効果が小さい行動にもポイントによるインセンティブを希望し
ていることがわかる。 
こうした関係は、表５－５に見られた各地域で行われているモデルにも同様の傾
向が見られ、削減効果が小さい行動にもインセンティブを付与しており、CO2 削減
効果に厳密な整合をとりつつ、複数の行動にポイント対象を拡げることは難しいと
考える。 
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環境
家計簿
公共交通
機関利用
生ゴミ
リサイクル
マイバッグ
空き缶・
ﾍｯﾟﾄﾎﾄﾞﾙ
ﾘｻｲｸﾙ
環境学習・
自然体験
地域活動・
環境保全
116.1
 
図５－１６ 標準ポイント算出グラフ 
 
b) カーボンオフセットの実現可能性の検討 
地域環境通貨の最大の目的は環境の保全であるが、最大の課題はその通貨の価値
を裏付ける原資の問題がある。 
近年、二酸化炭素の排出権を新たなる経済価値として、法定通貨による取引が検
討され、試行されている。こうした課題においても 
排出件取引モデルは、現在、産業部門やエネルギー転換部門での取り組みが中心
である。 
民生・運輸部門あるいはキャップ＆トレード制度の対象外とされる中小事業者・
事業所における削減の 
われわれは本研究において、地域通貨の取引を活用し、さまざまな市民の環境保
全行動を排出権取引に組み込んでいくことにより、家庭部門・業務部門・運輸部門
における排出件取引のモデルを構築していくことを検討していく。 
具体的な経済的価値を生み出す方策を検討する。 
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表５－６  ポイント流通のシミュレーション
(
26
行動の分類 付与メニュー
実行
容易度
1回あたり
の削減量 実施回数 参加人数
想定
ポイント
総配布
ポイント 削減量
g-CO2/回 回／年 人 PT/回 PT ｔ－CO2
消費
系
省エネ設備
・用品購入 エコ家電購入 ― 523000 0.1 1200 1142.7 137,125 62.8
行
動
系
エコ消耗品
購入 エコ商品購入 ― 12.6 72 1200 1.0 86,400 1.1
省エネ 環境家計簿 3.00 19350 12 1200 10.0 144,000 278.6
公共交通
機関利用
（シェアリング
交通含む）
カーシェアリング 3.70 4174 1 762 15.5 11,829 3.2
サイクルシェアリング ― 5494 1 2808 15.5 43,589 15.4
電車への乗り換え 3.64 3515.4 300 900 15.0 4,063,392 949.2
電車の利用 ― 3515.4 300 1344 5.0 2,016,000 1,417.4
バスの利用 ― 1869.6 300 498 5.0 747,000 279.3
電動バス利用 ― 307.3614 365 66 10.0 240,000 7.4
乗り合いタクシー ― 126 365 271 10.0 990,000 12.5
３R行動
レジ袋 2.05 34 200 2400 2.5 1,197,360 16.3
生ごみリサイクル 2.65 310 104 300 7.2 225,529 9.7
空き缶・ペットボトル 1.93 98 288 600 1.5 267,443 16.9
資源(古紙）回収 2.68 1914 24 600 7.5 107,499 27.6
活
動
系
環境学習
・自然体験
緑化活動 2.21 ― 12 50 3.8 2,254 ―
植林活動 2.21 ― 2 50 3.8 376 ―
森林保全 2.21 ― 4 50 3.8 751 ―
里山保全 2.21 ― 6 50 3.8 1,127 ―
環境教育 2.47 ― 200 24 5.8 27,880 ―
地域活動
・環境保全
清掃活動 2.21 ― 2 100 3.8 751 ―
清掃活動（町会） 2.21 ― 120 30 3.8 13,525 ―
シンポジウム、講演会 2.47 ― 24 30 5.8 4,182 ―
10,328,011 3,097.3
2011年10月のEU排出件取引 1円/kg-CO2 3,097,321
2020年の予想値 6円/kg-CO2 18,583,923  
 
地域の取り組みからポイントのシミュレーションした結果として、原資は 1,000
万円程度必要と積算された。ただし、ここには同エリアでの既存の取り組みである
マイバッグの取り組みに対するインセンティブの 120 万円や、カーシェアやサイク
ルシェアリングに対するインセンティブが含まれており、これを除外すると 880
万円程度の原資が必要ということになり、表５－６で想定した環境負荷削減の価値
でみると、新たに実現する環境負荷削減量は CO2 に換算できるものだけで、3097.3
ｔであるという結果になる。なお、この削減量については、二酸化炭素クレジット
価格で 310 万円、2020 年の予想値であれば 1,850 万円の価値を新たに創出したこと
に相当することとなる。ただし、この削減量は一部重複でカウントすることとなる
ものが含まれる。 
運輸部門、家庭部門の削減量となるが、通常は環境家計簿にそのエネルギー使用
料が含まれるものである。よって、家庭部門のエネルギー使用量に、オレンジ色の
家電の購入や省エネ商品の購入の効果が重複して含まれる。緑色のレジ袋、生ゴミ
処理についてはこれを扱う小売業者やエネルギー事業者の削減努力として見なさ
れてきたもの、水色についても明確ではないがリサイクル事業者が再生品の削減量
としてカウントしているものと重複することとなる。 
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ただし、本取り組みではそうした重複も含めて、地域の環境負荷の低減を示す指
標として、削減量を全てカウントするものとする。 
また、同時に、こうしたカウントは、家庭部門の個人の取り組みであるが、併せ
てこれら個人の集合体としての企業の取り組みとして評価することを提唱したい。
それは、次節に詳細に記載する。 
 さらに、シミュレーションでは、ＣＯ２削減効果で評価しにくい、地域や自然環
境の保全活動や環境教育については、参加者の人件費相当を換算して示している。
人件費単価は北九州市の平均賃金を根拠に算出している。これについても、個人の
集合体としての企業の取り組みとして評価することで、これまで正確に把握できな
かった地域企業の貢献を明確にすることに寄与できるのではないかと考える。 
 
5.2.2 通貨価値と市民環境活動に関する考察 
a) 日常的改善行動への経済的インセンティブ付与の意義の検討 
冒頭にも述べたが、地域環境通貨は、日常生活における環境改善に向けた取り組
みに、多くの市民を参加させ、これを継続した取り組みに導くために導入されてい
る。 
 
表５－７ 改善行動と実施頻度および削減効果 
小
行動の頻度
大
大
付随するメリッ ト
小
取り組みの分類 行動頻度 削減効果 傾向の分析
消費系
省エネ設備・用品購入 ～１回/年 大
エコ消耗品購入 １～２回/週 中
行動系省エネ 評価は１回/月 大
公共交通機関利用 毎日～週に1度 中
３R行動 １～２回/日 小
活動系
環境学習・自然体験 １～２回/月 ―
地域活動・環境保全 １～２回/月 ―
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表５－７に改善行動と行動頻度および CO2 削減効果の関係を整理するが、行動頻
度の多い日常的な改善行動（特に３R 行動など）は CO2 削減効果が大きくない傾向
がある。 
そのため、CO2 削減効果との整合性だけを重視すると、削減効果の低い日常的改
善行動に比べ、効果的な改善行動を優先すべきとの結論になる。しかし、日常的な
改善行動の継続を促す地域環境通貨導入の目的と照らした場合、こうした CO2 削減
効果の小さくても習慣とすべき行動にもインセンティブを付与する必要がある。こ
れは、環境学習や環境保全（地域清掃や植栽整備）など CO2 の削減を主目的にしな
い活動にも同様のことがいえ、多くの自治体等で日常の行動を改善するきっかけと
して、地域環境通貨のメニューに加えている。 
また、日常の改善行動や環境教育や地域清掃などは、消費系の行動に比べて、行
動に付随する個人の経済的メリットが小さい。つまり、省エネ商品の購入や省エネ
活動などは、行動そのものが電気代の削減に繋がる等のインセンティブが働くが、
公共交通機関利用や３R 活動は直接的に個人の利益に繋がりにくいという側面が
ある。 
これらの観点から地域環境通貨によるインセンティブ付与は、CO2 削減効果は小
さくても行動頻度が多く、習慣として行われるべき改善行動に対してこそ意義があ
る。 
 
 
b) 環境活動履歴を活用したポータルサイトの可能性に関する検討 
環境パスポート事業では「グリーン通知表」という形で個人の環境負荷削減努力
を評価し表示する方式を試みた。参加者総体の努力と個人の努力を明確にすること
で参加意欲向上をねらったものである。 
各都市の展開においても、新宿エコ自慢ポイントも同様のシステムを導入すると
ともに、年度ごとのポイントの上位者を表彰する取り組みを行っており、より個人
の活動を明確にする取り組みを行っている。また、さらに個人の環境への貢献を形
のある明確なインセンティブとするため、新宿区が他の地方自治体と連携して進め
る植林事業に際し、植林の株券をポイントのインセンティブとして発行している
（現状では試験的な発行と位置づけているが、１０ポイント＝苗木１本として株券
を発行する）。つまり、既存の経済的インセンティブにプラスのインセンティブを
機能させる試みである。 
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ポイント詳細・履歴
エコ自慢ポイントについ
て
登録内容の変更
皆さんの成果
エコ自慢ポイント確認
処理日 内容 ポイント 負荷削減
090930 ノーレジ袋活動参加 570PT 570kcal
090909 ノーレジ袋活動参加 530PT 530kcal
２３位 １３位
本年度の獲得ポイント
３５３０ POINT
本年度の環境負荷削減量
２３３０ kg-CO2
直近の活動内容
獲得ポイント順位 環境負荷削減順位
おしらせ
ログアウト
11/25「イベント情報が更新されました」 (ＮＰＯ環境情報ネット) 
11/24【お知らせ】11月分活動報告書ができました (新宿区) 
11/23【お知らせ】ポイントの表示内容が修正されました (システム
管理者)
活動地区 新宿区 戸塚、大久保地域
こんにちは yu-ji@toki.waseda.jp  さん
（本人でない場合はこちら）
あなたの削減した環境負荷
エコ自慢ポイント確認
森 ×０
大きな木×１
小さな木×０
枝 ×７
葉っぱ ×６
CO2削減量表示
具体的な環境貢献が
数値で見られる
個人の
グリーン通知表
ポイント
順位の表示
 
図５―１７ 新宿区評価システムのポータルサイトイメージ 
 
一方、高知県交通エコポイントについては、上記の「グリーン通知表」とは異な
る独自のシステムであるが、個人の貢献が閲覧可能なシステムおよび所属組織ごと
のコミュニティ評価機能を有している点は同様である。 
コミュニティ評価機能は、個人の環境貢献を任意のコミュニティ単位で集計する
機能であり、コミュニティ単位での競争意識を高めようとするものである。北九州
市や新宿区の取り組みでも活用を模索してきたが、活用事例が少なく実績を検証で
きなかった。しかし、高知県交通エコポイントについては、IC カードの購入の際
に購入者の勤務先などの所属情報を登録させており、最終的に所属別の取り組み実
績を公開するに至っている 2）。 
Web サイトでは、上位 20 社の所属別の取り組み実績を公開しており、地域企業
の公共交通機関利用推進状況を比較することができ、企業ごとの自家用車通勤削減
の取り組みを明確に評価できる効果をねらっており、可視化ツールとして効果を発
揮している。 
高知県エコポイントは、こうした公共交通機関利用促進と事業者を巻き込んだコ
ミュニティ評価機能において、他の参考となる事例である。 
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所属
年月
小計 総計2009年10月 2009年11月 2009年12月
高知県庁 6,145 5,591 5,761 17,497 59,903
高知市役所 4,234 3,879 4,023 12,136 39,516
高知地方裁判所 767 655 672 2,094 7,762
高知県警本部 580 481 535 1,596 6,055
高知公共職業安定所 407 402 386 1,195 4,061
四国銀行 2,652 2,342 2,589 7,582 27,354
高知銀行 2,411 2,164 2,402 6,977 23,155
野村證券 824 740 742 2,306 7,150
損保ジャパン 571 455 519 1,545 4,845
四国労働金庫 432 372 437 1,241 3,737
郵便事業 439 420 462 1,322 4,331
高知大丸 3,235 3,074 3,159 9,467 32,648
四国電力 2,408 2,143 2,147 6,698 22,024
NTT西日本高知グループ 1,099 951 960 3,010 10,799
高知新聞社 435 423 411 1,269 4,714
四国管財 415 422 439 1,276 3,705
小計 27,655 24,994 26,195 78,844 275,440
すべてのカードの総計 257,522 238,024 243,579 739,124 2,429,920
団体ごとの集計で
環境負荷削減を表示
団体の
グリーン通知表
 
図５―１８ 高知県交通エコポイント 団体別表示画面イメージ 
 
そこで、本考察では、地域環境通貨におけるポイントと環境負荷は緩やかな整合
性を持ちながらも、厳密な関係性をポイント設定の根拠とすることは得策でないと
結論づける。ただし、ポイントが付与され環境改善行動が促進された結果は環境負
荷削減効果として表現される必要がある。 
地域環境通貨における
経済的インセンティブ
環境負荷
（CO2削減効果）
緩やかな
整合性
実行容易度に
強い相関
環境活動記録の蓄積
経済的インセンティブ
環境負荷削減の実績
成果情報の可視化
＜ダブルスタンダードによる評価＞
促進・誘導の
意図
＋
１
２
A
B
 
 
図５―１９ インセンティブと環境負荷の整合性 
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そのための手法として、ポイントによる経済的なインセンティブと、行動による
環境負荷削減をダブルスタンダードで捉える効果の表現手法が求められる。 
この点について、本研究の中で採用している「グリーン通知表」システムは、改
善行動メニューごとのポイントの付与高と CO2 削減効果を分けて表現するシステ
ムを有しており、改善行動の積み重ね実績を表現する指標と、それによる実際の環
境負荷削減の指標のダブルスタンダードを実現している。今後はそうした機能を強
調した可視化表現が課題である。 
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5.3 地域環境通貨の地域振興への効果の検証 
5.3.1 コミュニティ特性に適応させた運用の検証  
a) 都市の規模・人口集積度に応じた運用の類型 
ここで、第 2 章で検討したコミュニティ特性に合わせた対応策を図５－２０に再
掲する。本節ではこれらの対応策に、具体的な各都市の取り組みが対応できている
かを検証する。 
図５－２０の①～⑤の推奨されるメニューは、それぞれ、以下のコミュニティに
対応する。 
① 小菅村あるいは豊島 
② 北九州市枝光、枝光南、八幡大谷 
③ 北九州市東田、枝光北 
④ 高知県高知市内 
⑤ 新宿区 
等高線
密度
高齢化
率
駅への
距離
人口
密度
自動車
保有台数
全国平均より高い
全国平均より低い
地域の平均より高い(遠い）
地域の平均より低い(近い）
推奨される
取り組みメニュー
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ等の
導入でさらに車削減
ｾｶﾝﾄﾞｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ等で
不用な大型車削減
循環バス等で
交通弱者対策と
公共交通機関促進
乗り合いタクシー等で
交通弱者対策が必要
大幅な車の
削減対応が可能
公共交通利用促進
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ等が必要
高
低
高
近
遠
近
遠
低
高
高
低
低
高
高
低
低
低
1
3
4
2
5
 
図５―２０ コミュニティ特性に合わせた対応策（再掲） 
 
ただし、これらの対応策は交通系に偏っている。そこで、これらのフローから交
通系以外の推奨メニューを検討する。表５－８に、①～⑤の都市の構造をコミュニ
ティの特徴で再整理し、その交通系の課題と、その他のコミュニティに相当する課
題を検討した。あわせて、その他の課題に対応したメニューを整理する。 
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表５－８ 街の構造と交通系対応メニューおよびその他の対応メニュー 
コ ミュ ニ ティ の特徴
 
都市・ コ ミュ ニ ティ の例
 
交通系の課題 交通系の課題解決策
 
対応するメニ ュ ー
 
その他の課題解決策
 
対応するメニュー 
交通不便地・ 車両削減
 
高齢化・ 交通弱者対策
 
人口減少・ 過疎化
 
ライフスタイル改革
 
地域活性
 
高齢化社会対応
 
公共交通機関
維持は困難 
拡散した街 
小菅村・豊島 × ○ ○ 乗り合いタクシー等で 交通弱者対策が必要 
他地域から人を呼び込む
活性化 
地域自然資源の活用 
所有型生活見
直しメニュー 
観光客対応の 
メニュー 
高齢者互助のメ
ニュー 
インフラ強化のメ
ニュー 
公共交通機関
維持は可能 
コンパクトな街 
北九州市 
枝光・枝光
南・八幡大谷 
× ○ ×
循環バス等で 
交通弱者対策と 
公共交通機関促進 
地域商店等の活用 
地域コミュニティの再生 
所有型生活見
直しメニュー 
地域商店街メニ
ュー 
コミュニティ再生
メニュー 
高齢者互助のメ
ニュー 
インフラ維持のメ
ニュー 
公共交通機関
維持は困難 
拡散した街 
車依存の街 
北九州市 
東田・枝光北 ○ × ○
ｾｶﾝﾄﾞｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ、パ
ーク＆ライド等で 
不用な車利用削減 
郊外型ライフスタイルの見
直し 
将来に備えたまちづくり 
所有型生活見
直しメニュー 
都市型生活見
直しメニュー 
コミュニティ再生
メニュー 
インフラ強化のメ
ニュー 
公共交通機関
維持は可能 
コンパクトな街 
車依存の街 
高知市内 ○ × ×
大幅な車の削減対応
公共交通利用促進 
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞｶｰｼｪｱﾘ
ﾝｸﾞ等が必要 
都市型ライフスタイルの見
直し 
郊外型消費の見直し 
都市型生活見
直しメニュー 
地域商店街メニ
ュー 
インフラ維持のメ
ニュー 
コンパクトな街
人口集中の街 新宿区 × × ×
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ等の 
導入でさらに車削減 
都市型ライフスタイルの
見直し 
都市型生活見
直しメニュー 
来外者対応メニ
ュー 
地域商店街メニ
ュー 
コミュニティ再生
メニュー 
－ 
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なお、表５－９に示すその他の課題に対応するメニューの詳しい内容は以下の表
５－９の通りである。 
 
表５－９ その他の対応メニューの詳細 
 
 
表５－８および５－９に整理した各都市の取り組みメニューと、第５章で取り上
げた都市に取り組みメニューを比較する(表５－１０)。 
その内容が対応するメニューに合致しているモノは太字で示している。現状のメ
ニューに加えて、将来的な計画メニューを示しているが、これに不足する対策を推
奨されるメニューとして示している。 
 
 
 
 
ライフスタイル改革 地域活性 高齢化社会対応 
所有型生活見直しメニュー 
? 地域でのものの貸し借り 
? 省エネ家電への買い換え 
? 不要品のリユース 
 
都市型生活見直しメニュー 
? レジ袋など小売店での取り組み 
? 環境家計簿・節電 
? ごみの減量など３R 系の取り組み 
 
来外者対応メニュー 
? 飲食店での取り組み 
? 勤務地での取り組み 
? 学校等での取り組み 
 
地域商店街メニュー 
? 地産地消(付与・特典） 
? 自家用車を使わない買い物 
? 容器・ビン等のリユース 
 
コミュニティ再生メニュー 
? 地域清掃・公園整備 
? 地域イベント参加 
? 地域施設・サービス利用 
 
観光客対応のメニュー 
? 環境・自然体験 
? 観光振興対応 
? 地産地消 
? グリーンホテル 
高齢者互助のメニュー  
? 高齢者介護・互助 
? 車での送り迎え 
? 買い物代行 
 
インフラ強化のメニュー  
? 新しいシェアリング交通導入 
? 地域防災関連の取り組み 
 
 
インフラ維持のメニュー  
? 既存公共交通の活用 
? 公共利用施設の活用 
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表５―１０ コミュニティ特性に合わせた運用の検証 
場所 北九州市 新宿区 早稲田 小菅村 豊島 高知県
ｺﾐｭﾆﾃｨ特性
から
求められる
政策
大幅な車の
削減対応が可能
公共交通利用促
進
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ等が
必要
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ等の
導入でさらに車削減 乗り合いタクシー等で交通弱者対策が必要
ｾｶﾝﾄﾞｶｰｼｪｱﾘﾝ
ｸﾞ等で
不用な大型車
削減
その他の要素
昼間人口向け
メニューが必要
観光客対応の
メニューが必要
観光客対応の
メニューが必要
観光客対応の
メニューが必要
現行メニュー
生ゴミリサイクル
マイバッグ
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸ
マイバッグ
３R
環境学習
体験学習
公共交通利用
環境学習体験
学習 公共交通利用
将来的な
計画メニュー
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ
ｺﾐｭﾆﾃｨ交通
省エネ活動 ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ
ｺﾐｭﾆﾃｨ交通
地域での購買
ｺﾐｭﾆﾃｨ交通
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸﾞ
推奨される
メニュー
ｻｲｸﾙｼｪｱﾘﾝｸ 乗り合いﾀｸｼｰ 乗り合いﾀｸｼｰ
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸ
体験学習
 
 
なお、以下にそうした対応メニューのこれからの展望のうち、特徴的な事例であ
る高知県と北九州市の事例を詳しく記述する。 
①高知エコポイント 
高知市内は江戸時代に入ってから区画整備された街であり、山間部が多く平野の
可住地が少ない地理的特性から元来コンパクトな街が形成されている。 
高知県は世帯あたりの自動車保有数が 1.1 台と全国平均より若干多いが、逆に同
程度の中規模地方都市の中では比較的少ない。また、縦横に走る日本最長の路面電
車網や充実したバス路線は整備されており、地域内のモビリティにおける公共交通
機関の分担率は 50.7％（平成 18 年環境白書）と高く地方都市の中で比較的良好な
状態であるといえる。 
しかし、このような状態であっても交通事業者の視点から見ると採算が取れてい
るとはいえず路線の廃止が続いている。公共交通機関は一度廃止してしまうと再生
することが非常に難しいことは各地の地方都市の事例からも推測できることであ
り、いかにして現在の公共交通機関の利用客を増大させ、維持していくかという方
策を検討することが必要である。 
こうした背景において高知市はコンパクトな街の特性を活かした交通政策を展
開しており、パークアンドライド政策を始め、独自の交通系 IC カードによるエコ
ポイント事業の導入に至っている。地域環境通貨の事例としても、中小地方都市の
モデルとして、地方の公共交通機関を扱ったモデルは有効性が高い。 
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②北九州市民環境パスポート 
北九州市では、地域の民生部門のエネルギー利用の構成を考えると、自動車の利
用によるガソリン消費による CO2 の排出量は、総排出量の５割を占めている。地
域でエコモビリティ利用と公共交通機関利用を促進することが環境負荷削減に有
効である。 
公共交通機関の利用による環境負荷削減効果もさることながら、今後来るべく高
齢化社会に対して、その高齢化に適した交通手段を対策することが必要である。一
度荒廃した公共交通機関網を元にもどすのは困難を伴う。さらなる高齢化に際して、
既存の公共交通機関を維持させるためも、公共交通機関の利用促進は不可欠である。 
北九州市では、公共交通機関利用促進のためには、公共交通機関の多様性、選択
肢の用意が必要である。スマートコミュニティ構想では、カーシェアリングやサイ
クルシェアリング、乗り合いタクシーなどの複数の施策を行うことを予定している。 
 
b) 過疎高齢化・観光など課題に対する運用の類型 
その他の導入目的として、過疎高齢化への対策や観光振興を目的として地域環境
通貨が導入される事例がある。なお、ここでは特徴的な取り組みとして小菅村およ
び高知県の事例を詳しく記述する。 
①小菅源流通貨 
小菅村源流通貨における取り組みは、大別して源流域での取り組みと、上下流域
での都市における取り組みを分けている。源流域でのプログラムは、市民参加の源
流水源涵養林保全活動を中核にいくつかのイベントを設定し、これにボランティア
参加した都市住民に地域通貨を発給しようというもので、発給された地域通貨は次
節に示す特典プログラムや地域の公共施設、協力店などで消費される。 
これらの通貨の原資となる事業費は、流域企業や労力の提供をしない市民からの
金銭的な寄附でまかなうものとする。また、これらの源流域での問題を考えるとき
流域での河川との一体感を醸成することが重要であること。そこで、我々の志向す
る源流通貨はこうした中下流域での活動を取り込むこととする。 
都市住民は様々な環境配慮プログラム（中下流域の環境ＮＧＯ等が主催する）に
参加し労力を提供することで、地域通貨を入手する。流域企業等はこれらの地域通
貨を引き受けることで事業費を捻出しようというものである。 
ただし、ここで流域企業の受け入れる地域通貨は、源流域の産品に限定すること
で、間接的に源流域の経済的自立を支援しようというものである。 
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図５―２１ 流域でのプログラム 
 
 
図５―２２ 都市でのプログラム 
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源流通貨の原資・原動力となるモノは、流域市民の源流域に対する憧れや、癒し
を背景とした企業の社会貢献を明確にすることによって生まれると考えられる。ま
た、企業の活動ばかりでなく流域住民の労力や金銭の提供も重要な原動力となる。 
そして、舞台装置としてはすでに村内で展開している様々なイベント、交流プロ
グラム、中下流域での環境保全活動を有機的に連携させ活用していくことになる。 
 
 
 
図５―２３ 源流ブランドを活かしたプログラムイメージ 
 
特に、このとき明確な価値として見いだせるものは、源流域で行われる以下に示
すプログラムであり、これらのプログラムは都市の住民にとっては得難い体験であ
り、アンケートからも価値があるモノと考えられる。 
源流通貨を使うことで、都市住民に対してもその価値を表現することができ、通
貨の循環の中に織り込んでいくことで、ボランティアと源流の恵みが持続的な循環
システムを作り上げていくことを期待する。 
②高知県エコポイント 
また、高知県の取り組みについては、観光振興における特徴的な取り組みを行っ
ている。 
現状、高知県交通エコポイントで行われている公共交通機関に利用に付与されて
いるポイント付与対象を拡げることで、利用拡大を図ることを検討した。特に観光
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客を対象としたメニューを拡大することで、これまで利用客の少なかった観光客の
公共交通機関利用増加を図る。こうしたポイントを通じて、旅の魅力を増し、高知
県の自然に対する思いを高めるツールとして活用する。このことは観光振興である
と同時に、観光客を交通弱者需要と捉え、将来的な少子高齢化時代の公共交通機関
の利用客を見越した対応を行う。 
観光客へのエコポイント配布とそれに関わるインセンティブや森林保護への寄
付のフローについてまとめる。 
 
図５－２４ エコポイント循環のフロー図 
 
前述の取組と併せて、高知県エコポイントの拡大を考えると、以下のような項目
が CO2 削減効果のあるものとして、エコポイントの対象として検討できる。 
・公共交通機関利用 
・エコ自転車の活用 
・ホテルでのエコ活動参加（省エネ協力・アメニティ削減・地産地消） 
・手荷物宅配の利用 
また、CO2 削減効果だけ行動だけを付与対象とせず、旅の中での自然や地域を大
切にする取組にまでその適応を拡大すると、以下のようなものが対象として考えら
れる。 
・観光地での入場実績 
・街路市での買い物 
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・各種エコ体験 
・歴史案内人とのふれあい・地域での宝探し 
これらの取組をポイント化することで、ポイントラリーのような発想で旅を楽し
むことに繋がり、旅の経験値としてのポイントが蓄積されることになる。 
また、ポイントはこうした取組だけでなく、森林に対する寄付などにもポイント
を加算することが望ましい。こうした、旅の経験値、環境や森林への貢献を見える
化することで、寄付への動機にも繋がるものと考える。 
特に、蓄積したポイントは、ポイントでしか交換できないアイテムが特典となる
ことが望ましい。こうした特典アイテムは、旅の想い出であり、高知県の自然の豊
かさを想起させるものが望ましい。ただし、アイテム調達の原資については後述す
る。 
この寄付への動機を促すためにも、例えば図４－２のような通行手形を販売して
の、以下のフローによるサービス展開が有効である。ポイントの経済的なインセン
ティブだけでなくとも、旅の記念としての価値を見いだすことも重要である。 
・通行手形タイプのですかカード販売 
・旅の経験値蓄積（歴史体験・自然体験・エコ活動） 
・森林保全への理解と寄付 
・ポイントに応じた通行手形への認定印やサービスへの交換 
 
既に高知県エコポイントについては、公共交通機関の CO2 削減量をポイント化す
る取組となっている。本研究ではこれを拡大することを計画するが、その対象とし
て前述の交通系の取組に加えて、ホテルでのエコ活動も評価の対象とすることを提
案している。 
モビリティでの取組については、前述の高知市内のルートを例として評価を行う。
全旅程をレンタカーにより移動した場合（5.3kg-CO2/人）に比べて、公共交通機関
及び電動アシスト自転車により移動した場合（2.2kg-CO2/人）においては大よそ
60％程度の環境負荷削減に効果があるといえ、宿泊時と同程度の CO2 排出が存在す
るが行動によって大きく削減することが可能である。 
エコホテルの取組評価については、宿泊時の環境負荷削減の取組に加えて、滞在
中の地域内に移動に関わるモビリティ及び食については地産地消に関わる効果を
フードマイレージにより評価することで、観光滞在中全体の評価を行う。 
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宿泊時の環境負荷については冷暖房や照明の利用時に関わる環境負荷が大部分
を占めており、従来エコホテルの取組として例示されているようなアメニティやリ
ネングッズといったものをリユース・リサイクルする取組は実際の環境負荷削減効
果は極めて低い。逆に大部分を占めるエネルギー利用の部分についての環境負荷削
減についてはコジェネシステムや自然採光の利用などが考えられるが大規模な設
備導入等が必要となってしまうために事業者の負担が大きいといえる。 
今回の試算では株式会社スーパーホテルによる環境報告書（2009 年）で公開さ
れている 6.3kg-CO2/人泊を用いている。地産地消の取組を評価する手法としてフ
ードマイレージによる評価を行う。 
左図に示すのは滞在時の食事について、地元産の食材としてかつお（高知港）、
鶏肉（北川村）、うなぎ（四万十市）と同量の食事対して国内産及び海外産の食材
を使用した場合の輸送距離を考慮にいれた CO2 排出量の比較である。 
1 食 1 人あたりの CO2 排出量は大きくないが、海外産のものは地元産に比べて約
36 倍、国内産のものは地元産に比べて約 5 倍もの CO2 を排出していることが分か
る。 
これらのことから分かるように、宿泊時の環境負荷削減を事業者の自助努力だけ
に求めることは、大規模な設備投資が必要となり困難である。しかし、比較的に容
易な行動提案をして、ホテル側は観光客の行動改善に対してホテルが活動を支援す
ることは可能である。 
高知県の取り組みは、公共交通機関を使った旅の提案をホテルが支援し、その
CO2 削減効果をホテルの評価につなげる仕組みを作ることが効果的である。 
 
 
0 20 40 60 80 100
地元産
国内産
海外産
g‐CO2
中国 フィリピン アメリカ 静岡 鹿児島
宮崎 四万十 北川村 高知港
図５－２５ 地産地消による CO２削減量 
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5.3.2 通貨の流通による地域振興の仕組みの検討 
a) 通貨の価値を活用した地域活性効果の検証 
地域環境通貨は、経済的インセンティブ手法として地域通貨をモデルとしている。
よって、多分に通貨の流通促進による地域振興と環境問題を絡めて論じる場合があ
る。 
現在、日本の各地方都市では地域経済の疲弊や、高齢化・過疎化が、環境問題以
上に深刻であり、魅力ある日本の地方都市を如何に残していくかが課題になってい
る。地域環境通貨はこうした課題を抱える地域でも、その可能性が期待されている。
本章においてはそうした地域として、山梨県の小菅村における水源涵養林保全と山
間部の経済振興を課題とした「源流通貨」、産業廃棄物不法投棄事件で全国的に名
が知られることとなった香川県の豊島における「豊島環境通貨」などのコンセプト
提案を始め、高知での公共交通機関を健全に維持する取り組みなどを取り上げ、そ
の課題と、こうした通貨流通の可能性を検証する。 
これらの取り組みは、地域においてそれぞれの地域環境通貨の価値を議論する中
で、地域の課題を検証すると同時に、地域の魅力を議論し地域の価値を再発見する
取り組みとして展開される。地域のあるものと無いもの探しをする「地域学」「地
元学」といったようなアプローチで現場での実践的な議論と取り組みを行ってきた。 
地域環境通貨の
付与メニュー構築の
ための議論
地域環境通貨の
特典メニュー構築の
ための議論
地域
独自価値の
再認識
「地域学・地元学」の
アプローチ
地域資源の活用地域課題への対応
都市と地域で人が交流する仕組みの中で
地域における消費が生まれる構造をつくる。
環境と共に、少子高齢化やコミュニティの
再生など横断的なメニュー展開を行う。
地域に金が入る仕組みが不可欠。
地域の課題は環境だけで無い。
地域の共創的な社会づくりに活用
 
図５―２６ 地域における議論 
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通貨で価値を媒介するのは、自然の価値であったり、地域産品の価値であったり、  
地域特有の文化価値であったり、地域独自の価値を発見していく作業が行われまし
た。  
通貨で価値を媒介するのは、自然の価値であったり、地域産品の価値であったり、
地域特有の文化価値であったり、地域独自の価値を発見していく作業となった。そ
して、そうして発見される価値の多くが環境に通ずる価値として認識でき、いくつ
かが環境負荷削減効果を算出できるものであった。ただし、こうしたＬＣＡ的な負
荷削減算出の作業は、ものによっては必ずしも直接的環境負荷の削減を計上するも
のではなく、間接的な効果や期待値を数値化するものも含まれる。ただし、これら
は現場での試行錯誤的な取り組みであると理解しており、本研究の過程において重
要な取り組みとして、記述するようにした。 
こうした議論の中でも、地域環境通貨の副次的効果、都市と地域での交流の仕組
み構築が必要性が議論された。地域環境通貨は地域での議論においては、環境の枠
組みを超えた地域における共創的な社会づくりへの活用が検討される。 
 
b) 通貨を通じた交流を活用した地域活性効果の検証 
また、昨今、企業等の社会的責任の概念から、二酸化炭素吸収源の確保、源流の
保全への取り組みが行われるようになり、森林保全活動への資金的協力が得られる
可能性が大きくなっている。現在はこれらの行為は企業の自主的な活動として行わ
れ、企業はそのアピールをすることで、その社会的責任を果たすようになっている
が、こうした流れの中にも、地域環境通貨を織り込んでいくことで、企業の貢献を
市民のアクティビティーを絡めて演出していくことができ、新しい企業貢献、企業
広告の形として、可能性が期待できる。 
図５－２７は、その考え方の一例を小菅村の源流通貨の場合で示したものである
が、例えば企業等が森林保全事業に寄附を予定する額の１０分の１程度の源流通貨
を顧客である都市住民に発給すると仮定する。発給の根拠は「環境配慮商品の購入」
であったり企業の支援する「環境配慮ボランティアへの参加」であったり、様々な
バリエーションが考えられる。こうして様々な方法で得た源流通貨を都市住民はど
こかの源流で消費したり、寄附をしたりするになるが、企業等は、その源流通貨の
取引額に応じて、源流に現金による寄附を行っていく仕組みである。 
このことにより、企業は環境保全に貢献を行うのですが、それも顧客（ステーク
フォルダー）である都市住民がその選択権を持つ形で進めることができ、より一層、
社会的貢献の価値を高めることができると考えられる。 
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企業寄附の仕組み
企業
企業寄附
源流通貨
地域通貨によるサービスの享受
地域通貨の環流に見合った
森林保全への寄附
寄附予定額の１０分の１程度の
地域通貨の発行
通貨回収量の報告
寄附対象の選択権は
都市市民（ｽﾃｰｸﾌｫﾙﾀﾞｰ）
にある
源流通貨獲得のために
企業からの寄附の
一部を当てる
環境配慮商品購入
河川浄化ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
その他、
ｸﾞﾘｰﾝｺﾝｼｭｰﾏｰ活動
森林保全事業
環境教育事業
その他、
企業社会貢献活動
個人
ＮＰＯ
商店街
など
ｴﾈﾙｷﾞｰ
関連企業
デパート等
大型小売店
飲料
メーカー
など  
図５―２７ コミュニティウェイを参考にした企業寄附の仕組み 
 
また、寄附を受ける源流域においても源流通貨を介して、寄付額の１０分の１程
度の価値が流通することで経済の活性化が期待でき、通常での森林保全であれば、
その委託業者にしか利益が生じないところを、源流通貨を受け入れる様々なビジネ
スに利益を得る機会が広がると考えられ、コミュニティビジネスの可能性が充分に
あると考える。 
こうした地域通貨の考え方でその価値を額面以上に評価させていく方法として、
情報の有効活用が考えられる。 
通貨の流通をわかりやすく表現する（可視化）することで、地域通貨を介して生
じたネットワークを明確に示すことができ企業等はその貢献を示す良い機会とな
るであろうし、北九州市の環境パスポート事業に見られるように、地域通貨の取引
高から努力・貢献が数値となって現れることで、これを指標と捉えて活用していく
ことが考えられる。 
こうした可視化を通じて、都市と農村の交流を表現していくことで、源流通貨の
参加者は源流との一体感を感じ、年間を通じて様々な活動の中で源流を意識するこ
とができると考えられる。 
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図５―２８ 地域通貨のオン・オフ両面展開 
  
 
5.3.3 多様な環境価値の創出の可能性に関する検討 
その他、多様な価値の活用を採用した事例としては。豊島環境通貨の考え方であ
る。 
現在、豊島では豊島環境通貨の本格運用に先駆け、地域の産品を開発する取り組
みが行われているが、これは地域の産品に付加価値を見いだし、地域資源を価値の
担保に通貨を運用しようというものである。 
図５－２９に、具体的な提案例を示す。豊島は海産物としてママカリなどの小魚
および農作物としてオリーブなど果樹の栽培で有名である。これらを海で釣ったり、
果樹を育てて収穫したりするところで通貨を付与し、料理をして食べるところを特
典とし、一つの価値の流れとしてデザインする。つまり、手間の掛かる作業を付与
メニューとし、特産品を特典メニューとし、これを原資に通貨を運用しようとする
ものである。 
通常の地域通貨の場合も同様のことがいえるが、こうした地域環境通貨の価値を
検討することは、地域資源を発見する取り組みになる。地域の豊かな資源の価値を、
環境の価値に置き換えていく取り組みは、環境保全と地域振興の好循環を検討する
糸口になるものと考える。 
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図５―２９ 特産品を原資とした提案 
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5.4 地域環境通貨の普及展開に対する検討 
5.4.1 地域環境通貨などの全国的な動向の分析 
地域環境通貨の取り組みを通じて、われわれは市民の環境改善行動の価値をどの
ように捉え実社会のインセンティブシステムに設計していくかを検討してきた。し
かし、多様な環境行動の価値を、環境改善の価値を CO2 の削減量だけで捉え、経済
的なインセンティブの仕組みを作る傾向が多少強いことを危惧していた。しかし、
近年、植林権やエコツアーといった保全される環境そのものの感性的な価値を活か
したインセンティブを設定する取り組みが増える傾向にあることを喜ばしく感じ
ている。今後、本研究のインセンティブのとらえ方も、こうした多様性のある価値
を捉えていくことに努力したい。 
 
エコ商品に交換
・レジ袋
・生ゴミリサイクル北九州市
・公共交通
機関利用高知県
・家電買換え
・環境家計簿
・レジ袋
新宿区
森林保全
ポイント
森へ招待
ポイントとCO２削減量の関係を精緻に求める傾向
図５－３０ 特典プログラムの全国的傾向 
 
5.4.2 地域環境通貨システムの普及展開の検討 
地域環境通貨構想の広がりについて図５－３１に示す。 
地域環境通貨の広がりは、環境省の行う容器包装 3R 推進事業の一環として、レ
ジ袋削減などの活動を中心に広がりを見せている。参加者の活動のポイント取引履
歴を追跡・蓄積するシステムを導入して、その活動履歴を活用・評価できるシステ
ムを導入している先進事例は現時点では数えるほどしかないが、市民活動の実績が
見える仕組みの必要性において本システムは注目を集めている。 
本研究が関与している５つの地域環境通貨システムの事例を記載し、その広がり
を示す。早稲田地域環境通貨はポイントシステム自体が環境省の容器包装廃棄物
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3R 推進モデル事業に選定されており、今後注目される事業となる。北九州市民環
境パスポートはスマートコミュニティ創造事業の一環として、今後、本格的な展開
の予定があり、現時点では最も環境活動の幅の広いプロジェクトである。小菅村源
流通貨は、河川の上下流の問題、特に源流域での経済停滞、森林荒廃の問題を取り
扱ったものであり、下流域自治体の水源税導入の議論と関連して、大きく展開する
可能性がある。豊島環境通貨は、国内最大級の産業廃棄物不法投棄現場となった瀬
戸内海の豊島に、環境学習に訪れる市民を対象として行うものであり、環境学習と
離島の問題を絡めた展開が期待されている。 
一方、新宿区の取り組みは、レジ袋の削減から始まっているが、本年度に節電ポ
イントを導入するなど、取り組みメニューの広がりを模索している。 
本研究は、そうした地域と共に、実運用に適したシステム構築と運用ノウハウを
蓄積し展開していきたいと考える。 
 
＜ハード面＞
e-yonde
ポイントの管理及び
会員登録を行う。
非接触IC技術
に対応
＜ソフト面＞
評価システム
個人や地域の環境活動を
評価し、
既存インフラに対応し
潜在母体が拡大。
ユーザー登録が
簡易化される。
行政等が
市民活動の実態を
統計データで把握。
同じ尺度で
他都市と比較可能。
地域環境通貨事業
環境活動プログラムを行い、
それに応じてポイントをもらう。
高知県
交通エコポイント
北九州市民
環境パスポート
ＥＸＰＯエコマネー
継承事業
新宿エコ自慢
ポイント
環境活動プログラムの
LCA評価
実行容易度を考慮
ポイントを決定
 
図５－３１ 全国展開の構想 
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第 6 章 地域環境通貨システムの導入と定着に関する政策設計の提案 
地域環境通貨システムの政策ツールとしての可能性は、第 1 章、第 4 章、第 5
章で述べてきた。汎用性のある経済的インセンティブ手法である地域環境通貨は、
地域におけるさまざまな環境問題の課題に適応が可能であり、特にこれまで捕捉
の難しかった個人の環境活動を捉え、有効にインセンティブと活動の継続に向け
てのモチベーション維持に貢献することを検証してきた。 
ただし、地域環境通貨システムは、あらゆる政策に効果かがる万能なツールで
あるとはいえない。あくまでもさまざまな政策手法の 1 つとしての効果としての
有用性を述べたものであり、単純なインセンティブ手法では無く、ポイントの仕
組みがさまざまな環境課題への入口となること、評価機能により目標や課題設定
が容易であることなど、多様な効果が期待できるインセンティブ手法であること
を述べてきた。 
地域環境通貨は任意の環境政策において、ある一定の段階で導入され、他の政
策手法とのポリシーミックスで活用していくことが求められる。 
これまでの複数の地域における地域環境通貨の実証事例やその考察から、地域
環境通貨システムをさらに別な地域で導入し、これを定着させる上での課題を整
理し、その政策の進め方について提案をしていく。 
 第 1 に、地域環境通貨システムを地域の合意形成の中で導入し、これを拡充さ
せていく政策設計の提案を行う。段階的に導入メニューを増やしていく方法や、
地域における地域環境通貨の原資を増強し拡大していく手法の提案を行う。 
 第 2 に、実施された地域環境通貨システムから、特定の取引メニューの取り組
みを、インセンティブ手法から次の政策に展開する手法を提案する。 
 
6.1  地域環境通貨システムの拡充における政策設計の提案 
北九州市における環境パスポート事業では 112 の取引メニューが用意された。
通貨に対する原資も行政によって、3 ヶ月で 150 万円が用意された。これは総務
省の社会実験として、最終的にめざす実施状態を用意しての実証環境が要求され
たため、地域ＮＰＯや自治体のあらゆるセクションが協力して、短時間で充実し
たメニュー構成が実現した。しかし、5 章で触れたような具体的な地域での取り
組みは、取引メニューを絞り込んでの対応となるケースが一般的である。 
地域環境通貨システムをさまざまな地域で導入する場合も、いくつかの中核と
なるメニューから試みて、徐々にメニューを拡張することが推奨される。本節で
は、こうした拡張に際しての政策設計の提案および、これらに合わせて原資を拡
張していく方法についての提案を行う。 
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6.1.1 取引メニューの段階的な拡大に関する検討 
地域環境通貨システムの導入および、その拡充に際して、本研究では将来的に
は取引メニューを充実させ、対応できる政策の幅を拡大して行くことで、市民の
環境活動のプラットフォームとすることが理想であるとしてきた（図６－１）。  
多岐多様にわたる環境問題に対して、総合的に取り組むことは、地域での目標
や課題の共有においても、環境価値をさまざまな形で循環させる上でも効果的で
ある。  
また、さまざまな市民活動の入口としてプラットフォームが整備されれば、市
民による環境活動の多様性を容易に拡大することができるといえ、効果的に市民
の環境活動を促進することがでる。  
 
ごみ減量
有料指定袋制度など資源回収
集団回収など
不法投棄
不法投棄パトロール
など
環境教育
環境ミュージアムなど
省エネルギー
環境家計簿など
まち美化 グリーン購入促進
民間事業との連携
リサイクル事業 エスコ事業
 
図６－１ 環境政策の連携 
 
ただし、多くのメニューを一斉導入できる場合と、これが困難な場合がある。
これらをそれぞれ、①一斉導入型と②逐次拡充型に分類し、本研究で対象とした
北九州市および新宿区等の事例を基に検証し、 それぞれの利点や問題点、政策
の進め方をまとめる。  
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当初より横断的な政策ツールとしての認知が必要である。
拡大に際してコミュニティ特性の検討が必要である。
行政の所管箇所や特定の目的集団ごとの
取り組みとして開始が容易である。
多面的な拡充に際し縦割り的な対応が障害となる。
複数の取引メニューを同時に立ち上げ
対象地域を特定地域で先行的に行い
対応エリアを順次拡大していく
特定のメニューに限定して
広域導入のシステムを構築し
順次対応メニューを拡充していく
一斉導入型
逐次拡充型
事例；北九州市
事例；新宿区、高知県
複数事業の統合的なインセンティブ手法としての導入する場合
特定の事業促進を目的にインセンティブ手法として導入する場合
•メニュー拡大が容易である。
•システムの投資が最終的に小さ
くなる。
メリット
•複数の政策間での予算調整が難
しい。
•運営負荷が大きい。
デメリット
•取り組み開始の運営や意思決定
が容易である。
メリット
•単一事業でのシステムへの投資
が難しい。
•メニューの拡大が難しい。
デメリット
 
 図６－２ メニュー拡充方法の類型 
 
①一斉導入型 
複数事業の統合的なインセンティブ手法としての導入する一斉導入型の事例
としては北九州市の環境パスポート事業が挙げられる。 
図６－１に示すように、北九州市の環境パスポート事業においては、様々な取
引メニュー構築に際して、既存の環境政策を連携させ、これらの取り組みを総動
員することで事業を形成してきた。今まで縦割りであった環境政策の効果的な連
携を考え、環境政策に対する多面的な取り組みを可能にするプラットフォームと
して地域環境通貨を位置づけたものである。 
環境パスポート事業では、複数の環境に関連する取引メニューを、一定の地域
で先行的に導入する実証実験を行い、これを順次エリア拡大しようというもので
あった。  
この方式での事業導入は、行政内で当初より地域環境通貨が横断的な政策ツー
ルとして認知され意思決定がされる必要である。政策横断的な共通ツールという
考え方は、これまでにない先進的な取り組みなため、自治体の意思決定が可能か
どうかに大きく左右される。  
しかし、一度導入されてしまえばメニューの拡充に際して、すでに横断的な発
想が承認されているため、メニュー拡大が容易になることが利点である。 
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ただし、問題点としては、一時期に多くのメニューを導入するために、事業実
施を担う運営組織の負荷が重く、当初の実証実験エリアでは調整が可能であった
ものも、拡充する他地域では難しいという現実もある。また、拡張するコミュニ
ティによっても、コミュニティの特性に応じて運用を変える必要がある。 
また、北九州市でも環境活動プラットフォームと位置づけて展開をはじめたも
のの、その原資対応においては一斉導入故の苦労がある。環境政策の中には、費
用や財の循環を設計して効率化に繋げるための投資と考えられるものだけでな
く、一方的に投資し続けなければいけないものもある。これらの別な政策に対す
る費用を混在させてプラットフォームを構築する考え方は、箇所ごとに予算申請
を行う行政にとっては難しい対応である。なお、原資に関する議論は、次節に行
う。 
 
 ②逐次拡充型 
一斉導入型に対して、特定の事業促進を目的にインセンティブ手法を導入し、
逐次拡充して行く手法として、逐次拡充型を定義する。この事例としては高知県、
新宿区の取り組みを好事例とする。  
第 5 章で示したように、高知県の交通エコポイントは公共交通機関利用でポイ
ントを付与し、新宿の全区で展開しているエコ自慢ポイントではマイバッグの取
り組みにポイントを付与している。これらの取り組みでは、単一の取引メニュー
から開始して、将来的にはその活動の幅を拡げていく方針である。 
中核となるメニューを最初に導入するため、行政的にも単一の所管箇所で導入
の意思決定が可能である点が利点であり、市民・事業者も関係する団体の数も限
られ調整が容易である。  
ただし、かなり早い段階で市民の方からメニュー拡大を求める声が出ること、 
その際に、行政の縦割り的な体質が露呈するなどの問題点がある。しかし、地域
環境通貨の導入促進という点においては、導入時の課題や問題を先送りできる逐
次拡充型の方が、一般的には導入が容易であるといえる。  
具体的な事例として新宿区のエコ自慢ポイントでの取引メニュー拡大を示す。
これは他の地域での展開にも参考となる政策設計である。 
エコ自慢ポイントでは 2008 年 10 月の導入当初、レジ袋の削減の取り組みを対
象としてポイントを付与する仕組みを構築した。その後、約 2 年を経て 2011 年
5月より区の運営する日用品のリサイクル施設でのリサイクル品購入に際しての
ポイント付与を対象とし、さらに同年 7 月からは、節電ポイントとして、家庭の
電力使用量の昨年度比の 1 kWh ＝1 ポイントでポイント付与を行っている。 
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ここで特筆すべきは担当課の対応である。エコ自慢ポイントの所管箇所である
区役所の生活環境課であり、軸となる取引メニューのレジ袋削減およびリサイク
ル品購入促進の取り組みなど３R 推進を所管する。一方、節電対策は所管が異な
り環境対策課が担っている。さらに、ポイントの特典メニューでは森林の保全に
繋がる植樹権を設定しており、これも所管箇所が異なる。さらに、市民からはポ
イントの使い道として東日本大震災の寄附などを検討して欲しいとの要望が出
ており、これにも対応する方針である。 
自治体が主導する地域環境通貨事業では、所管箇所を超えての取引メニューの
拡大が一般的には難しい。これは原資を特定の所管箇所で用意した場合、その原
資を他の所管箇所の事業の促進に活用することが難しいこと、箇所を渡って協調
しての予算化が難しいことが上げられる。新宿区の場合はこれらの問題に際し、
あくまでも地域環境通貨の運営の所管箇所で予算措置をしながらも、他の所管箇
所の事業に協力するという形で実現している。 
このときの担当課が、他の所管プロジェクトに関与するロジックとしては、「レ
ジ袋の辞退率だけが環境活動ではなく、さまざまな角度から環境活動に取り組ん
でいくことが、ライフスタイルの変革に繋がり、ひいては当初の目的であった３
R の促進にも効果がある。」というものであった。 
また、高知県の事例では、最初の軸となる取り組みが、公共交通機関の利用で
あった。しかし、交通エコポイントを主導したのは、県庁の中の交通関係の部局
ではない林業振興・環境部環境共生課であった。公共交通機関でのエコポイント
の善意を森林保全に繋げようという発想があったにせよ、非常に珍しい対応であ
ったといえる。さらに、さらに環境共生課の主導で、交通エコポイントの観光へ
の活用や、高齢化の問題を扱った取り組みに拡大を図ろうと取り組んだことは、
担当者の懐の深さを感じる事例である。 
①一斉導入型にしても②逐次充実型にしても、これらの事例で共通にいえるこ
ととして、行政の意思決定には多くの場合、縦割り的な発想が見られる。 
第 5 章でもふれたが、地域の主体者と共に地域環境通貨の議論をするとき、こ
うした縦割りの壁を超えての議論が行われることが常である。もちろん地域の市
民の生活や、環境問題の課題には、行政でいうところの縦割りは関係なく、むし
ろ地域の主体者においては混在して考えることが当然の対応である。 
本研究は地域環境通貨を通じてさまざま主体間の共創関係を構築していくプ
ロセスを考究してきたが、地域環境通貨を本格的に政策ツールとしての導入しよ
うと考えるとき、行政にとっては行政の内部において共創関係を構築することが
求められる。 
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6.1.2 地域環境通貨の原資における成長モデルの分析 
前節においては取引メニューの拡張について記述してきたが、本節にはさまざ
まな原資を確保して、地域環境通貨の取り組み規模を拡大していく方策を検討す
る。 
プラットフォーム構築という観点からも、予算的にも軸となり得る事業が中核
となり、これを他の事業と連携させて、対応できる政策の枠組みを拡げていくこ
とが重要である。また、このために自治体においては、予算の枠組みを超えたイ
ンセンティブシステムを、複数の環境政策の所管箇所が連携して整備することが
求められる。さまざまな地域での政策に、このプラットフォームが有効に機能す
ることで、行政としても環境政策に対する少ない投資で、高い効率を得ることが
できると考える。 
そのためには、最終的には地域で運用される環境配慮のための原資規模を一定
規模まで拡大して行くことが求められる。  
そこで、この原資規模の増やし方について、本研究の対象地域の事例を基に検
証し、 他の事例等に応用できる参考点を抽出した。  
 これらは、①予算効率化型として、行政主導の事業として住民参加で行う場合
で、行政の予算措置の中で原資をまかなっていくことになるものと、②目的別協
賛型として、行政の事業に企業などが参加して行う場合で、行政の予算だけで無
く、原資を企業等に求めていくものに分類し検討を行う。 
促進費用として予算化された枠の中で
取引メニューを改廃して対応していく。
総合的効果を検証し予算を拡大していく。
市民活動の促進費用
市民活動による行政等の予算の
効率化を根拠に予算を充当する。
予算効率化型 事例；北九州市、新宿区
行政主導の事業として住民参加で行う場合
 
企業協賛や参加者の寄附などを想定し、
地域でのさらなる環境負荷削減の
取り組みに再投資していく。
当初は明確なCO2削減の
価値の売却からスタートする。
事業目的ごとの効果を根拠に
原資を調達する。
取引メニューを拡大する中で
原資を拡大する。
目的別協賛型 事例；高知県、北九州市
行政の事業に企業などが参加して行う場合
 
 図６－３ 原資の拡充方法の類型 
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①予算効率化型 
予算効率化型は、行政がその原資を負担し住民参加で行う、北九州市や新宿区
を例とした。  
地域環境通貨導入のために市民活動の促進費用を捻出することは、当初は現行
の環境政策にかかる費用にプラスとなるが、市民参加により環境政策にかかる費
用が効率化され、長期的には全体の経費が削減されていくとしたもので、図６－
４に概念図を示す。 
また、これらの原資負担の規模は、②目的別協賛型の併用で原資の多様性を確
保することで市の予算としては、さらに縮小していくと考えられる。 
この概念は、例えばごみの分別において以下のように説明できる。市民のゴミ
の分別活動にポイントを出すことで、ゴミと資源が分別され、従来行政の負担で
行ってきた事後のリサイクル事業におけるごみと資源の分別にかかる費用が削
減され再資源化によるコストダウンが見込めること。その他、生ゴミなどが分別
できることで、ごみ焼却の効率が良くなりこれも行政のゴミ処理費用の減少に繋
がる。あるいは、地域清掃活動なども、現状で公園の管理清掃は管理事業者が行
っているが、これが地域でまかなうことができれば、その分の費用が削減され、
これをポイント原資として充てられることになる。市民活動による取り組みは、
長期的には行政の費用削減につながるといえる。  
 
環境政策にかかる予算
ポイントの原資
環境パスポートによる
効率化分
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23  
図６－４ 環境政策の効率化と原資 
民間の原資が入ること
でさらなる効率化が図
られる可能性がある。 
22   23   24   25   26   27   28 
地域環境通貨 
による効率化分 
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ただし、原資が効率化され減っていくという考え方は、単独の取り組みに際す
る費用削減の考え方で、取り組みの幅が広がれば、地域の原資の増大に繋がり、
地域環境通貨の原資の拡大モデルになる。  
 この予算削減効果の詳細な予測と検証は、今後重要な課題となるが、本報告書
ではこの考え方の可能性を示すに止める。 
 
②目的別協賛型 
多くのモデルでは自治体の原資拠出を前提で議論を進めてきたが、第 5 章で述
べたように、新しい取り組みでは高知県や豊島のモデルのように地域企業の協賛
という形で、原資を確保していく流れがある。行政だけのコスト負担では、これ
らの事業運営が難しいからである。 
そこで、目的別協賛型という考え方を定義する。高知県交通エコポイントのモ
デルでは、地域の交通事業者が原資を拠出しているが、交通事業者としてはポイ
ント付与により公共交通機関の利用促進に繋がり、なおかつ環境負荷削減に繋が
ることが原資負担により実現すれば、費用負担について寄附ができるとしている。 
北九州においても、レジ袋削減の取り組みの原資負担は、地域の小売店がして
おり、これも販売促進に繋がること、レジ袋促進が事業者自体のコスト軽減に繋
がることから実現している。 
このように、事業の目的を限定して考えていけば、関連する企業等も原資の負
担がしやすいことがわかる。さらに、こうした原資負担による環境負荷削減分は、
原資負担をした企業の貢献とみなし、企業等のアニュアルレポートに掲載したい
という声がある。 
第 5 章で、北九州八幡東区のカーボンオフセットのシミュレーションを行った
が、こうした、事業ごとの効果をもとに企業等の協賛の形で原資を調達し、地域
でのさらなる環境負荷削減の取り組みに再投資していくことで原資を拡充して
行く仕組みが考えられる（図６－５）。 
こうした仕組みでは、当初は明確な CO2 削減の望める価値の売買からスタート
し、これをもとに、さらに市民の努力による削減を売買することを想定する。 
これらの発想は、高知県では交通事業者によって一部成立しているが、北九州
市においては構想段階である。 
これらの原資規模の話は、次節のインセンティブ手法の限界や、他の政策への
展開にも関係する。 
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次の環境への投資
次の環境への投資
再生可能
エネルギー
による削減
企業による
買取
設備等により
実現される価値
市民の努力
による削減
企業による
買取増大
市民協力無しに
実現しない価値
さらなる
市民の努力
による削減
さらなる
企業による
買取増大
連続的に生み
出される価値
 
図６－５ 地域の環境価値の拡大再生産 
 
また、こうした地域環境通貨システムにおけるポイント原資を地域企業が負担
することは望ましい関係であるが、現実的には経済的に難しい状況がある。そこ
で、ポイント原資を広く域外の大手企業が、ＣＯ２排出枠として購入することが
望ましいと考える。 
東京都の課徴金制度においても、排出枠の調達に際して単純なグリーン電力の
購入でなく、購入した地域において、現金が地域で有効に使われる仕組みを作る
ことが必須といわれている（ただし、検討中の事項で確定的な議論ではない）。
都市と地域の連携において、大都市企業が地域に排出枠を求め、地域でそうした
原資をもとに、地域の環境価値がさらに創出される流れを作ることは政策的にも
理想的な流れだと考えられる。 
例えば、都市部においては、膨大なエネルギーが消費されるが、地域において
は運輸部門で膨大なエネルギーが消費されている。こうした都市と地域の現状に
おいて、都市の原資が地域の運輸部門の排出量削減に活用されるシナリオは有効
であると考える。 
具体的には、市民が蓄積したポイントの活用先を、地域の公共交通機関などの
利用に使えるように設定したならば、運輸部門の排出量削減につながり、さらに
地域におけるＣＯ２の削減が大きくなる。特に運輸部門の削減は、市民の協力無
しには実現しない。こうした市民の協力にによるＣＯ２の削減価値を再度クレジ
ット化できれば、さらにそれに都市の原資を募ることができると考える。つまり、
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地域の環境価値は拡大再生産されることになる。 
この、市民の活動による再クレジット化に際しては、ＣＯ２削減量がダブルカ
ウントになったり、必ずしもクレジットとして定量化されない取り組みも含まれ
たりすることが想定される。 
さらに、地域の環境活動の価値はＣＯ２の削減だけで評価できるものでは無い、
そこで地域の持続的な発展を担保するような取り組みをも、価値化していく必要
がある 
地域再生エネの
クレジット取得
都市の大企業による
ミティゲーション
地域ならではの
再生可能エネルギー
都市から地域への貢献
環境負荷低減の
まちづくりへの貢献
地域企業による
ミティゲーション
公共交通機関利用
社員教育
地域経済の
活性化
家庭部門の
削減への貢献
民生・業務・運輸
部門の負荷削減
高齢化に対応した
まちづくり
 
図６－６ 地域における企業の貢献 
 
北九州市では、地域の企業に、何らかの排出量のキャップをかぶせる計画はな
い。それは、北九州市としても地域企業に過度のＣＯ２排出量の削減をせまるこ
とで、地域経済の低迷を招く可能性があると危惧しているからである。 
そこで、北九州のような地方都市ではＣＯ２排出量の削減だけを企業に求める
のでは無く、企業の企業市民としてのＣＳＲ活動を、ＣＯ２削減効果と同様に評
価して行くシステムが求められる。 
これらの成果はＣＯ２排出量と違いクレジット化することは難しい。こうした
努力を行った企業に経済的なインセンティブを、付与することも難しい。 
しかし、企業にインセンティブを与える手法として、こうしたポイントを指標
として、北九州市における公共事業の入札等における条件に採用することが提案
できる。地域の独自のルールで、こうした企業を優先する仕組みを作ることがで
きれば、それは地域の新たな価値として認知されることになる。 
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6.2  地域環境通貨システムから展開する政策設計の提案 
地域環境通貨システムは、法定通貨の補完通貨である地域通貨をベースに発想
したものである。 
地域通貨は、法定通貨の価値により表現の難しい価値を表現し、これを別な価
値に橋渡ししていくことにより、地域通貨で取引する市場を活性化していこうと
いうもので、地域環境通貨においては環境活動（取引メニュー）が表現する価値
であるといえる。 
補完通貨であれば、補完する価値が補完する必要がなくなれば、その存在自体
の必要がなくなるものであると考える。地域通貨の補完の必要がなくなる状態と
は、地域における法定通貨流通量が充分確保できたとき、および表現し難しい価
値が法定通貨により表現可能になったときである。 
このことを地域環境通貨に置き換えて言えば、環境活動が充分に促進されたと
き、もしくは環境活動が他の経済原則によって促進されたときと言い換えられる。 
また、地域環境通貨はインセンティブ手法なのでインセンティブの高低で促進
効果は大きく変わる。もちろん、大きなインセンティブを付与すればするほど、
促進効果は大きくなる。 
取引メニューのアンケートによるインセンティブと行動の相関に何する感度
分析の研究としては、環境パスポート事業に際し、早稲田大学創造理工学部経営
システム工学科 大野髙裕研究室が取り組んだ事例がある。この研究では、レジ
袋削減の取り組みに合わせて、空き缶・ペットボトルの回収機を商店街に導入す
る最適台数と最適なインセンティブを検討したものである。この中で、経済的イ
ンセンティブと市民参加率の関連を 2 項ロジットモデルを用いて検討するとと
もに、これらが変化した場合の効果（参加率の変化）を予測している。単独のレ
ジ袋削減の取り組みをみてみると、レジ袋辞退の経済的インセンティブを xN と
し、その時の辞退率 PNi を推定する式（6.1）。 
 
                              式（6.1） 
 
ここで i は、式（6.2）のように分類した世帯ごとに、辞退率 PNi を推定する。 
 
 
                              式（6.2） 
 
また、実施世帯数 HN を式（6.3）にて算出する。ただし、di, ei は反応パラメ
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ータでありアンケートから決定している。HS1 は 1 日当たりの 1 加盟商店街利
用世帯数である。 
これらを加算したものが、レジ袋辞退の実施世帯増加数 HΔN 式（6.4）となる。 
 
                              式（6.3） 
 
 
                              式（6.4） 
 
HN ノーレジ袋運動実施世帯数 
HΔN ノーレジ袋運動実施世帯増加数 
HΔS 1 加盟商店街利用世帯増加数/日 
NS 加盟商店街数 
xN [yen] ノーレジ袋運動の発行レート 
 
これを図にすると、図６－７に示す結果が得られる。 
経済的インセンティブは付与高によって、レジ袋辞退率の促進に寄与するが、 
 
 
 
図６－７ アンケートによる経済的インセンティブと行動促進の関係 
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促進効果は指数関数的に頭打ちとなるとしている。 
この結果は実証実験エリアで行ったアンケートをもとにしたものであるが、
当時のインセンティブ無しでのレジ袋辞退率５％前後と乖離した結果があっ
た。また、実際に北九州市ではレジ袋１枚の辞退に対して、1.25～2.5 円のシ
ールポイントを付与しており、枚数を貯めると商店において 50 円の割引が受
けられる。このレジ袋削減に取り組む北九州市グリーンコンシューマー推進委
員会では、事業開始 3 年目の成果報告で、レジ袋の辞退率は 20％程度であり、
この方法では、これ以上の辞退率の向上は難しいとの結論を出している。他の
地域の事例をみても、インセンティブ手法では概ね 2.5 円／枚のインセンティ
ブで、最大でも 30％程度の辞退率を実現したという事例が多い。このことも
図６－７においては、予想辞退率が大幅に上回っている。 
これは、地域でのアンケートの送付数は 1320 通であり、このうち有効回答
数は 297 通であったことに要因があると考える。有効アンケート比率から考
えても、有効回答者の環境配慮意識が一般より高かったこと、もしくはアンケ
ートでの辞退の意思と実際の行動の違いなどが乖離の要因と考えられる。 
そこで、こうした乖離を実際の数字に合わせるため図６－８のグラフの比率
を変えることなく、以下の修正を行う。まず、インセンティブゼロとなるグラ
フの切片を６％に設定する。こののちインセンティブ 2.5 円の時の辞退率が
30%となるよう横軸の縮尺を 1.47 倍としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６－４ アンケートによる 
 
 
図６－８ 経済的インセンティブと行動促進の関係（修正） 
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アンケートを実施した集合と必ずしも一致しない母集団の結果で縮尺を変え
たことで、精緻な議論をすることはできないが、レジ袋の辞退率の向上を望むに
は、さらなる経済的インセンティブの増強が必要となる。80％の市民の辞退を実
現するためには、8 円程度のインセンティブが必要となることがわかる。しかし、
インセンティブを付与する原資は有限である。 
 以降の節では、こうしたインセンティブの調整を含めた地域環境通貨の取引メ
ニューの改変、廃止に関する検討、およびインセンティブ手法の限界と法規制と
の関係について述べる。 
 
6.2.1 地域環境通貨システムの取引メニューの改廃に関する検討 
取引メニューの付与ポイントを効果が出るまで上昇させたり、無尽蔵に増やし
付与ポイントを増やしたりすることは、通貨の原資が有限である場合難しい（前
述したように通貨のレートを調整することなどで、有限な原資に調整する方法も
あるが）。そこで、取引メニューは原資に合わせて、改廃していく必要がある。 
前節で述べたように地域環境通貨の取引メニューは、その対象となる環境活動
が充分に促進され、とりたてて環境価値を表現する必要がなくなったときに改廃
することができると考える。 
地域環境通貨システムのようなインセンティブ手法は、補完的な手段であり、
その時勢に合わせた取引メニューの改廃が前提である。基本的に、地域環境通貨
システムは、運用する主体が行政であれ NPO であれ、地域ごとに規定した運用ル
ールに則って運用される。このため、取引メニューは運用ルールに則って改廃さ
れることとなる。しかし、これらの対応は、ルール上では簡単に変更・廃止でき
るとしていても、その変更・廃止の意義について運営者や参加する市民での議論
は不可欠である。 
改廃のケースとしては以下のものが想定される。 
①取引メニューの付与ポイントの変更 
②取引メニューの廃止 
①については付与するポイントは 4 章で述べたように、対象の環境活動を政策
的に促進するか否かによって判断されるべきである。例えば 4 章のポイント決定
のスキームで述べたように、自動車削減に繋がる取り組みが、環境負荷削減に効
果的であれば付与ポイントを増やすことで経済的インセンティブを上げること
ができる。長期的に高いポイントを付与し続けることが難しい場合はキャンペー
ン的に期間を限定して高いポイントを付与することも可能である。 
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図６－９ 取引メニューの改廃 
 
原資調整に影響を与えないように、取引メニューのポイントアップ分の原資を
別途協賛で募るなどの対応も効果的であると考える。例えばマイバッグの取引メ
ニューのポイントを上げることで、商店街の利用促進を図ろうとするとき、商店
街からの原資の協賛で、一定の期間高いポイントを付与することも可能である。 
また、逆に現状でマイバッグやレジ袋削減の取り組みに、高いポイントが付与
されていることを 5 章で述べた。こうしたマイバッグのメニューのポイントは、
マイバッグの利用促進がライフスタイルとして定着した場合は、そのインセンテ
ィブを下げるという改変も可能である。 
②の廃止のケースについても、同様のことが言えるが、この場合廃止の仕方と
して、取引メニューそのものを廃止する場合と、経済的インセンティブ付与の対
象から外すが活動の履歴を補足するために 0 ポイントで取引メニューを残すこ
とも可能である。この場合、付与されるポイントはゼロとなっても、環境活動に
よる環境負荷削減は加算されることになる。 
また、次節に述べるが、インセンティブのメニューとしては廃止した上で、有
料化などの法規制対応に切り替えることも想定される。 
さらに、地域で一定のモノやサービスの流通が確保されれば、これを基にした
事業化やあとは市場の原理に任せる方法も想定できる。例えば乗り合いバスなど
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では、インセンティブ手法によりある一定の利用者を確保し、その利便性が理解
されるようであれば、初期導入時にはインセンティブは必要であってもその後は、
インセンティブの必要無しに利用者の拡大が期待される。 
つまり、インセンティブ事業においてライフスタイルとして一定の習慣づけが
成された取り組みは、なんらかの別な事業へ橋渡しをして行くことが必要である。 
これらの対応は、地域地域の課題や現状に合わせて判断し、限られた地域の原
資を有効に活用していくことが求められる。こうした意味からも地域環境通貨は
地域のマネジメントツールとして活用されることが求められる。 
 
6.2.2 経済的インセンティブ手法と法規制の相互補完に関する分析 
環境政策において、経済的インセンティブ手法が有効か、法規制にすべきかと
の議論になると、政策の促進効果のみを優先で考えれば、明らかに法規制による
対応が有効である。しかし、法規制による対応は特定の業界に与える影響が大き
いなどの問題や、市民の同意を得られないなどの問題で実現が難しいことが多い。
例えば、容器包装リサイクル法における飲料ボトルのデポジット導入が飲料メー
カーの反対で難しかったこと。あるいは自動車の削減に条例等でマイカー規制を
行うとき、対象地域の事業誘致が困難になるなどの問題で反対があるなど、法規
制をトップダウンの政策を行うことは容易ではない。 
そこで、本研究の地域環境通貨のようなインセンティブ手法に対する期待が大
きくなる。しかし、経済的なインセンティブ手法はインセンティブの高低で促進
効果は大きく変わる。もちろん、大きなインセンティブを付与すればするほど、
効果は向上することは前述の通りであるが、現実的なインセンティブでは、環境
活動の行動促進も頭打ちとなる。 
地域環境通貨の取引メニューにあるレジ袋削減を例に、その削減への取り組み
施策について、さまざまな手法を検討する。レジ袋削減には以下のような施策が
考えられる。 
①マイバッグ利用・レジ袋削減の呼びかけ 
②レジ袋辞退者に対するインセンティブ提供 
③レジ袋への有料化・課税などの法規制 
さて、さまざまな取り組みに見るレジ袋の辞退率を検討する。 
①については、削減キャンペーンによる効果明確な効果を調査した事例はつか
めなかったが、辞退率は概ね数％で大きな効果は望めないものと考える。 
②については、例えば北九州市では、前述の通り、レジ袋１枚の辞退に対して、
1.25～2.5 円のシールポイントを付与しており、事業開始 3 年目の成果報告で、
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レジ袋の辞退率は 20％程度であり、この方法では、これ以上の辞退率の向上は
難しいとの結論を出している。他の地域の事例をみても、インセンティブ手法で
は概ね 2.5 円／枚のインセンティブで、最大でも 30％程度の辞退率を実現した
という事例が多い。 
一方、③の有料化の効果として、環境省では、平成 20 年 4 月 30 日の「改正容
器包装リサイクル法施行 1 年における全国でのレジ袋削減に係る取組状況につ
いて」で、以下のように述べている。 
国内では 22 の自治体で有料化の取り組み、17 の自治体で有料海外の地域通貨
やエコポイントなどのインセンティブ施策が行われているとし、そのレジ袋の削
減効果として、「有料化に伴うレジ袋の削減効果をみると、有料化実施前のマイ
バッグ持参率（又はレジ袋辞退率）は 10％～30％程度の場合が多いかったのに
対して、有料化の実施後は、大部分の自治体で 80％を超えるまでに改善が見ら
れた。」としている。 
  
 
（平成 20 年 4 月 30 日の環境省広報資料より） 
※ レジ袋の有料化が行われた店舗のうち、実施前後で状況調査が行われた店舗の調査結果に
よる（詳細は参考資料参照。また辞退率 20～30％と幅がある場合は高い方の数値からグ
ラフ作成） 
図６－１０ レジ袋の有料化に伴うマイバッグ持参率（又はレジ袋辞退率）の推移 
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図６－１１ インセンティブと逆インセンティブ、行動促進の関係 
 
このことより、図６－８に示したインセンティブと行動促進の関係を発展させ
て考えると、有料化による逆インセンティブは、そのグラフが第２象限に現れる。
この逆インセンティブと行動促進の関係について、感度分析を行った先行研究事
例はないが、グラフの形状としては、インセンティブと同様の成長曲線で表現す
るのが妥当であると考える。 
そこで、５円の有料化で８０％の達成率を実現したことから、図６－８のグラ
フをマイナスのインセンティブとし、横軸を 1.67 倍に圧縮したものを図６－１
１に示す。グラフからも、②のインセンティブ手法より、逆インセンティブの③
有料化の方が、行動が促進されることが予想できる。 
では、こうした結果からすると、はじめから有料化すれば良いのではないかと
いう議論になる。こうした数値が明らかとなった現時点で、改めて②の選択肢を
とる必要はないのかもしれないが、それでも地域において③の導入の意思決定が
困難な場合、やはり②から段階的に取り組む方法が必要となる。 
②と③の大きな違いとしては、②のインセンティブは事業者負担であるにもか
かわらず、③の有料化費用は市民が負担することになる。③の導入が難しいのは、
事業者側としてはこの費用負担を市民に追わせることに対して、集客が落ちるな
どの問題があり、難しいとの反対意見が根強いことにある。 
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この点について大変興味深い事例がある。それは、平成 19 年度環境省による
地域における容器包装廃棄物３Ｒ推進モデル事業として名古屋市緑区において
行われた「レジ袋有料化促進モデル事業」である。この報告書によると、名古屋
市では従来実施してきた市内共通のインセンティブ制度「エコクーぴょん（北九
州市のシールシステムと同様の取り組み）」による辞退率は 12.2％であり、ライ
フスタイルを変えるには、更なるレジ袋削減の方策が必要としてきた。そこで、
緑区において先行的に 1 枚 5 円での有料化の取り組みが行われた。実証実験では
ほとんどの店舗で 80％以上の辞退率を実現したとしている。 
名古屋市ではこの取り組みによって平成 21 年度から全市的な有料化を実施、
実績値として 90％の辞退率となっている。名古屋市の事例は②から③に移行し
た事例であるが、先行して取り組みが行われていた②の取り組みである「エコク
ーぴょん」により、③への移行が容易であったといわれている。これは、②の取
り組みによって、以下の環境が整い、広域的な制度の一斉導入の合意がえられた
ものと考える。 
＊市民や事業者の理解 
＊地域の合意形成環境 
当時より、それほど環境負荷削減効果の大きくないレジ袋削減運動に着目して、
容器包装削減の取り組みを行うことに異を唱える意見も多かった。しかし、レジ
袋削減の取り組みを通して、ライフスタイルの変革に対してインセンティブ施策
の取り組みから有料化への転換の段階的な議論が行えた点で有効であると評価
できる。特に市民や事業者の理解という点では、②によって実現した 2～3 割程
度の実践行動者がいる中で、有料化の議論ができることが有効であり、②を通し
た行政の関与や広域導入の議論が行いやすかった点でも、段階的な導入手法が評
価できる。 
さらに、レジ袋削減の取り組みは、他のライフスタイルの変革の入口であると
の考え方にたてば、他の環境活動にインセンティブ手法が適当か、法的規制が適
当かという議論をするきっかけを作れたと評価できる。地域の合意で地域のルー
ルが整備された経験は、レジ袋削減以外の施策における合意形成に際しても活か
されると考えられる。 
このように、インセンティブ手法により、ある程度実現した、普及促進を他の
政策や事業に移行する参考事例を抽出し指針にまとめた。 
残念ながら本研究の対象である取り組みでは事例はないが、今後、そうなるこ
とを前提として導入を進める取引メニューを事例としました。 
1 つは、法規制移行型であり、北九州市では何らかの形でマイカー通勤の規制
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を考えており、当初は地域事業者の反対の無い形で、インセンティブ方式でこれ
を行い、20～30％程度の実施率をメドに法規制に移行することを検討している。 
2つ目は、事業化移行型として、現状では数の集まらない資源ごみの協力者や、
環境教育参加者にインセンティブを付与することを通じて参加者の母数を集め、
ある程度の事業規模を確保することで、その事業は事業者に任せる。そして、今
後はインセンティブを事業者が提供できる形で展開できる枠組みを定義する。 
 
マイカー通勤規制、レジ袋有料化など
将来的な計画はあるが市民の賛同が得られにくい
取り組みはまずはインセンティブ事業で導入し
２０～３０％程度の実施率をメドに法規制に移行する
サイクルシェアリング、資源分別回収、
環境教育等で収益性はあるが
当初は協力者が少なく事業採算規模が
見込めないものはまずはインセンティブ事業で導入し
事業者の判断で独自の市場構築へ移行する
特定のメニューについて
将来的な法規制を見据えて
インセンティブ事業として施行する
特定のメニューについて
一定の採算性ある
事業規模が見込めるもの
法規制移行型
事業化移行型
事例；北九州市
事例；北九州市、高知県
 
図６－１２ インセンティブ手法からの移行 
 
事例としては北九州市のサイクルシェアリングや資源分別回収などが上げら
れる。北九州市のカーシェアリング・サイクルシェアリング事業は、NPO 法人タ
ウンモービルネットワーク北九州が担っており、2005 年に八幡東区においてカ
ーシェアリング事業を開始した。当時より環境パスポート事業の取引メニューと
なっていた。 
厳密には、環境パスポート事業とは連続性のある取り組みでは無いが、環境パ
スポートの概念を引き継ぎ、2010 年 3 月より電動アシスト自転車を用いたサイ
クルシェアリングの事業を八幡東田地区において 3 ヶ所、合計 26 台の電動アシ
スト自転車を導入し、これと共に会員組織を対象としたポイントシステムを導入
している。 
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また、資源分別事業についても、地域の廃棄物回収事業者が本事業を契機に、
資源ごみの回収システムとインセンティブ事業を立ち上げている。こうした事業
を取り込みつつ、地域のインセンティブ事業と連動していくことは充分に考えら
れる。 
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第 7 章 まとめ 
本研究では、市民の環境活動に経済的インセンティブを付与し、環境貢献に関
する情報をフィードバックする地域環境通貨システムを提案し、その機能の分析
とシステムの開発を行った。また、複数都市での社会実証実験を基に、運営やシ
ステムの課題の検討を行い、市民が参加しての共創的な環境配慮型社会づくりを
実現するシステム構築に取り組んだ。 
以下に本研究で得られた知見を整理する。 
 
①地域環境通貨システムの適応が有効なコミュニティ特性の検討 
 北九州市の地形的・歴史的特性を分析し、コミュニティ特性に合わせた特に交
通政策に関する地域環境通貨の取引メニューを適合させるモデルを構築した。特
に、北九州市ではコミュニティの特性を捉えるために 10 項目のデータ要素を検
討し、等高線密度および鉄道駅距離に顕著な特徴をとらえた。さらに詳細な検討
の結果、コミュニティの特徴を示す３つの指標（公共交通機関便利度指標・コン
パクト性指標・消費エネルギー指標）を開発した。 
また、これらのモデルを北九州以外の都市に適応させる手法を検討し、簡易に
コミュニティの特性を捉え、適応する地域環境通貨の取引メニューを検討する手
法を開発した。 
②地域環境通貨システムにおける情報取得･配信技術の開発 
地域環境通貨システムの情報取得および配信技術の課題について、対応したシ
ステム開発について報告した。既存の通貨取引システムは、高価な専用端末にセ
キュリティの高い IC カードで決済するシステムを活用しており、システム導入
や IC カードの導入に高額な費用を必要としてきたが、本研究では安価で簡易的
な、さらに操作も簡易な独自システムを考案し、小規模な地域環境通貨にも対応
可能な機器として開発した。 
機器開発は、取引シーンや用途に合わせて改良（機器のシリーズとして 4 パタ
ーンとこれらを集約した機器の開発）を行った。そして、ＩＤ媒体を活用した取
引システムと一次元バーコードを活用した簡易な制御方法を開発し、ＩＣカード
利用の既存システムに対する優位性を明らかにした。 
また、通貨履歴を活用し、市民に判りやすく環境行動の成果を示す評価システ
ムの開発を行い、個人の環境活動のバランスや環境負荷削減への貢献をフィード
バックする機能を開発した。さらに評価システムを活用した複数の帰属に配慮し
た団体集計機能や、プライバシーに配慮したフィードバック機能などを開発した。 
③北九州市における地域環境通貨システムの適用と評価 
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北九州市民環境パスポート事業で環境活動に特化した取引メニューを地域で
構築し、通貨の流通の実証実験を行った。 
実証実験の結果、日常的なメニューへの参加が多かったことと、地域環境通貨
の利用より蓄積に顕著な結果が見られた。このことより、参加者の希望ポイント
や実行容易度、環境負荷削減効果からポイントを決定する手法を提案し、モデル
的なポイント算出式を作成した。 
また、アンケートより環境行動の成果を示す評価システムを実装、活動回数の
多いグループに好評価、継続的なモチベーションを持たせることに効果的である
ことを確認し、環境活動および負荷削減量の数値化により、さまざまな地域環境
活動を集約し、プラットフォームとして幅広く活用することが可能であることを
結論とした。  
④地域環境通貨システムによる環境保全と地域振興への応用の検討 
 北九州での展開を他の４都市（新宿区、高知市、小菅村、豊島）に適応させて、
複数の取り組みを元に、コミュニティの特徴による推奨される取り組みメニュー
の類型化についての検証を行った。 
加えて、複数事例におけるポイント設定や環境負荷削減効果を検証、比較した。
この結果をふまえて、カーボンオフセットによる原資調達の可能性を提案し、こ
れが北九州市東田を例にした導入モデルでバランスがとれることを示した。 
また、結論として地域環境通貨におけるポイントと環境負荷削減効果は緩やかな
整合性を持ちながらも、むしろ実行容易度を根拠にポイントを決定することとし、
さらに政策的な意図を加味しながらポイントを決定することが必要があると結
論づけた。ただし、環境負荷削減効果は正しく把握するために成果の可視化にお
いては、経済的なインセンティブと、環境負荷削減をそれぞれ別の 2 つの評価軸
で捉える表現手法が有効との考え方を示した。 
 また、地域環境通貨システムの地域での導入に際して、環境の課題への対応だ
けでなく、地域のさまざまな課題に地域環境通貨システムが応用可能なことを検
証した。 
⑤地域環境通貨システムの導入と定着に関する政策設計の提案 
複数の地域における地域環境通貨の実証事例やその考察から、地域環境通貨シ
ステムをさらに別な地域で導入し、これを定着させる上での課題を整理し、その
政策の進め方について提案をおこなった。 
地域環境通貨システムを地域の合意形成の中で導入し、これを拡充させていく
政策設計の提案については、一斉導入型と逐次拡充型に分類し、本研究で対象と
した北九州市および新宿区等の事例を基に、それぞれの利点や問題点、政策の進
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め方をまとめ、地域の取引メニューを拡充していく方法を示した。 
また、地域における地域環境通貨の原資を増強し拡大していく手法としては、
予算効率化型と目的別協賛型としてモデル化し、北九州市および高知県の事例を
示し、原資の調達の政策設計のガイドラインを示した。 
さらに、環境活動と経済的インセンティブのアンケートによる感度分析の結果
を検討し、インセンティブ手法の限界と法規制・有料化への移行に際しての制度
設計を示した。 
 
7.1 今後の地域環境通貨の展開についての考察 
本研究では取り組んだ地域環境通貨は、今後の展開において、さらに幅広く地域
の環境問題への対応できるよう努めると共に、環境問題への対応から出発して、さ
まざまな地域での課題に対応すべく取り組みの枠組みを拡げていく。 
これらは、本研究の目的である共創的な環境配慮型社会づくりに資する取り組み
であり、さまざまな共創を実践していく展開でもある。その一つは地域横断の共創
であり、テーマ横断の共創であり、リアルとバーチャルの共創であり、新しいスマ
ートな価値観の共創である。 
 
7.1.1 地域環境通貨を介した都市間連携のあり方についての検討 
地域環境通貨は、地域という境界での環境改善の展開に効果があることを述べて
きたが、全国各地の地域間連携については、地域相互の利益が相反しない限り、推
進していきたいと考える。具体的には複数の地域の地域環境通貨を連動させ、それ
ぞれのメニューを交換しながら、発展していく体制を築いていきたいと考える。基
本的には双方の魅力ある特典メニューの交換を通じて、地域の価値を交換していく。
これらの発想は、豊島環境通貨や小菅村源流通貨における都市地域連携の発展系と
もとれる。 それぞれの地域が、独自のユニークな特典メニューを交流することで、
それぞれの地域環境通貨の魅力を向上させることがねらいとなる。 
また、もう一つの考え方として、全国区の企業等が主催するメニューも、連携に
おいては構想していきたい。例えば、全国で植林や地域清掃のボランティアを呼び
かける企業が、それぞれの地域の地域環境通貨を購入（原資を供給）して、参加者
に参加者の地域の地域環境通貨を付与できる仕組みが考えられる。また、特典メニ
ューを受け入れることで、その通貨原資を吸収することが考えられる。 
例えば航空会社などが、そのマイレージポイントに、さまざまなポイントシステ
ムを統合し運用することで、弱小のポイントシステムに魅力を付加する取り組みが
行われているが、こうした枠組みに参加する手法も検討したい。ただし、通常のマ
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イレージなどの連携では、原資も航空会社などに移行する仕組みであるが、これで
は地域環境通貨のもつ地域経済活性の副次効果が得られなくなるため、自治体など
が提供した原資が、域外の企業などに流出することのないよう設計する。 
何らかの形で、国民通貨との一線を画し、都市から地域に通貨の原資が流れる仕
組みを提案して行く予定である。  
 
全国区企業γ 
地域α 地域β 
付与
メニュー
特典
メニュー
全国共通の
参加メニュー
全国共通の
特典メニュー
：労力・参加
：地域環境通貨
：商品・サービス
付与
メニュー
特典
メニュー
参加者 参加者
全国区企業γは各地の
地域環境通貨を受け入れる
＝ 原資の寄附
 
図７－１ 地域環境通貨の全国流通 
 
具体的な展開は、豊島でのエコツーリズムやインターネットでの産品販売など、
地域の資源活用の振興モデルづくりに取り組むと共に、北九州、新宿などの都市の
地域環境通貨を結ぶシステムを展開し、都市と地域の連携モデルを構築していく予
定である。 
5 章で地域と都市の交流で、地域の消費を伸ばしていくことが可能であることを
地域環境通貨の可能性であるとしたが、現在の地域の抱える大きな課題として、地
域から都市へ、人も物も金も流出して、地域が疲弊している現状がある。地域環境
通貨では原資が都市から地域へ流れるように設計する糸口として、地域資源の有効
活用が重要であると考えている。 
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図７－２ 具体的な都市ー地域連携モデルの構築（豊島） 
 
7.1.2 地域環境通貨の他分野への応用の検討 
第 5 章に、地域環境通貨の副次的効果を検討してきたが、改めて副次効果を表７
－１に列挙していくと、本旨であるところの環境問題への対応こそが副次的効果で
あるのではないかと錯覚する。 
地域環境通貨の環境以外の他分野への応用については、 第４章、第５章の副次
効果の検証でも示したように、地域の活性や高齢化社会の福祉対応にも効果を発揮
することが期待できる。 環境問題への対応だけが目的だけでない、地域経済の活
性や、少子高齢化に備えた社会インフラ維持にも有効に活用できると考える。 
また、こうした事業の効果だけで無く、地域環境通貨はその経済的インセンティ
ブ機能と情報を仲介する情報インフラだと考えれば、このインフラを活用した取り
組みはさらなる可能性を持っている。 
また、地域環境通貨システムのインフラのみを活用した応用も検討できる。例え
ば、地域環境通貨のトレーサビリティ機能を活用して、子どもがポイントラリー的
に取引端末にアクセスすることで、子どもの見守りシステムが構築可能であり、防
犯システムにとしても有効である。また、高知の事例において検討してきたが、前
述のポイントラリー機能や、ＩＤ機能を活用することで、観光客の観光地を巡るポ
イントラリー対応や、荷物預かりなどでの預かり札としてＩＤを活用することがで
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きる。本端末は。そうした際にも簡易なシステム構築で貢献ができる。 
環境への取り組みから派生して、さまざまな地域課題に応用する際、環境対策を
目的とした通貨原資の中で、環境活動以外の取引メニューを展開することは、さら
なる議論を呼ぶことが想定される。こうした議論を通じた行政内部の共創的な対応
も、今後の研究の対象となる。 
 
表７―１ 副次効果の検証 
場所 北九州市 新宿区 早稲田 小菅村 豊島 高知県
付与ﾒ
ﾆｭｰ
生ゴミリサイクル
マイバッグ
ほか
マイバッグ
マイバッグ
３R
環境学習
体験学習
公共交通利用
環境学習体
験学習
公共交通利用
地域
経済
活性
商店街振興 商店街振興 観光収入増加 産品開発
中心市街地
活性化
観光収入増加
（着地型観光）
コミュ
ニティ
活性
世代交流 世代交流
商店街中心
ｺﾐｭﾆﾃｨ構築
都市交流 都市交流
企業
交通事業者
その
他の
効果
公共インフラ保全
高齢化対策 地域との交流 森林保全 高齢化対応
公共インフラ保全
森林保全
高齢化対応
 
 
地域の高齢化に備えた
福祉対策
地域での現金の滞留
地域活性
地域での買い物
地産地消品への交換
地域コミュニティ交通の利用
行政有料サービスへの交換
地域の子どもの見守り
防犯対策
入退室管理システム
としての活用
観光などでの活用
博物館巡りなど教育で活用
ポイントラリーと
フィードバック機能の活用
取引システムのインフラを活用した応用
取引メニューの拡大による応用
 
図７－３ 地域環境通貨システムの有効活用 
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 本研究では、これらの複合事例として、第 5 章でも取り組みを記述した高知県を
題材に、交通系 IC カードを活用して、環境にも優しく、さらに観光振興にもかつ
ようされ、加えて高齢化にも対応した複合モデルを構築し、これらの価値の好循環
や、システムの相乗りを実現する。  
地域においては環境だけが課題ではないという現状に対応し、さまざまな課題に
対応可能なインセンティブシステムの構築をめざす。 
 
観光地での入場実績
街路市での買い物
各種エコ体験
その他ふれ合いなど
公共交通機関利用
エコ自転車の利用
ホテルでのエコ活動
手荷物宅配の利用
自然保全活動参加
現金（SF)による寄付
森林保全・清流保全
特産品の活用
路面電車
公共交通機関の維持
地産地消・街路市
低炭素ツーリズムの強化
歴史遺産
環境保全への参加・還元
シェアリング交通
よさこい祭
観光
環境
高齢化 交通弱者対策
エコホテル
 
 
図７－４ 環境と観光と高齢化対策の好循環モデル（高知） 
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7.2 共創的な環境配慮型社会づくりのあり方についての考察 
 地域環境通貨システムの今後の対応として、前述の政策ツールとしての対応の他
に、次世代のコミュニケーションツールとしての展開を検討していく。 
 地域環境通貨システムが、新しい情報化社会にいかに対応していけるか、新しい
社会の価値をどのように表現していけるかが鍵となる取り組みである。 
 特に、こうしたシステムを通じて、共創的な環境配慮型の社会づくりにいかに貢
献できるかを検討していく。 
 
7.2.1 ユビキタス端末普及に伴う地域環境通貨システムの進化に関する検討 
本研究では地域環境通貨のための簡易な専用端末を開発してきた。簡易の発想に
は、端末の低価格化と操作性の簡易さの２つの課題があったが、昨今、廉価のパー
ソナルコンピュータやスマートフォンなどのユビキタス端末が普及し、こうした専
用端末の開発においての低価格化については、見直しが必要となった。 
地域環境通貨の取引端末などの機器の展開については、 昨今、急速にそのシェ
アを拡げているスマートフォンなどのユビキタス端末を活用することを検討して
いきたい。  
しかし、これまでの本研究の操作性に関する概念の開発（簡易決済端末の制御概
念）は、ユビキタス環境にあっても優位性を示すと思われる。ID を媒体として活
用し、ID そのものに操作概念や付加情報を織り込む手法は、ユビキタス端末を活
用する上でも有効である。 
下記に、本研究で開発した簡易な従来手法と、スマートフォン等を活用した将来
のシステムの比較を行う。 
これによると､ＩＣカードのＩＤ機能や、画面へのＩＤラベル（１次元、２次元
のいずれも）の表示、およびバーコードリーダーが、すべて１つの機器に内包され 
 
表７－２ ユビキタス端末の活用と従来手法の比較 
機能 従来 将来 スマートフォンの特徴
ＩＤ媒体 ＩＤバーコードＩＣカード
スマートフォン 内蔵Felica IDを活用と
画面へのIDバーコード表示での活用
取引端末 専用端末 専用端末あるいはスマートフォン
GPS機能を活用した決済で
架空取引の防止
閲覧端末 ＰＣ等 スマートフォン 専用アプリケーション構築で簡易なアクセス環境実現
個人間の
相対取引
専用端末 スマートフォン 赤外線あるいはblewtooth通信機能
の活用
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ることが判る。これまで専用の媒体や専用端末が必要であった決済が、参加者や運
営者自身のスマートフォンを活用することで、初期導入コストが軽減できる上に、
Web 決済、個人間の取引などが簡単に行えるようになる。さらに、閲覧端末を携帯
することで、Web サイトからのフィードバックが身近になり、次節に述べるバーチ
ャルなコミュニケーションのツールとしても有効となる。加えて、個人の相対取引
が可能になることは、さらなるバーチャルとリアルな通貨取引の可能性を増幅させ
ることができると考える。 
ただし、最新情報端末の普及率は発展途上であり、行政などが行う場合は、全て
の市民が平等に参加することが求められるため導入方法が課題となる。当初は既存
のシステムとの併用が必要となる。 
ただし、そうした併用に際しても、本研究のシステムはセンターサーバー管理の
システムを採用しており（第３章）、併用は比較的容易である。 
今後は、そうした併用の状態下での研究展開を実施し、来るべきユビキタス社会
の環境情報の取得方法や配信方法を検討していきたい。 
ただ、こうした未来社会を何年後に実現する社会と見るかで、こうした対応の必
要性を見ていくことが必要である。インターネットの普及率が急速に伸び、こうし
た端末の普及も、今後急速に進んでいくことが考えられる。スマートフォン普及率
は 2011 年 11 月に 22．9％となり（株式会社インプレスＲ＆Ｄ「スマートフォン／
ケータイ利用動向調査 2012」による）、業界の予想としては、2015 年には契約数の
半数がスマートフォンに置き換わるといわれている。行政は、近い将来少数派とな
る人々のために、先進的な技術の可能性を潰してしまう必要はないと考える。 
 
7.2.2 市民活動促進への寄与と情報化社会の新しいコミュニティ創出効果の検討 
一方、地域環境通貨システムの情報性を活用した展開は、今後発展が期待できる
ネット社会でのバーチャルなコミュニティにおいて、その真価を発揮するものと考
える。  
情報化社会における SNS などの新しいコミュニティにおいて、リアルなコミュ
ニティの地域環境通貨を展開することで、市民活動の情報交換など新たな環境活動
の可能性を拡げると同時に、バーチャルコミュニティでの価値の取引の中で、地域
環境通貨を活用することで、ネット社会での価値を地域環境通貨の原資とすること
が検討できる。 
  具体的な方策として、FaceBook 等の既存の SNS 等を利用し、通貨のポータルサ
イトとの連動が考えられる。双方の参加者ＩＤを連動させることでこれらは容易に
実現可能となる。 
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地域環境通貨
ポータルサイト
匿名性を活用した
環境履歴の地域間競争
地域SNS
拡
張
リアルな
コミュニティでの展開
バーチャルな
コミュニティでの展開
活動履歴の
活用
リアルな
環境活動
情報や知恵
の交換
ネットマネーとして
活用
FaceBook Twitter
Mixi 等での展開
仮想地域間
での競争
連動
ステータスや
特別待遇付与
 
図７－５ 地域通貨のバーチャルなコミュニティでの展開 
 
 
地域環境通貨を貯めることで環境活動において個人の活動の積み重ねも大変に
重要であるし、モチベーション維持に地域環境通貨システムは貢献しうることを述
べてきた。しかし、より大きな効果を得るためには活動を行う市民相互がコミュニ
ケーションをとり、喜びを共有し切磋琢磨することが有効である。 
インターネットを使った情報拡散の効果は、SNS 等を有効に活用すれば非常に大
きいということが分かっている。これに、参加市民の喜びを共有する仕組みを導入
することができれば、こうした効果が非常に大きくなることが期待できる。 
例えば、Twitter におけるハッシュタグや FaceBook におけるファンページの活用、
「いいね！」ボタンの活用などの既存の SNS ですでに有している機能の利用する
だけでも、参加者のコミュニケーションや喜びの共有には有効であり、さらにこう
した「いいね！」などの行動を、さらなるポイント付与の対象にするなどの展開が
考えられる。 
また、これらの仮想コミュニティにおけるインセンティブとなるものとして、従
来の金銭的な価値に兌換される経済的なインセンティブだけでなく、金銭的な価値
を伴わない情報的なインセンティブの付与を検討する。 
例えば、従来の北九州環境パスポート事業では、環境に良いことをしたら経済的
インセンティブが得られて「お得」であるとい表現を用いることで参加者の拡大を
行ってきた。 
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図７－６ SNS 利用のイメージ 
  
今後は、そうした経済的「お得」だけにとらわれるのではなく、次の段階の新し
いインセンティブとして「お徳」を設定する。これは、人格・品格や世間的な評価
といった金銭的な価値を伴わない抽象的な価値であり、バーチャルな空間で人を賞
賛したり、あるいは表彰したりするなどの取り組みが考えられる。  
SNS 等の仮想コミュニティにおいては繋がりのある友人数や、他のユーザーと
差別化できる特別な称号、アイテムなどが一種のステータスとなっており、今回提
唱する「お徳」の概念と親和性の高い事象であると考える。つまり、本事業ではコ
ミュニティでの称号・ステータスや、あるいは Twitter 上で、自治体の首長やマス
コットキャラクターなどからフォローされるなどの特典が考えられる。 
また、新たな価値の創出を、バーチャルな世界にのみ求めたが、こうしたバーチ
ャルな展開にもリアルな価値観を付加していくことが求められる。バーチャルな世
界で培われた情報的な価値が、リアルな世界で貨幣的な価値となれば、これも地域
環境通貨の原資として期待していくことができる。 
こうした展開を具体的に検証すべく、2012 年度、北九州のエコマンションの住
民を中心に最新情報端末をエコマンションの住民 50 名に配布し、環境パスポート
の評価情報の提供、スマートメーターなどの実データの情報配信と共に、FaceBook
などの SNS などを活用した地域でのバーチャルなコミュニケーションを展開して
いく構想である。そして、これらの取り組みの、さまざまな生活シーンの中に、地
域環境通貨の取引メニューを導入し実証する計画である。 
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図７－７ 次世代のコミュニティにおける実証実験（北九州） 
 
7.2.3 スマート・コミュニティの構築への寄与の検討 
さらに、これらの新しい社会共創システムは、今後、全国各地で導入が期待され
るスマート・コミュニティにおいても有効であると考える。 
スマート・コミュニティでは、地域でエネルギーをはじめ、さまざまなモノや情
報を共有して行くことが想定されており、 こうした活動に地域環境通貨システム
の概念が導入可能だと考える。  
地球温暖化問題の進行の中で、それに対する技術として、世界的にもスマートグ
リッド技術の導入が進められている。日本でもこれらの技術の実証を進めるために
経済産業省が中心となり、次世代エネルギー・社会システム協議会を設置し検討を
進めている。北九州スマート・コミュニティ創造事業がこの事業の一環であるのは
前述の通りである。しかしながら、ここで検討されているスマートグリッド・コミ
ュニティは、主として技術開発を中心としたハードウェアの整備が中心であり、そ
れを利用するユーザー＝市民の行動を示唆するものではない。 
そもそもスマートグリッドという用語は、欧米を中心とした電力系統の信頼度や
システム効率の向上を目的とした電力ネットワーク整備のために使われていた用
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語であった。しかし、日本の電力系統はすでに信頼度・効率ともに高い状態であり、
本来であれば用語とその意味合いをそのまま適用することは望ましくない。そこで、
北九州スマート・コミュニティ創造事業においては、「スマート・コミュニティ」
という用語があてがわれ、エネルギーだけでなく地域の交通や住民のライフスタイ
ルの変革までをもカバーする取り組みであると定義された。 
本研究では地域環境通貨システムを通じて、我が国初の本格的な「スマート・コ
ミュニティ」の実証事業に関与し、我が国の文化に根ざしたもの「スマート」さを
再定義して、“日本的なスマート・コミュニティ”の提唱と、構築を目指したい。 
そもそもコミュニティ(＝共同体）とは、本来人間が自然の脅威に対抗すべく、
集団でその生命を維持するために編み出した知恵である。古来、稲作などの農作業
では、共同での作業を行うためにコミュニティを形成することが必要であったし、
近代においても生産活動に多くの人々を集め企業城下町が形成されるなど、コミュ
ニティは社会生活を営む上で不可欠なものであった。 
そのコミュニティで、人々は集落・地域の安全を共有し、生産活動を共有し、地
域の財産を共有し、同時に喜びや悲しみも共有してきた。しかし、現代においては、
こうした共有の範囲は広範化し、自然の脅威も近代化した都市では遠のき、個人の
所有の文化が蔓延したことで、地域での共有の概念は薄れ、コミュニティは必ずし
も地縁を意味するものでなくなった。地縁を越えて結びつきを多様化させたのと同
時に、地域でのコミュニティの形成の必要性を失いつつある。 
しかし、東日本大震災においては、そのコミュニティの必要性が再認識されるこ
とになる。被災した人々は避難所での不自由な生活を強いられる中でも、自然の脅
威に立ち向かい、限られた物資・エネルギーを地域で共有することで困難に立ち向
かった姿は記憶に新しい。まさに、こうした地域コミュニティを育て上げた日本の
独特の文化は、成熟度が遺憾なく発揮された。我が国においては、古来より厳しい
自然の脅威に抗うべく、独特の共同体文化が育まれ、これは日本人の民度の高さの
由来とり、こうした未曾有の災害の悲しみの中にあっても、我が国の誇りとなった。 
こうした文化は、北九州の八幡東田についても街のＤＮＡに織り込まれている。
これは人類史上希に見る急速な我が国の産業発展を支えた製鉄の街の文化である。
この街のコミュニティは、その生産活動を共有し、これを支えるべくさまざまな営
みを共有してきた。この街はこうした企業城下町の文化の結束のコミュニティ文化
を、次世代の新しいコミュニティ文化に再構築する責務と必然性がある。 
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図７－８ 日本的なスマート・コミュニティのイメージ 
 
ここで重要なことは、コミュニティは何かの要素を共有し、守ることにその必然
性があると定義することができることである。さて、スマート・コミュニティと定
義される新しいコミュニティの概念において、人々は何を共有し、守ることを求め
ればいいのか。 
本研究の今後の展開においては、このコミュニティで共創（あるいは共有）すべ
き概念を定義し、これを媒介する賢い知縁のツールを開発していく。 
図７－８に示すのが、コミュニティ部会において定義する日本的なスマート・コ
ミュニティのイメージである。従来の意味合いでのスマート（＝smart、賢い）と
は「技術・システム」に対するものとして使われているものであったが、これに対
してコミュニティ部会では、スマートであるのは、その技術を利用する「市民」及
びこれが形作る「地域」であると捉える。 
ここにおいて、市民は「エネルギー」「環境」「資源」という要素をそれぞれ、「地
域で融通する」「地域で維持する」「地域で所有する」といった考え方で共創あるい
は共有する。 
こうした共創の媒介として、地域環境通貨システムを活用していく。 
具体的には、図７－８に示すように、これらの「エネルギー」「環境」「資源」を
共創する場に、地域環境通貨をさまざまな価値を媒介するポイントシステムとして
投入し、スマートなコミュニティの価値の可視化に貢献していく。 
スマート・コミュニティでは従来のコミュニティと異なった新しい価値観を共有
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して行くことがもとめられる。それが、エネルギーであり資源であり、防災等を含
んだ都市の環境であると考える。  
本研究の今後の展開では、この地域環境通貨によって、こうした新しい価値に関
係する地域のさまざまな価値をポイントとすることで表現し、人々が認識を助ける
ことを実現していく。さらに、地域の人々が共創的に環境配慮社会を構築すること
に繋がることをさらに考究していく。 あわせて、これを支援する次世代のシステ
ムの構築をめざしていくこととする。  
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